2016年9月16日～17日
時事世論調査、共謀罪臨時国会提出せず、自衛隊新任務、日米防衛相会談、辺野古裁判、民進党、豊洲、社説
内閣支持、５割回復＝野党共闘の評価割れる－時事世論調査
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　時事通信が９～１２日に実施した９月の世論調査によると、安倍内閣の支持率は前月比３．８ポイント増の５１．０％となった。５割を回復したのは２０１４年９月以来２年ぶり。不支持率は同４．１ポイント減の２７．９％。
　核実験を９日に行った北朝鮮に対する危機感から、米韓両国などと連携して対応に当たる内閣の姿勢が一定の評価につながったとみられる。同時期に実施された民進党代表選が盛り上がりに欠けたことも一因となった可能性がある。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、多い順に「他に適当な人がいない」２１．０％、「リーダーシップがある」１５．６％、「首相を信頼する」１１．９％。支持しない理由（同）は、「政策が駄目」１２．６％、「期待が持てない」１１．６％、「首相を信頼できない」１１．２％の順だった。
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　政党支持率は、自民党が前月比２．４ポイント増の２７．７％。蓮舫新代表ら３候補による代表選が行われた民進党は同０．５ポイント増の５．９％にとどまった。以下、公明党３．７％、共産党２．２％の順。おおさか維新の会から改名した日本維新の会は同０．３ポイント増の１．７％だった。
　次期衆院選で、野党が共産党を含めた統一候補で戦うべきかどうか尋ねた質問では、「戦うべきだ」が３８．０％、「戦うべきではない」が４０．２％で、野党共闘に否定的な声がやや上回った。（時事通信2016/09/16-15:09）
生前退位「恒久制度に」６割＝北方領土解決、期待は半数－時事世論調査
　時事通信の９月の世論調査で、天皇陛下が意向を示唆された生前退位に関する考えを尋ねたところ、「今後の全ての天皇に認めるべきだ」と答えた人が５８．３％に上った。「今の天皇にのみ認めるべきだ」は３３．０％、「生前退位を認めるべきでない」は３．５％だった。
　政府はいまの天皇陛下に限って退位を認める特別立法を軸に法整備を検討しているが、恒久的な制度を求める声が国民に強いことが浮き彫りになった。
　また、生前退位をめぐり政府が１０月にも設置する有識者会議について尋ねたところ、女性・女系天皇の是非や女性宮家創設など「皇室全般の課題を広く取り上げるべきだ」との回答が７１．９％だった。一方、「生前退位に関する問題だけを議論すべきだ」は２１．７％だった。
　北方領土問題についての質問では、「大いに関心がある」「ある程度関心がある」が計７２．４％だった。ただ、安倍政権での問題解決に期待するかどうか聞いたところ、「大いに期待する」「ある程度期待する」が計４９．８％、「あまり期待していない」「全く期待していない」は計４７．６％と割れた。　（時事通信2016/09/16-15:10）
改憲論議スタートでも…　最優先はＴＰＰ、本格論戦へ
朝日新聞デジタル田嶋慶彦、久木良太2016年9月16日06時46分

今後の主な政治日程
　２６日に召集される臨時国会は、「改憲勢力」が衆参両院の３分の２を占めるなか、初めて迎える与野党の本格論戦の舞台だ。政府・与党は第２次補正予算案や環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案・関連法案の成立に優先課題を絞る。注目の「共謀罪」新法案は提出時期を慎重に見極め、憲法改正論議も抑制的に対応する方針だ。
　安倍晋三首相は１４日、東京都内で開催された証券会社主催の機関投資家向けセミナーにビデオメッセージを寄せ、「ＴＰＰは成長戦略のカギだ。早期に国会の承認が得られるよう全力を尽くします」と宣言した。
　政府・与党は臨時国会を「アベノミクス加速国会」（安倍首相）と位置づける。ＴＰＰの承認案と関連法案、経済対策を盛り込んだ一般会計総額３兆２８６９億円の今年度第２次補正予算案、消費増税再延期法案の「３本柱」の早期成立を期す。
　このなかでも最重要視するのがＴＰＰだ。米大統領選の民主党候補のヒラリー・クリントン氏、共和党候補のドナルド・トランプ氏がいずれも反対を表明するなか、１１月８日の投開票日までに衆院通過させ、米国の批准を後押ししたいと考えるからだ。
　しかし、「米国がＴＰＰを批准しないと発動されない。日本が先んじて議論を進めるのは立法府における時間の浪費だ」（蓮舫代表代行）など、民進党代表選の３候補がいずれも反対。野党各党の反発は強く、高年収の人の残業代が支払われなくなる労働基準法改正案をめぐっても与野党が対立する。【続きあり】
自衛隊の配備求める決議を可決　石垣市議会

沖縄タイムス2016年9月16日 12:01

　【石垣】石垣市議会（知念辰憲議長）は１６日、９月定例会最終本会議で「石垣島への自衛隊配備を求める決議案」を与党の賛成多数（賛成１１、反対７）で可決した。同議会による自衛隊配備計画をめぐる決議は初めて。公明２人は退席した。

　決議案は、防衛省が示している「平得大俣東」など具体的場所や、陸海空いずれの部隊かは明記せず、「尖閣諸島を抱える我が石垣市において、中国の尖閣諸島奪還にも監視の目を緩めることなく防衛力を高めるために自衛隊の配備は必要不可欠」などとしている。

「共謀罪」の提出見送り＝菅長官、来年成立目指す


記者会見する菅義偉官房長官＝１６日午前、首相官邸
　菅義偉官房長官は１６日午前の記者会見で、「共謀罪」の罪名や構成要件を改めた新法案について「臨時国会への提出予定法案の中には入っていない」と述べ、２６日召集の臨時国会への提出を見送る方針を表明した。この後、萩生田光一官房副長官が衆院議院運営委員会理事会に出席し、見送りの方針を伝達した。
　政府は２０２０年の東京五輪・パラリンピックを見据え、法案の目的を「テロ対策」に絞った上で臨時国会への提出を検討していた。しかし、与党側から慎重な対応を求める声が上がったことなどを考慮し、見送りを決めた。
　菅長官は「テロ防止の必要性は十分に認識している」と改めて強調し、来年の通常国会で成立を目指す考えを示した。
　自民党の竹下亘、公明党の大口善徳両国対委員長も１６日午前、東京都内で記者団に対し、臨時国会提出を見送る考えをそれぞれ表明。竹下氏は「出さない方向だ」と述べ、大口氏は「この国会で提出可能性はゼロだ」と言い切った。　（時事通信2016/09/16-12:34）
「共謀罪」法案提出見送り　臨時国会で予定なし―菅氏

共同通信2016/9/16 12:44

　政府は「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法の改正案について、26日召集の臨時国会に提出しない方針を固めた。菅義偉官房長官は16日の記者会見で「提出予定法案の中に入っていない」と言明した。2020年東京五輪に向けたテロ対策を強調したが、捜査機関による乱用で人権侵害が生じるとの懸念が残り、野党だけでなく与党内にも慎重論があった。

　萩生田光一官房副長官も衆院議院運営委員会理事会で「今国会では提出しない」と説明した。

「共謀罪」新法案、臨時国会への提出見送り　政府・与党
朝日新聞デジタル2016年9月16日11時25分
　政府・与党は、「共謀罪」の要件を変えて「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する法案を２６日召集の臨時国会に提出しない方針を決めた。菅義偉官房長官は１６日午前の閣議後の記者会見で、「予定法案の中には入っていない」と述べた。来年の通常国会に提出し、成立を目指す方針だ。
　政府・与党は同法案を臨時国会に提出して継続審議とし、通常国会で成立させる案を検討していた。臨時国会では環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案など他の優先案件があるため、野党や世論の反発が予想される「共謀罪」新法案の提出は見送ることにした。
　自民、公明両党の幹事長と国会対策委員長は１６日午前、東京都内のホテルで会談し、こうした方針を確認。自民党の竹下亘国対委員長は記者団に「（臨時国会には）出さない方向」と語った。１６日午前の衆院議院運営委員会理事会では、政府側が提出検討中の法案リストからも外していることを明らかにした。
【続きあり】
臨時国会 　「共謀罪」法案見送り…官房長官が明言
毎日新聞2016年9月16日　13時13分（最終更新　9月16日　13時13分）
　菅義偉官房長官は１６日午前の記者会見で、「共謀罪」の構成要件を絞り込み「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について、２６日召集の臨時国会に提出しない方針を明らかにした。「国際社会と協調して組織犯罪と闘うことは重要な課題だが、提出予定法案の中には入っていない」と述べた。政府は改めて来年の通常国会以降の成立を目指す。 
　萩生田光一官房副長官は１６日午前の衆院議院運営委員会理事会でこうした方針を説明した。政府・与党は臨時国会で、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案などの審議を優先させる。組織犯罪処罰法改正案には野党の強い反発が予想され、公明党が臨時国会提出に慎重だった。 
　自民、公明両党の幹事長、国対委員長は１６日午前、東京都内で会談し、臨時国会への対応を協議。公明党の大口善徳国対委員長は終了後、組織犯罪処罰法改正案の「提出の可能性はゼロだ」と記者団に語った。【高本耕太】 
「共謀罪」法案、臨時国会提出を見送り　政府 
日経新聞2016/9/16 10:16 (2016/9/16 12:39更新)
　菅義偉官房長官は16日の閣議後の記者会見で、犯罪を謀議しただけで処罰できる「共謀罪」創設法案について「臨時国会への提出法案の中には入っていない」と述べ、26日召集の臨時国会への提出を見送る方針を表明した。環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案など重要法案の審議を優先する。来年の通常国会に提出し、早期成立をめざす。
　この後、16日午前に開いた衆院議院運営委員会の理事会に出席した萩生田光一官房副長官が「政府としては臨時国会では提出しない」と伝えた。
　政府は当初、2020年の東京五輪に向けたテロ対策をアピールするため、臨時国会への提出を目指していた。野党側は対決法案と位置づけ、市民団体と連携して反対機運を盛り上げた昨年の安全保障関連法審議の再現をねらう構えだった。
　「共謀罪」はテロ集団が殺人などの重大な犯罪を企てた時点で処罰できる罪。03年以降、国会に３回提出し、いずれも廃案になった。
産経新聞2016.9.16 11:08更新 
政府、「共謀罪」提出見送り　臨時国会　補正予算やＴＰＰ優先
　政府は１６日、テロ対策として「共謀罪」の構成要件を一部変更する組織犯罪処罰法改正案について、２６日召集の臨時国会への提出を見送る方針を固めた。菅義偉官房長官は１６日午前の記者会見で「臨時国会提出予定法案の中に入っていない」と述べた。与党内には、会期が２カ月程度の臨時国会で改正案の審議を急ぐことには慎重論が根強く、配慮したとみられる。
　自民、公明両党の幹事長、国対委員長は１６日、東京都内で会談し、臨時国会では平成２８年度第２次補正予算案や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案などの審議を優先させることを確認した。
　会談後、自民党の竹下亘国対委員長は記者団に、組織犯罪処罰法改正案の臨時国会への提出を見送る政府の方針を説明。公明党の大口善徳国対委員長も記者団に「臨時国会で提出する可能性は全くゼロだ」と明言した。
産経新聞2016.9.16 11:42更新 
菅義偉官房長官「臨時国会提出予定法案には入っていない」　組織犯罪処罰法改正案の臨時国会提出見送り　
　菅義偉官房長官は１６日午前の記者会見で、「共謀罪」の名称と構成要件を一部変更する組織犯罪処罰法改正案について、政府・与党が２６日召集の臨時国会への提出を見送る方針を固めたことに関し、「臨時国会の提出予定法案には入ってない」と述べた。一方、「テロ防止のために（改正案の）必要性は十分私どもは認識している」とも話した。
　菅氏は、政府の基本方針として「国際組織犯罪防止条例を締結し、国際社会と協調しながら組織犯罪と戦うのは重要な課題で、条約の締結に伴う法整備を進める必要がある」と強調。国際的なテロが多発する中、世界で１８７の国・地域が条約に締結し、先進７カ国（Ｇ７）では日本だけが締結に至っていない現状を念頭に、条約締結は不可避との考えを示した。
「共謀罪」法案、臨時国会に提出せず　官房長官が明言

東京新聞2016年9月16日 夕刊

 　菅義偉（すがよしひで）官房長官は十六日午前の記者会見で、重大犯罪の計画を話し合うだけで処罰対象とする「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案について、二十六日召集の臨時国会には提出しない方針を明らかにした。政府は来年の通常国会にあらためて改正案の提出を目指す考え。

　菅氏は改正案について「臨時国会提出予定法案に入っていない。臨時国会に提出すると、これまでひと言も言ったことはなかった」と述べた。一方で「テロ防止のために、必要性は十分に認識している」と、早期の改正案提出・成立を図る政府の基本方針は変えない考えも強調した。

　萩生田光一官房副長官は十六日午前、衆院議院運営委員会の理事会に出席し、改正案を臨時国会に提出しない方針を与野党に伝えた。

　改正案の提出先送りを受け、自民、公明両党の幹事長、国対委員長は十六日午前、都内で会談し、臨時国会では環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案・関連法案などの成立を最優先する方針を確認した。

　改正案は、共謀罪の名称をテロ対策強化を強調する「テロ等組織犯罪準備罪」に変更し、対象となる集団を絞り込むなど要件を見直した上で、政府が臨時国会提出を検討していた。だが、野党や共謀罪に詳しい弁護士などから改正案に対する懸念や反発が相次いだため、与党側から提出に慎重論が出ていた。

しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

共謀罪　来年成立狙う　政府　臨時国会見送り表明

　実際の犯罪行為がなくても相談し合意しただけで犯罪とされる「共謀罪」について、菅義偉官房長官は１６日午前の記者会見で、罪名や構成要件を変えた新法案を２６日召集の臨時国会に提出しない方針を明らかにしました。

　菅氏は「臨時国会への提出予定法案の中に入っていない｣と表明｡この後、萩生田光一官房副長官が衆院議院運営委員会理事会に出席し、見送りの方針を伝えました。

　政府は２０２０年の東京五輪・パラリンピックなどでの「テロ対策」を口実にして、臨時国会への法案提出を検討していました。

　一方、会見で菅氏は「テロ防止の必要性は十分に認識している」と改めて強調し来年の通常国会で成立をめざす考えを示しました。

　自民党の竹下亘、公明党の大口善徳両国対委員長も１６日午前、東京都内で記者団に対し、臨時国会提出を見送る考えをそれぞれ表明。竹下氏は「出さない方針だ」と述べ、大口氏は「この国会で提出の可能性はゼロだ」と語りました。

解説　提出させぬ世論大きく

　共謀罪の導入をめぐっては政府が過去３回にわたり、法案を国会に提出しましたが国民の強い批判を浴びて、ことごとく廃案になっています。

　安倍政権は、その失敗を“教訓”として共謀罪成立に執念を燃やしています。名称も「テロ等組織犯罪準備罪」に変更｡「テロ対策」を前面に押し出し、共謀罪の名前を隠そうとしています。

　臨時国会での提出を見送ったのも成立を断念したからではありません。政府関係者は「臨時国会は会期が短すぎて十分な議論ができない」と語っており、万全を期して来年の通常国会に新法案を提出し、必ず成立させようという戦略です。

　「海外で戦争をできる国」をめざす安倍政権は、秘密保護法、盗聴法拡大など人権を抑圧する悪法を次々と推し進めています。そのうえ、人と人の意思疎通そのものが犯罪とされる「異次元の悪法」である共謀罪の導入を許せば、戦前のような暗黒社会が現実のものとなる危険性があります。

　「テロ対策」口実などの欺瞞（ぎまん）性を暴き、共謀罪の市民弾圧の狙いを明らかにして、次期国会でも提出させない世論を広げることが求められています。

　(森近茂樹)

「共謀罪」見送りを明言＝二重国籍、蓮舫氏の説明注視－自公幹部
　自民党の竹下亘、公明党の大口善徳両国対委員長は１６日午前、東京都内で記者団に対し、「共謀罪」の罪名や構成要件を改めた新法案について、２６日召集の臨時国会への提出を見送る方針をそれぞれ表明した。竹下氏は「出さない方向だ」と述べ、大口氏は「この国会で提出可能性はゼロだ」と言い切った。
　これに先立ち、両党の幹事長、国対委員長が会談。民進党の蓮舫代表の台湾籍との「二重国籍」問題について、蓮舫氏の説明を注視していくことで一致した。自民党の二階俊博幹事長は「他党のことであり、どうこう言う立場にない」と静観する姿勢を示し、公明党の井上義久幹事長は「本人が政治家として説明することに尽きる」と指摘した。　
　会談では、２０１６年度第２次補正予算案と環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の会期内成立に努めることを改めて確認した。（時事通信2016/09/16-10:57）
「安保法制は違憲」と提訴＝被爆者ら１６５人－広島地裁


安保法制に基づく自衛隊の派遣差し止めなどを求め、提訴のため広島地裁に向かう原告ら＝１６日午前、広島市中区
　安全保障関連法は憲法に違反し、制定過程も立憲主義に反するとして、広島県の被爆者や戦争体験者ら１６５人が１６日、国を相手に同法に基づく自衛隊の派遣差し止めと１人１０万円の国家賠償を求め、広島地裁に提訴した。
　訴状で原告側は、集団的自衛権の行使を容認する安保法制は戦争放棄を定めた憲法９条や、憲法改正手続きを定めた９６条などに違反すると指摘。集団的自衛権の行使は他国などからの武力攻撃の危険を生じさせるとして、平和的生存権や人格権などの侵害に当たると主張している。
　原告団共同代表の森滝春子さん（７７）＝広島市佐伯区＝は提訴後の記者会見で、「被爆者の父を含め、非業の死を遂げた戦争被害者の声を代弁していく。それが広島で生きている私たちの責務だ」と語った。（時事通信2016/09/16-12:14）
「駆け付け警護」訓練開始＝南スーダンＰＫＯ想定－防衛省
　【ワシントン時事】防衛省は今週、安全保障関連法に基づく自衛隊の新たな任務「駆け付け警護」のための実戦的な訓練をスタートさせた。１１月に南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する予定の陸上自衛隊第９師団（青森市）の部隊が対象だ。準備が整い次第、他の部隊に対しても訓練を実施していく。
　稲田朋美防衛相の訪米に同行している武田博史報道官は１５日、記者団に「派遣準備訓練を進めており、このうち駆け付け警護などに関しては実動を伴う訓練も始まっている」と説明。具体的な訓練内容については「詳細は控える」と述べるにとどめた。　
　政府は、訓練の習熟度や現地の治安情勢などを踏まえ、実際に任務を付与するかどうか判断する方針。ただ、南スーダンの治安情勢悪化で、任務拡大に伴う自衛隊員のリスクへの懸念が指摘されている。稲田氏は今回、現地情勢を確認するため予定していた同国訪問を中止しており、判断に影響する可能性もあるとみられる。（2016/09/16-10:31）
駆けつけ警護訓練開始…南スーダン派遣予定師団

読売新聞2016年09月16日 15時50分

　【ワシントン＝石田浩之】防衛省は１６日、安全保障関連法の施行で可能となった「駆けつけ警護」などの新任務の実動訓練を、１１月に南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される予定の陸上自衛隊第９師団（青森市）で１４日から開始したと発表した。

　新たに始めたのは、国連職員や民間人、他国軍兵士らが武装集団などに襲われた場合に陸自部隊が救援に行く「駆けつけ警護」と、他国軍と連携して宿営地を守る「宿営地の共同警護」の訓練。実際の場面を想定したシナリオに沿って、警告射撃を行う際の手順などを確認している。稲田防衛相は８月、同法で認められた新任務に必要な訓練を順次開始すると発表していた。

産経新聞2016.9.17 07:45更新 
南スーダン派遣予定の陸自部隊、「駆け付け警護」１４日から訓練
　防衛省は１６日、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する予定の陸上自衛隊部隊が「駆け付け警護」などの新任務を想定した実動訓練を１４日から開始したと発表した。訓練を行っているのは東北方面隊第９師団（青森市）の第５普通科連隊を中心に編成された部隊で、１１月中旬以降に南スーダンに１１次隊として派遣される見通し。
　訪米中の稲田朋美防衛相は１５日午後（日本時間１６日午前）、１１次隊への新任務付与について記者団に「安全に任務が果たせる状況でないと付与できない。大きな決断なので見極めていく」と述べた。
　駆け付け警護は３月に施行された安全保障関連法で可能になった任務で、離れた場所で武装勢力に襲われた非政府組織（ＮＧＯ）職員などを救援する。緊急時に他国軍と協力して宿営地を守る「共同防衛」の訓練も行っている。
しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

戦争法新任務の訓練開始　陸自東北方面隊　駆け付け警護など

　防衛省は１６日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）へ第１１次隊として１１月にも派兵が予定されている陸上自衛隊の部隊が、戦争法＝安保法制に基づく新任務の訓練を開始したと発表しました。東北方面隊第９師団（司令部・青森駐屯地）を中心とする隊員が、１４日から新任務となる「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」に関する訓練で、座学から実動訓練へ移行したとしています。

　稲田朋美防衛相の訪米に同行している防衛省の武田博史報道官が１５日（日本時間１６日）、記者団に明らかにしました。武田報道官は、「具体的にどのような訓練を、どのように、どこでといった詳細については、手の内なので差し控えさせていただきたい」と述べ、訓練内容や場所、参加人数などは一切明かしませんでした。

　稲田防衛相は同日の記者会見で、実際にこれらの新任務を付与するかどうかについては、「安全に任務が果たせる状況にならないと付与するわけにはいかない」と表明。訓練の習熟度や南スーダンの治安情勢の変化を踏まえて最終的に判断する考えを示しました。

日米防衛相が会談　「駆けつけ警護」訓練開始に米側歓迎
朝日新聞デジタルワシントン＝相原亮2016年9月16日12時51分
　米ワシントンを訪問中の稲田朋美防衛相は１５日午後（日本時間１６日未明）、国防総省でカーター米国防長官と会談した。稲田氏は、ＮＧＯ職員らが武装集団に襲われた際に武器を持って助けに行く「駆けつけ警護」など安全保障関連法に基づく新任務について、自衛隊が訓練を開始したと伝えた。カーター氏は「歓迎する」と述べた。
　防衛省は陸上自衛隊の部隊を派遣している南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）が、新任務の最初のケースになると想定。同省は次期派遣部隊が「駆けつけ警護」や他国軍と一緒に宿営地を警備する「宿営地の共同防護」について、１４日から実際の場面を想定した実動訓練を始めたことを明らかにした。
　一方で、同部隊に新任務を付与するかについては、稲田氏は会談後、「状況を見極めていかなければならない」と記者団に述べるにとどめた。
　会談ではこのほか、東シナ海での中国の動向を念頭に、尖閣諸島（沖縄県）が（米国の防衛義務を定めた）日米安全保障条約第５条の範囲に含まれると確認。北朝鮮による核実験や弾道ミサイル発射については、「安全保障上の重大な脅威」との認識で一致した。米国の核による日本への拡大抑止力も、改めて確認された。（ワシントン＝相原亮）【続きあり】
北朝鮮核「重大な脅威」＝自衛隊新任務の訓練報告－日米防衛相


１５日、米ワシントン近郊の国防総省で栄誉礼を受ける稲田朋美防衛相（右）。左はカーター国防長官
　【ワシントン時事】稲田朋美防衛相は１５日、米ワシントン近郊の国防総省を訪れ、カーター国防長官と初めて会談した。北朝鮮の核・ミサイル開発は「安全保障上の重大な脅威だ」との認識で一致し、緊密に連携して対処していくことを確認。稲田氏は安全保障関連法に基づく陸上自衛隊の「駆け付け警護」などの訓練を開始したことを報告し、カーター氏は「歓迎する」と応じた。
　稲田氏は会談で、北朝鮮の５回目の核実験や度重なるミサイル発射について「明白な国連安保理決議違反で、断固非難する」と表明。カーター氏は「核の傘」を含む拡大抑止政策を「堅持する」と伝えた。両氏は連携に当たって、新たな日米防衛協力の指針（ガイドライン）に基づく同盟調整メカニズムを活用していくことも確認した。
　駆け付け警護などの訓練は、１１月から南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する予定の陸上自衛隊部隊への新任務付与を念頭に置いたものだ。これに関し、稲田氏に同行した防衛省幹部は、今週から机上訓練に加え、実動訓練が始まったことを明らかにした。
　双方は中国が進める南シナ海の軍事拠点化について「国際社会の懸念事項だ」との認識で一致。稲田氏が沖縄県・尖閣諸島周辺での中国公船の領海侵入を取り上げ、「主権の侵害で断固受け入れられない」と述べたのに対し、カーター氏は「尖閣諸島は日米安保条約の適用対象」との米側の立場を改めて説明した。（時事通信2016/09/16-10:22）
北核実験は「日米に重大な脅威」…防衛相会談

読売新聞2016年09月16日 15時34分

　【ワシントン＝石田浩之】訪米中の稲田防衛相は１５日午後（日本時間１６日未明）、ワシントン近郊の米国防総省でカーター米国防長官と初めて会談した。

　両氏は、北朝鮮による今年２回目の核実験や相次ぐ弾道ミサイル発射が「日米両国に対する安全保障上の重大な脅威」との認識で一致し、緊密な連携を確認した。

　会談は約４５分間行われた。稲田氏は北朝鮮の核・ミサイル開発について、「明確な国連安保理決議違反で、断固非難する」と述べ、カーター氏は、「日本に対する（核の傘などの）拡大抑止のコミットメント（関与）について改めて確認する」と応じた。日米韓や日米豪などの３か国協力の強化でも一致した。【続きあり】
日米防衛相 　自衛隊新任務「支持」…米国防長官、稲田氏に
毎日新聞2016年9月16日　13時08分（最終更新　9月16日　
　【ワシントン村尾哲】稲田朋美防衛相は１５日午後（日本時間１６日午前）、カーター米国防長官と国防総省で４５分間、会談した。稲田氏は安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務の訓練開始を説明し、カーター氏は「支持、歓迎する」と応じた。防衛省によると、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された自衛隊が、離れた場所にいる他国軍などを武器を持って救援する「駆け付け警護」や「宿営地の共同防護」の訓練は１４日に始まった。 
　日米防衛相会談は稲田氏の就任後初めて。北朝鮮の５回目の核実験や度重なる弾道ミサイル発射について、両防衛相は「明白な国連安全保障理事会決議違反だ」と厳しく非難。「日米両国に対する安全保障上の重大な脅威」に対し引き続き緊密に連携することを確認した。カーター氏は「核の傘」を含む日本への拡大抑止を重ねて約束した。 
　また、中国が軍事拠点化を進める南シナ海問題に関し、中国の主張を否定した７月の仲裁裁判所の判決を踏まえた解決を求めるとともに、沿岸国の対処能力の構築を日米で連携して支援することで一致した。 
　沖縄県・尖閣諸島周辺で中国公船の領海侵入などが続いていることに対しては、同諸島が米軍の防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲であることを改めて確認。両防衛相は中国の一方的な行動に反対を表明した。 
　これに関連し、稲田氏は１５日午後（日本時間１６日午前）、ワシントンのシンクタンク、戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）での講演で「中国との建設的な対話のドアを常に開けている。中国のカウンターパートと安全保障に関して率直に議論する機会を追求する」と述べ、中国の常万全国防相との会談に意欲を示した。 
　日米防衛相会談で稲田氏は、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古移設が「唯一の解決策との立場は不変だ」と伝え、カーター氏は「緊密に協力したい」と述べた。両防衛相は、日米地位協定の対象になる米軍属の範囲見直しの協議を事務レベルで続けることを確認した。 
日米防衛相会談　安保法の訓練開始説明　「辺野古移設は不変」確認

東京新聞2016年9月16日 夕刊

 　【ワシントン＝後藤孝好】訪米中の稲田朋美防衛相は十五日、ワシントン近郊の国防総省でカーター国防長官と初会談した。カーター氏は北朝鮮による五回目の核実験に対し、同盟国への「核の傘」を含む米国の軍事的な役割を確約。稲田氏は中国が海洋進出する南シナ海の問題について、自衛隊が米軍と共同訓練を実施するなどして関与を強める方針を表明した。

　稲田氏は、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などに関して「新たな任務の実動訓練を開始した」と説明。カーター氏は「素晴らしいことだ」と自衛隊の任務拡大を歓迎した。

　米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）の移設に伴う名護市辺野古（へのこ）への新基地建設では、稲田氏が国と県の訴訟の経緯を説明して「辺野古が唯一の解決策であるとの立場は不変だ」と強調。カーター氏は「米国も日本と同じ立場を共有している」と応じた。

　稲田氏は、中国公船による沖縄県の尖閣諸島周辺の領海侵入について「主権の侵害で断固として受け入れられない」と指摘。尖閣諸島は日本の施政下にあり、日米安全保障条約の適用対象だと確認した。

　両氏はまた、中国の南シナ海での一方的な海洋進出について、七月の仲裁裁判所の判断を尊重するべきだとの認識で一致した。

日米防衛相 　「南シナ海」連携で一致…沿岸国を支援
毎日新聞2016年9月16日　11時17分（最終更新　9月16日　11時18分）
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カーター米国防長官（左）の出迎えを受け、儀仗（ぎじょう）隊による栄誉礼を受ける稲田朋美防衛相＝米国防総省で９月１５日、西田進一郎撮影
　【ワシントン村尾哲】稲田朋美防衛相は１５日午後（日本時間１６日午前）、カーター米国防長官と国防総省で４５分間、会談した。両防衛相は、中国が軍事拠点化を進める南シナ海問題が国際社会の懸念事項になっているとの認識を共有。中国の主張を否定した７月の仲裁裁判所の判決を踏まえ、国際法による解決を求めるとともに、沿岸国の対処能力の構築を日米で連携して支援することで一致した。 
　日米防衛相会談は稲田氏の就任後初めて。北朝鮮の５回目の核実験や度重なる弾道ミサイル発射について、両防衛相は「明白な国連安全保障理事会決議違反だ」と厳しく非難。「日米両国に対する安全保障上の重大な脅威」に対し引き続き緊密に連携することを確認した。カーター氏は「核の傘」を含む日本への拡大抑止を重ねて約束した。 
　沖縄県・尖閣諸島周辺で中国公船の領海侵入などが続いていることに対しては、同諸島が米軍の防衛義務を定めた日米安全保障条約第５条の適用範囲であることを改めて確認。両防衛相は中国の一方的な行動に反対を表明した。 
　これに関連し、稲田氏は１５日午後（日本時間１６日午前）、ワシントンのシンクタンク、戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）での講演で「中国との建設的な対話のドアを常に開けている。中国のカウンターパートと安全保障に関して率直に議論する機会を追求する」と述べ、中国の常万全国防相との会談に意欲を示した。 
　日米防衛相会談ではまた、稲田氏が安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務の訓練開始を伝え、カーター氏は支持した。防衛省によると「駆け付け警護」「宿営地の共同防護」の訓練は１４日に始まった。 
　稲田氏は米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古移設が「唯一の解決策との立場は不変だ」と述べ、カーター氏は「引き続き緊密に協力していきたい」と応じた。稲田氏は在日米軍による事件・事故の再発防止を要請。両防衛相は、日米地位協定の対象になる米軍属の範囲見直しの協議を事務レベルで続けることを確認した。 
日米防衛相会談・骨子 
・尖閣諸島は日米安全保障条約の適用対象 
・南シナ海に関する仲裁裁判所の判決は紛争当事国を法的に拘束 
・南シナ海沿岸国への能力構築支援で日米が連携 
・北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射を断固非難。米国が日本に提供する「拡大抑止」を確認 
・安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務訓練の開始を米国が支持 
・米軍普天間飛行場の辺野古移設に向け協力 
防衛相 　ワシントンで講演　対北朝鮮の日米韓協力を強調
毎日新聞2016年9月16日　18時45分（最終更新　9月16日　18時45分）
　【ワシントン村尾哲】稲田朋美防衛相は１５日午後（日本時間１６日午前）、ワシントンのシンクタンク、戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）で講演した。核実験や弾道ミサイル発射を繰り返す北朝鮮に対し、日米韓の協力が重要性を増していると強調。韓国との情報共有推進を念頭に「安全保障分野での日韓のより強い協力は、地域と地球規模の平和、安定を促進する」と述べた。 
　稲田氏は、海洋進出を強める中国を「地域に懸念を生んでいる」と名指しで批判。中国公船の沖縄県・尖閣諸島周辺の領海侵入などを挙げ、「東シナ海と南シナ海での強制的な試みを世界が見過ごし許容すれば、影響は西太平洋にとどまらない」と危機感を訴えた。 
　また、昨年４月改定の日米防衛協力の指針（ガイドライン）に基づき、連携枠組みとして常設した「同盟調整メカニズム」が、北朝鮮による一連のミサイル発射や熊本地震で機能したと指摘。集団的自衛権の行使を含めて自衛隊に新たな任務を付与する安全保障関連法施行にも言及し、「日米両政府は、日米同盟をまったく新しいレベルに引き上げる好位置にいる」と述べた。 
日韓協力の強化目指す＝中国との防衛相会談模索－稲田氏講演


１５日、米ワシントンの戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）で講演する稲田朋美防衛相
　【ワシントン時事】稲田朋美防衛相は１５日、米ワシントンで講演し、核・ミサイル開発を進める北朝鮮に対応するため、日米・日米韓の連携に加え、日韓２国間の防衛協力を強化していきたいとの考えを示した。中国との防衛相会談を模索していく意向も強調した。
　稲田氏は北朝鮮について「深刻な安全保障上の脅威だ」と指摘。日米や日米韓の枠組みでミサイル防衛や情報共有をめぐる協力を拡大していく考えを示すとともに、「韓国との２国間関係を深めることも非常に重要だ。安保分野における日韓のより強い協力関係は平和と安定を促進し、国際社会に歓迎されると確信している」と語った。
　一方、稲田氏は「現状を変更し、規範を覆すような強制的な試みは誰の利益にもならない。残念ながら中国が東・南シナ海で取っている行動はまさにそれで、安保上の懸念を生んでいる」と中国を名指しで批判。海上自衛隊と米海軍による共同巡航訓練などを通じ「わが国としても南シナ海への関与を強めていく」と述べた。（時事通信2016/09/16-10:32）
稲田防衛相、米で講演　地元紙「日本のサラ・ペイリン」
朝日新聞デジタルワシントン＝相原亮2016年9月16日15時30分
　米国訪問中の稲田朋美防衛相が１５日、ワシントンにあるシンクタンク「米戦略国際問題研究所」（ＣＳＩＳ）で講演した。同研究所での講演は、自民党政調会長だった昨年秋以来。講演では中国の南シナ海進出への懸念を表明し、日本の防衛相として米国重視の姿勢をアピールした。
　稲田氏は講演で、中国の動きについて「強制的な試みを世界が見過ごせば、その影響はグローバルなものになるかもしれない」と指摘。「海上自衛隊と米海軍による共同運航作戦などを通じ、南シナ海への関与を強めていく」と述べた。
　安倍晋三首相に近い稲田氏は今回の訪米を前に、米ワシントン・ポスト紙が「時に『日本のサラ・ペイリン』と呼ばれる」と伝えるなど、米大統領選で共和党の副大統領候補になった右派政治家になぞらえられる向きもあった。
　この日の講演では質疑応答で韓国との連携について聞かれ、「歴史認識問題で私もいろいろと発言してきたこともある。ただ、それは客観的な事実を忌憚（きたん）なく話し合うべきだという趣旨で言ってきた」と説明。そのうえで、「共通の価値観を共有する大切な隣人でもあるので、前向きに協力していけると考えている」と強調した。（ワシントン＝相原亮）
稲田防衛相、米軍機Ｆ３５を見学　操縦席で説明受ける
朝日新聞デジタルワシントン＝相原亮2016年9月16日20時12分

Ｆ３５の操縦席で説明を受ける稲田朋美防衛相＝１５日、米メリーランド州のパタクセントリバー海軍航空基地




　米ワシントンを訪問中の稲田朋美防衛相は１５日、パタクセントリバー海軍航空基地を視察し、航空自衛隊が次期主力戦闘機として導入する米軍機Ｆ３５を見学した。
　Ｆ３５はステルス性能や高度の電子戦能力を備えた第５世代の最新鋭戦闘機。空軍仕様のＦ３５Ａが来年度以降、航空自衛隊三沢基地（青森県）に配備される。
　稲田氏はこの日、ワシントン郊外から米海兵隊の輸送機ＭＶ２２オスプレイに乗ってパタクセントリバーに到着。実際にＦ３５の操縦席に座るなどして、性能などの説明を受けた。（ワシントン＝相原亮）
日英、三沢で共同訓練へ　空自・空軍 法的根拠あいまい

東京新聞2016年9月17日 朝刊

 　防衛省は十六日、航空自衛隊と英空軍の戦闘機による初の共同訓練を十月中旬から十一月上旬にかけて、青森県の空自三沢基地や周辺空域で実施すると発表した。日英両政府は一月の外務・防衛閣僚協議（２プラス２）で英戦闘機の日本派遣に合意しているが、日本政府はこれまで「（日米以外の）第三国の人の訓練をわが国において行うことは許されない」（一九七一年、福田赳夫外相の国会答弁）との姿勢を示しており、過去の政府答弁との整合性が問われることになる。

　空自はこれまで米軍以外と国内で共同訓練を行ったことがない。英国軍が国内で訓練を行う場合、法的根拠が問題となるが、その一つとして想定されるのが、朝鮮戦争休戦協定が発効した後の五四年、日本が国連軍と締結した国連軍地位協定だ。休戦中も国連軍が日本に滞在する権利・義務を規定したもので、日本を含む十二カ国が締約している。協定五条は「国連軍は合同会議を通じ、日本政府の同意を得て、（日本国内の）米軍施設を使用できる」と定める。

　この枠内であれば、英国軍が在日米軍基地・施設を使うのは可能となる。ただ使用できる基地・施設はキャンプ座間や横須賀海軍基地、横田飛行場など七カ所に指定されており、今回使用される三沢基地は含まれない。

　昨年一月、沖縄県名護市のキャンプ・シュワブなどで米英海兵隊の合同訓練が行われ、英海兵隊員二人が参加していたことが判明しているが、キャンプ・シュワブも指定七カ所の施設には該当していなかった。英軍兵士が日本国内で訓練する法的な根拠は、今回の共同訓練でもあいまいなままで、政府には説明責任が求められる。

　共同訓練は、北朝鮮の核実験などで緊張が高まる朝鮮半島など、北東アジア情勢をにらんで行う。日英関係筋によると、英空軍は主力戦闘機のユーロファイター「タイフーン」を日本に派遣。三沢基地をベースとして、沖合などの空域で空中戦、補給支援、指揮統制などを共同で訓練する。英空軍からはユーロファイター四機、輸送機三機、給油機二機などで編成する部隊に、要員百五十～二百人が参加する。

　英国からは、訓練に合わせてファロン国防相らが十月末ごろ来日。日本側と、北東アジア情勢やテロ対策などを巡って意見交換する予定。英空軍の部隊は、日本での共同演習の後、韓国に移動して韓国軍との共同訓練に臨む予定。

復興相が東電株、防衛省の夫が防衛関連株所有　資産公開
朝日新聞デジタル2016年9月17日05時00分
　１６日の第３次安倍再改造内閣の閣僚資産公開で、今村雅弘復興相が、東京電力ホールディングス（旧東京電力）の株式を８千株所有していることを明らかにした。また、稲田朋美防衛相が、夫が複数の防衛関連企業株を所有していることを報告した。
　過去の資産報告書によると、今村氏は２００９年８月時点で４千株の東京電力株を所有。今村氏の事務所によると、１１年１月までにさらに４千株を買い増したが、同年３月の東日本大震災以降は売買をしていないという。
　復興相は、東京電力福島第一原発事故からの復興を進める責任者。今村氏は１６日の閣議後会見で、「金利が下がってきたので、資産株として買い増しをした」と説明。「今後は売買するつもりはない」とした。
　稲田氏は、夫が複数の防衛関連企業の株式を所有。行政改革相を退任した１４年９月以降の約２年間で、新たに取得した９銘柄のうち５銘柄が、防衛省との契約金額上位２０社（１５年度）に含まれていた。
　新たに取得していた５銘柄は、川崎重工６千株、三菱重工３千株、ＩＨＩ８千株、三菱電機２千株、日立製作所３千株。稲田氏の事務所は「日米防衛相会談で本人が訪米中のため、コメントできない」としている。
　政治資金に詳しい岩井奉信・日本大教授は「現時点での所有はやむを得ないが、今後は閣僚やその家族として、怪しまれるような取引をしないことが求められる」としている。
「平和の鐘」響く＝停戦願い国連式典
　【ニューヨーク時事】紛争停止と非暴力を呼び掛ける「国際平和デー」を来週に控えた１６日、国連本部の日本庭園で式典が開かれ、潘基文事務総長と、今週開会した第７１回国連総会のトムソン議長によって「平和の鐘」が打ち鳴らされた。
　潘事務総長は声明で「私自身、戦争の中で育った。紛争は私たちが思っている以上に近くにある」と警鐘を鳴らした上で、「世界中のすべての戦闘員に武器を置くよう求める」と訴えた。
　式典には日本の別所浩郎国連大使夫妻のほか、国連平和大使の米俳優レオナルド・ディカプリオさんらが出席した。国連は毎年９月２１日を国際平和デーと定め、例年この時期に鐘打式が行われる。　
　平和の鐘は、第２次大戦で出征し九死に一生を得て、後に愛媛県宇和島市長を務めた故中川千代治さんが各国の硬貨を溶かして鋳造し、１９５４年に国連へ寄贈した。（時事通信2016/09/17-00:12）
国連に響く「平和の鐘」　日本が寄贈、潘氏参加

共同通信2016/9/16 23:13

[image: image12.jpg]


平和の鐘を突く国連の潘基文事務総長＝16日、ニューヨークの国連本部（共同）　【ニューヨーク共同】21日の国際平和デーを前に、国連本部で16日、日本から贈られた「平和の鐘」を鳴らし、世界各地の紛争の平和的解決を訴える行事があり、潘基文事務総長やトムソン国連総会議長、別所浩郎国連大使らが参加した。

　平和の鐘は、愛媛県宇和島市長を務めた故中川千代治さんが、日本が国連に加盟する2年前の1954年に、日本国連協会を通じて国連本部に贈った。世界60カ国以上のコインやローマ法王から贈られた金貨などを溶かして造られている。

　19日午後には国連本部の書店で、中川さんが平和の鐘に込めた思いが描かれた絵本「コインでつなぐ平和の鐘」の出版記念会も開かれる。

歴代米大統領が原爆投下支持　ブッシュ氏「困難な決断」

共同通信2016/9/16 21:19

　【ニューヨーク共同】米国のブッシュ前大統領と父親のブッシュ元大統領、カーター元大 
　フェイスブック（ＦＢ）は、ノルウェーの作家がＦＢに投稿した１枚の戦争写真を巡り、児童ポルノにあたるとして削除した措置を撤回した。同国首相らによる批判を受けて写真の復旧とシェアを認めた。
　写真は１９７２年、ＡＰ通信のカメラマン、ニック・ウト氏が、米軍によるナパーム弾の攻撃から裸でベトナムの国道を走って逃げる様子を写した１枚。「ナパーム弾の少女」などとして知られ、７３年には世界報道写真賞やピュリツァー賞を受賞した。
　ノルウェーの作家、トム・エーゲラン氏は８月、戦争写真について投稿したが、写真の少女が全裸で写っていることを理由にＦＢは写真を削除。ＡＦＰ通信などによると、抗議したエーゲラン氏のアカウントも一時停止され、この措置を批判した人たちによる同じ写真の投稿も全て削除された。その後、同国の日刊紙「アフテンポステン」が１面でＦＢのマーク・ザッカーバーグＣＥＯ宛ての公開書簡を掲載し、戦争写真と児童ポルノを区別しないＦＢのあり方を批判。同国のエルナ・ソルベルグ首相も、ＦＢに写真を投稿し、ＦＢが「共有された歴史の編集」を行っていると指摘した。
　首相の投稿からも写真は削除されたが、ＦＢは「この写真の歴史や国際的な重要性は認識している。シェアを可能とすることの方が重要と考えた」と説明し、写真を復旧させた。（鬼室黎）
米が核実験自制決議案…ＣＴＢＴ早期批准求める

読売新聞2016年09月16日 10時32分

　【ニューヨーク＝水野哲也】米国が、核実験の自制を各国に求める国連安全保障理事会決議案を安保理各国に正式に配布したことが１４日、分かった。

　読売新聞が入手した決議案によると、核実験全面禁止条約（ＣＴＢＴ）を批准していない国々に早期批准を求めているのが柱。「核なき世界」を掲げるオバマ米大統領は、国連総会で各国首脳が集まる２１日頃に採択したい考えだ。

　ＣＴＢＴは国連総会での採択から２０年となるが、米国や中国など８か国が批准していないため発効していない。決議案は「ＣＴＢＴ発効は核兵器のない世界の達成に向けた効果的な手段となる」とし、未批准の８か国に「遅滞なく（批准や署名を）行う」よう促している。「全ての国に爆発を伴う核実験を自制するよう呼び掛ける」とも明記した。【続きあり】
国連安保理 　米が核実験自粛決議案…来週にも採択へ
毎日新聞2016年9月16日　12時34分（最終更新　9月16日　13時31分）
　【ニューヨーク國枝すみれ】米オバマ政権が国連安全保障理事会で採択を目指す、全ての国に核実験の自粛を求める決議案の全容が１５日、安保理筋への取材で分かった。決議案は、国連加盟国全てに核実験全面禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期署名、批准を求めるほか、核実験の休止状態（モラトリアム）の継続も要求。米英仏中露の常任理事国は既に同意しており、来週中の採択を目指している。 
　決議案は「核兵器のない世界を作り出すための環境整備が大切だ」と指摘した上で、１９９６年９月に国連総会で採択され、署名が始まったＣＴＢＴを「核軍縮と核不拡散のための重要な措置」と位置づけた。 
　そして、ＣＴＢＴを早期に発効させるため、すべての国に署名、批准を促すほか、条約発効には核活動を大規模に実施している４４カ国の批准が必要であることを念頭に、これらの国すべてに早期批准を訴えている。 
　また、すべての国に核実験の自粛を求めている。今月５度目の核実験を強行した北朝鮮以外は、９８年５月のインド、パキスタンの核実験を最後に核実験のモラトリアムを続けており、この状態の継続を求めている。 
　決議案はさらに、核実験を探知するための観測施設を各国に整備するよう要請し、取り組み状況をウィーンに本部を置く核実験全面禁止条約機関（ＣＴＢＴＯ）に、定期的に報告するよう求めている。 
　ＣＴＢＴＯは地震計などの探知機器を約８０カ国、約３００カ所に既に設置。こうした観測施設の整備を進めることで、秘密核実験の防止を目指す。 
　ＣＴＢＴは今月で採択２０年となる。オバマ政権はＣＴＢＴの批准を目指しているが、共和党が多数派を占める議会の反対で実現していない。また、常任理事国で核保有国の中国や、核実験を実施したインド、パキスタン、北朝鮮なども批准しておらず、ＣＴＢＴは発効できないままだ。 
　「核なき世界の実現」を訴えるオバマ大統領は、自身最後の国連総会の機会を利用し、批准の機運を高めることを目指している。 
「『核なき世界』は今よりも平和なのか」石破元防衛相
朝日新聞デジタル2016年9月16日19時49分
■石破茂・元防衛相
　「核なき世界」にはみんな賛成だ。ただ、「核なき世界」は今よりも平和な世の中か。通常兵器がバンバン使われて、核抑止力がまったく効かないという世界は、どういう世界なのか。「核なき世界」というのは私はまったく否定しない。だけども、その世界は一体どんな世界なんだろうね、ということをきちんと考えておかないと、スローガンだけが独り歩きすることになりかねない。（ＢＳ番組の収録で）
共産との共闘に前向き＝野田民進幹事長
　民進党の野田佳彦幹事長は１６日、次期衆院選に向けた共産党などとの共闘に関し「強い自民党、公明党連合軍にしっかり挑んで戦うには、野党間の連携は不可欠だ。国会対策、選挙の在り方について、対話の中でどういう解があるか見いだしていきたい」と述べ、前向きに取り組む考えを示した。党本部で記者団の質問に答えた。
　共産党の小池晃書記局長は、党本部で記者団に「安倍政権の暴走を止めて立憲主義を取り戻すために（野田氏と）力を合わせたい」と表明。次期衆院選をにらみ「共通政策をさらに豊かにしていくことも必要だ。前向きな合意をつくっていきたい」とも語った。　（時事通信2016/09/16-20:23）
産経新聞2016.9.17 10:41更新 
蓮舫民進党代表「公党間の基本的枠組みの約束は重い」　『民共』共闘路線継続へ

蓮舫代表（撮影・春名中） 
　民進党の蓮舫代表は１７日午前の読売テレビ番組で、次期衆院選での共産党との選挙協力について「公党間の基本的枠組みの約束は重い。維持していく」と述べ、岡田克也前代表が進めてきた野党共闘路線を継続する考えを示した。
　蓮舫氏は「『与党』対『野党』というシンプルな構図が一番、有権者には選んでいただきやすい」とも語り、共産党や社民党などと一体的に選挙戦に臨む意向も強調した。
　一方で、「総選挙は政権選択の選挙だ。綱領の違うところと連立（政権）を目指すことはない」と指摘。共産党との連立政権の枠組みだけを否定することで、「民共」共闘に反対する党内の声に配慮する姿勢も示した
産経新聞2016.9.16 19:19更新 
共産・小池晃書記局長「私は色んな人と仲良く話ができるので心配していない」　民進・野田佳彦幹事長起用で
　共産党の小池晃書記局長は１６日、民進党の新幹事長に野田佳彦元首相が起用されたことについて「安倍晋三政権の暴走を止めて立憲主義を取り戻すために力を合わせたい」と述べた。党本部で記者団に語った。
　野田氏はかつて集団的自衛権の行使容認を主張しており、今後の野党共闘への影響を問われた小池氏は「私は色んな人と仲良く話ができるので心配していない」と強調した。野党４党の選挙や国会対策での協力をさらに進めるため「建設的な話し合いをしていきたい」とも語った。
しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

野党共闘へ真摯で前向きな話し合いを　小池書記局長、民進幹事長で表明

　日本共産党の小池晃書記局長は１６日、民進党の幹事長に野田佳彦元首相の就任が同日決まったことをうけ、今後の野党共闘について記者団の質問に党本部で答え、「野党共闘は市民が強く求め、党首間でも書記局長・幹事長の間でも国政選挙で協力していくと何度も確認してきた。どなたが幹事長になっても、真摯（しんし）に話し合い、安倍政権の暴走を止め、立憲主義を取り戻すために力をあわせたい」と表明しました。
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（写真）記者の質問に答える小池晃書記局長＝16日、党本部


　小池氏は、野党共闘や集団的自衛権をめぐるこれまでの野田氏の発言について問われ、「過去はどうあれ、前に向かって進む議論を民進党の皆さんとしていきたい」と強調しました。

　次期衆院選での野党の選挙協力に関しては、「共通政策をさらに豊かなものにしていくことも必要です。政権の問題は前向きの合意をつくっていきたい」と述べました。

　小池氏は、２６日に始まる臨時国会での野党共闘について「一刻も早く（協力の）協議を始めたい。参院では野党統一候補として勝利した１１人の議員もおり、今までよりもさらに質的にも発展した共闘関係をつくっていく」と表明。補正予算の審議に加え、「ＴＰＰ(環太平洋連携協定)の問題が対決点としては大きい。この点で、民進党としてはＴＰＰ法案について正面から反対するとしている。労働法制、残業代ゼロ法案なども含めて、国会での協力はさまざまな分野で広げていきたい」と語りました。

民進幹事長に野田前首相　蓮舫代表、異例の起用

共同通信2016/9/17 01:01

　民進党の蓮舫代表は16日、党本部で開いた両院議員総会で、幹事長に野田佳彦前首相を起用する人事を提案、承認された。首相経験者を党の実務を取り仕切る幹事長に充てるのは異例だ。野田氏はあいさつで党勢回復への決意を表明。「政権から転落したとき私が首相で代表だった。落選して（国会に）戻れない多くの人たちのためにも、自分の政治人生に落としまえをつけるつもりで、火中の栗を拾う決断をした」と強調した。代表代行には細野豪志元環境相が内定した。

　政権担当時、消費税増税を柱とした社会保障と税の一体改革を推進。

民進党幹事長に野田前首相　「火中の栗拾う決断した」
朝日新聞デジタル2016年9月16日19時52分
　民進党の蓮舫新代表は１６日の両院議員総会で、野田佳彦前首相を幹事長に起用する人事を示し、了承された。野田氏は民主党政権３代目の首相だったが、消費増税をめぐり党が分裂。衆院を解散して総選挙で惨敗し、下野した責任者。党内からは厳しい見方があり、野田氏自身も当初は就任を固辞していたが、最終的に受け入れた。
　首相経験者が野党の幹事長を務めるのは極めて異例。蓮舫代表は議員総会で、幹事長起用の理由について「安倍（晋三）首相と対峙（たいじ）する、衆院でしっかりして頂ける経験を持っている」と説明した。
　野田氏は蓮舫氏が所属する議員グループを率い、蓮舫氏が最も信頼を寄せる人物。首相時代は安倍氏と党首討論で渡り合い、最近も野田政権が決めた１０％への消費増税を安倍氏が２度にわたり延期したことや「アベノミクス」への批判を強めていた。蓮舫氏としては、安倍政権と対決する象徴と位置づけたい考えだ。
　だが、野田氏の首相時代の政権運営に対する不満や不信はぬぐえていない。総会では逢坂誠二衆院議員が「様々なことに対する考え、思いを皆に伝えなければ、蓮舫代表の船出に傷が付く」と指摘した。野田氏は直後にあいさつし、「多くの落選して戻れない人たちのためにも、自分の政治人生の落とし前を付けるつもりで、火中の栗を拾う決断をした」と述べた。
　野田氏は当初、共産党との共闘にも慎重で、首相時代に対立した小沢一郎氏らとの連携には極めて否定的だった。幹事長就任後、野党共闘について記者団に問われると、「強い自民党・公明党連合軍に挑んで戦っていくには野党間の連携も不可欠だ」と語った。蓮舫氏も１６日、朝日新聞のインタビューで、「代表の判断次第」と述べ共闘路線を踏襲する意向を示した。
　他の党人事は週明けに正式決定することになり、細野豪志元環境相の代表代行就任が内定した。
野田氏起用、もろ刃の剣＝挙党態勢に不安も－民進


民進党の両院議員総会で了承され、新幹事長としてあいさつする野田佳彦前首相＝１６日午後、東京・永田町の同党本部
　民進党の蓮舫代表が、新執行部人事で焦点だった幹事長に野田佳彦前首相を起用した。参院議員の党代表として、衆院の論戦や解散・総選挙への備えを重視、「最も信頼できる」（周辺）重鎮に党運営の実務を委ねた。だが、旧民主党下野の「戦犯」とされる野田氏の表舞台復帰に、党内の反応は複雑だ。挙党態勢構築に不安材料となりかねず、蓮舫氏には「もろ刃の剣」の決断となった。
　「ハス（蓮）の花を下で支えるレンコン（蓮根）になった気持ちで、徹底して下支えをする決意だ」。野田氏は幹事長就任が決まった両院議員総会で、蓮舫氏の名前にちなみ、党勢回復に向けた意気込みを語った。人事の打診に当初は難色を示したが、最終的には受諾。「逃げて見捨てることはできないと思った。一蓮托生（いちれんたくしょう）の覚悟を持った」と記者団に語った。
　野田氏は２６日召集の臨時国会で早速、代表質問に立ち、安倍晋三首相に論戦を挑む考え。最近のブログでは、野田政権で成立させた消費税増税法に関し、安倍政権が引き上げを二度延期したことを批判。「三たび延期もあり得る。緩みきった財政規律を立て直していきたい」と書き込んだ。「対安倍政権で考えたら最強の幹事長だ」。野田グループ中堅議員は大きな期待を寄せる。
　ただ、両院総会では、人事案に明確な反対意見こそ出なかったものの、了承のための拍手はまばら。進行役の赤松広隆前衆院副議長は「若干（拍手の）数が少ない気もする」と漏らした。
　代表選で敗れた前原誠司元外相を推した中堅議員は、「本当なら前原氏を幹事長にすれば挙党態勢でうまくいく」と不満を示した。野田グループが党代表と幹事長を独占することには、グループ内からも「ハレーションが大きすぎる」（若手）と戸惑う声が漏れる。
　蓮舫氏の「二重国籍」問題を理由に代表選延期を要求した篠原孝衆院議員は記者団に「蓮舫さんは清新さを訴え、民進党を変えると言ってきたが、最も変わらない雰囲気になった。融和という考えが、あの人たちの中にはないのではないか」と失望感をあらわにした。（時事通信2016/09/16-18:45）
政府・与党が路線転換期待…民進幹事長に野田氏

読売新聞2016年09月17日 06時05分

　政府・与党は、民進党幹事長に野田佳彦・前首相が就く人事を受け、対決姿勢が目立つ民進党の路線転換への期待を示した。

　自民党の茂木政調会長は１６日、報道各社のインタビューで、野田氏について「外交・安全保障、経済、社会保障、憲法など幅広い分野で、単に反対勢力ではなく、前向きな政策論議を期待したい」と述べ、建設的な与野党関係を築く役割への期待感を強調した。

　首相時代の野田氏は集団的自衛権の行使容認や消費増税に前向きな立場を取り、自民党に歩み寄った。菅官房長官は記者会見で「建設的な政策論争を行うことができればいい」と語った。

　野田氏がテレビ番組などの討論を得意としていることから、警戒する声もある。二階幹事長の周辺は「言葉巧みな野田氏に乗せられ、世論形成の主導権を奪われないようにしないといけない」と指摘した。

民進幹事長に野田氏…国対委員長は山井氏で調整

読売新聞2016年09月17日 06時00分

　民進党の蓮舫代表は１６日、新執行部人事を巡り、幹事長に前首相の野田佳彦氏（５９）を起用する人事案を党両院議員総会に提案し、了承された。

　蓮舫氏はまた、党代表選で自身を支持した細野豪志・元環境相（４５）に代表代行を打診したほか、国会対策委員長に山井和則・元民主党国対委員長（５４）を起用する方向で調整に入った。山井氏は、代表選で蓮舫氏と戦った前原誠司・元外相のグループの所属で、党内融和を図るのが狙いとみられる。政調会長などその他のポストについても調整を続けており、旧維新の党グループを率いる江田憲司衆院議員（６０）の要職起用も取り沙汰されている。蓮舫氏は週明けまでに新体制を固め、党内に諮りたい考えだ。

　蓮舫氏は１６日の議員総会で、野田氏起用の理由を「安倍首相とEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(たいじ),対峙)していける経験をお持ちの方だ」と説明した。首相経験者の幹事長起用は異例だ。

民進党 　幹事長に野田前首相…代表代行は細野氏
毎日新聞2016年9月16日　11時28分（最終更新　9月16日　13時44分）
　民進党の蓮舫代表は、新幹事長に野田佳彦前首相（５９）を起用する意向を固めた。首相経験者が幹事長に就任する異例の人事になる。蓮舫氏が所属する野田グループを率い、岡田克也前代表とも近い野田氏を充てることで、党運営を安定させたい考えだ。代表選で蓮舫氏を支持した細野豪志元環境相（４５）は代表代行で処遇する。蓮舫氏は１６日午後の党両院議員総会で執行部人事を提案する。 
　蓮舫氏自身は党の役職経験が少なく、幹事長人事が焦点だった。蓮舫氏は１５日、テレビ朝日の番組で、２６日召集の臨時国会への対応を重視し「論戦力を持った人、重い人」を起用する考えを表明。野田氏は１５日、自身のブログに「当面は（蓮舫氏の）足らざるところは皆で補っていかなければならない。私も、縁の下からしっかりと下支えする」と書き込んだ。 
　蓮舫氏は１６日、細野氏と党本部で会談し、執行部人事について意見交換した。 
　野田氏は衆院千葉４区選出で当選７回。旧民主党政権で財務相、首相を務めた。消費税率を２段階で１０％に引き上げる民主、自民、公明３党合意を実現したが、２０１２年１２月衆院選で民主党が大敗し、退陣した。【松本晃】 
民進、野田幹事長「政治人生の落とし前つける」 
日経新聞2016/9/16 15:40
　民進党の新幹事長に就いた野田佳彦前首相は16日の両院議員総会で「政治人生の落とし前をつけるつもりで火中の栗を拾う決断をした。蓮（はす）の花を支えるレンコンになった気持ちで徹底的に代表を下支えする」と述べた。
産経新聞2016.9.16 15:36更新 
民進党両院議員総会、野田佳彦幹事長の起用案を了承　野田氏「政治人生の落とし前をつける」
　民進党の蓮舫代表は１６日、党本部で開いた両院議員総会で新幹事長に野田佳彦前首相を起用する人事案を提案し、了承された。
　野田氏はあいさつで、蓮舫氏からあった幹事長就任の打診について「青天の霹靂だった。固くお断りした。首相経験者が幹事長を務める前例はない。イメージできなかったことが最大の理由だ」と説明した。
　その上で「しかし強く要請を受けた。幹事長人事が進まないと、他の人事が先にいけないという話もあった。多くの落選して戻れない人たちのためにも、自分の政治人生の落とし前をつけるつもりで、火中のクリを拾う決断をさせていただいた。党回復に全力を尽くしていきたい」と述べた。
産経新聞2016.9.16 23:48更新 
【民進党人事】野田佳彦前首相の幹事長起用　蓮舫代表にとって起死回生策も劇薬、党内は反発としらけムード
　民進党の蓮舫代表は自身の片腕となる党幹事長に野田佳彦前首相を起用した。首相経験者を幹事長に据えるという起死回生のサプライズ人事だが、党内にはしらけムードと不満が広がっている。首相として平成２４年１１月に衆院解散に踏み切って、旧民主党政権を下野に導いた野田氏の幹事長就任はいわば“劇薬”で、波乱の要素を抱えた船出になりそうだ。
　「若干（拍手の）数が少ないような気がしますが…」
　党本部で１６日に開かれた両院議員総会。議事進行役の赤松広隆前衆院副議長は野田氏の幹事長就任への了承を求めたが、拍手はまばら。赤松氏は困惑しながら賛成多数による決定を宣言した。会場も空席が目立ち、参加した国会議員は全体の半数にも満たない６０人。新体制発足で盛り上がるはずの総会はしらけムードに包まれた。
　総会で野田氏は、幹事長の打診を「青天の霹靂。固くお断りした」などと語り、自ら望んだものではないことを強調した。
　しかし、２４年に党内の強い反対を押し切って自民、公明両党と消費増税をめぐる「３党合意」を実現し、衆院解散で大敗した野田氏への嫌悪感は根強い。
　篠原孝元農林水産副大臣は総会後、記者団に「挙党一致は難しい」と反発。代表選で蓮舫氏を応援していた党幹部は「あんな大戦犯を…。センスがない」と切り捨てた。他の幹部は「野田氏が幹事長になったら党運営が回らなくなる」と蓮舫執行部の迷走を危惧する。
　自民党の茂木敏充政調会長は１６日、野田氏を「非常に経験豊かな方だ」と持ち上げた。ただ、与党内には蓮舫氏の日本国籍と台湾籍とのいわゆる「二重国籍」問題で、野田氏が自身の内閣で蓮舫氏を閣僚に任命した責任を問う声も出始めている。
民進幹事長に野田氏　異例の起用「火中の栗拾う決断」

東京新聞2016年9月17日 朝刊

　民進党の蓮舫代表は十六日、幹事長に党最高顧問の野田佳彦前首相を充てる人事を両院議員総会に提示し、承認された。重鎮の起用で「安倍一強」体制に対抗する狙いがある。首相経験者が党幹事長に就くのは異例。野田氏は総会で「政治人生の落とし前をつけるつもりで火中の栗を拾う決断をした」と述べた。

　蓮舫氏は野田氏について「安倍政権としっかり対峙（たいじ）できる経験を持っている」と起用の理由を説明。野田氏は「『蓮』の花を下で支えるレンコンになった気持ちで、徹底して下支えをする」と強調した。総会後、国会対応や十月の衆院東京１０区、福岡６区補選での他の野党との連携に向け協議を急ぐ考えを記者団に示した。

　党内には、民主党が二〇一二年の衆院選に大敗し、政権から転落した当時の首相が幹事長に就くことに批判がある。総会では逢坂誠二元総務政務官が「議席を失った人たちの思い、国会に帰って来られなかった人たちもいる。政権の最後を担われたときに、どういう思いでさまざまな判断をしたのか。説明が必要だ」と苦言を呈した。

　蓮舫氏は野田氏と協議し、国対委員長や政調会長などの役員人事を週明けにも固める方針だ。　（我那覇圭）

民進党総会発言要旨
　１６日の民進党両院議員総会での蓮舫代表と野田佳彦幹事長の発言要旨は次の通り。
　【蓮舫代表】
　私は参院議員だ。国会論戦は衆院から始まり、その重さも承知している。幹事長に野田氏を提案したい。首相経験者が幹事長を務める人事は過去、与野党の中でなかった。安倍晋三首相と衆院でしっかり対峙（たいじ）してくれる。その経験をお持ちの方だ。
　【野田幹事長】
　青天のへきれきだった。（当初は）固くお断りした。首相経験者が幹事長を務めるという前例はない。政権転落時の首相で民主党代表だった。私が前面に出ることが本当にいいのかどうかを考えた時、ちゅうちょせざるを得ないというのが率直な気持ちだった。
　しかし、多くの落選して戻れない人たちのためにも、自分の政治人生の落とし前をつけるつもりで、火中の栗を拾う決断をした。党勢回復に全力を尽くしたい。ハス（蓮）の花を下で支えるレンコン（蓮根）になった気持ちで、徹底して下支えをする決意だ。（時事通信2016/09/16-18:40）
民進幹事長に野田前首相＝細野氏に代表代行打診－蓮舫氏
　民進党の蓮舫代表は１６日、党本部で開いた両院議員総会で、幹事長に野田佳彦前首相（５９）を起用する人事案を提示し、了承された。重鎮で論客の野田氏を党運営の要に据えることで、「安倍１強」体制に対抗する狙いだ。また、代表選で支援を受けた保守派の細野豪志元環境相（４５）には代表代行ポストを打診した。細野氏は回答を留保している。
　野田氏に対しては、旧民主党が野党に転落するきっかけをつくったとして根強い反発もある。党内をまとめ上げて再び政権を狙える態勢をどう整えるのか、新執行部は手腕を問われる。
　蓮舫氏は両院総会で「首相経験者が幹事長を務める人事は過去、与野党の中でなかった」と異例の判断であることを強調。「安倍晋三首相と衆院でしっかり対峙（たいじ）してくれる。その経験をお持ちの方だ」と理解を求めた。　
　野田氏は就任あいさつで、幹事長ポストの打診を当初は固辞したと説明。その上で「多くの落選して戻れない人たちのためにも、自分の政治人生の落とし前をつけるつもりで、火中の栗を拾う決断をした」と党再建に決意を示した。
　だが、出席者からは、野田氏が決断して旧民主党の下野につながった２０１２年の衆院解散について、「どういう思いでさまざまな判断をされたのか、本人の口でしっかり説明する必要がある」と反発の声が上がった。
　蓮舫氏は、残る政調会長や国対委員長などの人選を急ぎ、２６日召集の臨時国会や１０月の衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙に臨む態勢を早急に整えたい考えだ。
　◇野田佳彦氏略歴
　野田　佳彦氏（のだ・よしひこ）早大政経卒。民主党国対委員長、財務相、首相。衆院千葉４区、当選７回。５９歳。（時事通信2016/09/16-17:58）
民進党新役員・横顔
　◇消費増税に政治生命＝幹事長・野田佳彦氏
　旧民主党政権最後の首相。消費税増税法に「政治生命を懸ける」と繰り返し宣言。成立はさせたものの党分裂を招き、２０１２年衆院選で惨敗して退陣、野党転落の「戦犯」とされた。温厚ながら舌鋒（ぜっぽう）鋭い論客として定評がある。今年２月、衆院予算委員会で安倍晋三首相に論戦を挑み、衆院解散と引き換えに約束した議員定数削減が実現していないとして「満身の怒りを込めて抗議したい」と責め立てた。酒豪、格闘技ファンで知られる。父は自衛官で、保守政治家を自認。（時事通信2016/09/16-15:58）
「二重国籍、他にも」＝神津連合会長
　連合の神津里季生会長は１６日の記者会見で、民進党の蓮舫代表の「二重国籍」問題に絡み、「実は二重国籍だという議員が（他にも）結構いると聞く」と述べ、蓮舫氏以外にも存在する可能性を指摘した。ただ、「あまり目くじらを立ててどうこうということではない」とも語り、問題視しない考えを示した。　
　神津会長は、同党の新体制について「新しいモードで発信力、明快さを持ち合わせている蓮舫氏のかじ取りに期待したい」と語った。（時事通信2016/09/16-20:20）
総裁任期、２０日から議論＝茂木政調会長「来年に党則改正」－自民
　自民党は２０日に党・政治制度改革実行本部（本部長・高村正彦副総裁）の役員会を開き、党総裁任期延長の論議を開始する。茂木敏充政調会長が１６日、報道各社のインタビューで明らかにした。茂木氏は、年内に結論が得られれば、来年の党大会で党則を改正するとの見通しも示した。
　茂木氏は「年内に実行本部で一定の結論に達し、党内手続きが進めば、来年の党大会での党則改正になるのではないか」と指摘。この時期に議論に着手する理由については「任期が十分残っている平時こそ、冷静な議論が進められる」と説明した。　
　同本部の役員は、党内全８派閥と無派閥から選ばれ、本部長代理に茂木氏、顧問に野田毅元自治相が内定。同本部の役員は次の通り。（敬称略）
　本部長　高村正彦▽本部長代理　茂木敏充▽顧問　野田毅▽幹事（衆院）林幹雄　鴨下一郎　塩谷立　今津寛　梶山弘志　上川陽子　鈴木馨祐　高橋比奈子　（参院）山谷えり子　石井準一　高階恵美子　森屋宏　舞立昇治（時事通信2016/09/16-19:25）
自民 　全派閥で総裁任期議論　「３期９年」案軸に
毎日新聞2016年9月17日　00時41分（最終更新　9月17日　00時41分）
　自民党は１６日、党則で連続２期６年までの総裁任期の延長を議論する「党・政治制度改革実行本部」役員を発表した。本部長の高村正彦副総裁を含め１６人。全８派閥から１人以上が入り、バランスに配慮した。初会合は２０日で、「３期９年」などの案を軸に検討を進める。来年の党大会での党則改正を目指す。 
　党内では、「ポスト安倍」と目される石破茂前地方創生担当相や岸田文雄外相が懐疑的な姿勢を崩していない。両派を取り込むことで、「恣意（しい）的な決め方だ」などとの批判を避ける狙いだ。 
　本部長代理の茂木敏充政調会長は毎日新聞などのインタビューに「安倍晋三首相に限らず一般論として扱う。政権維持を保証するものではない」とも強調し、安倍首相に限った特例ではなく恒久制度を目指すことで慎重派の理解を得る考えだ。安倍首相の総裁任期は２０１８年９月まで。【加藤明子】 
　役員は次の通り。（敬称略） 
　高村正彦（無派閥）、茂木敏充（額賀派）、野田毅（石原派）、林幹雄（二階派）、鴨下一郎（石破派）、塩谷立（細田派）、今津寛（額賀派）、梶山弘志（無派閥）、上川陽子（岸田派）、鈴木馨祐（麻生派）、高橋比奈子（山東派）＝以上衆院、山谷えり子（細田派）、石井準一（額賀派）、高階恵美子（細田派）、森屋宏（岸田派）、舞立昇治（石破派）＝以上参院 
自民、元民主２人と統一会派　入党視野、不満の声も
朝日新聞デジタル2016年9月16日17時40分
　自民党は１６日、かつて民主党に所属していた無所属の松本剛明（兵庫１１区）、鈴木貴子（比例北海道ブロック）の両衆院議員と、２６日召集の臨時国会から衆院で統一会派を組むことを決めた。自民党は両氏の入党を視野に入れている。
　松本氏は安全保障関連法に対案を出さない執行部の対応を批判し、昨年１１月に民主党を離党。鈴木氏は、父の宗男氏が率いる地域政党「新党大地」が自民党と連携を深める中、衆院北海道５区補選での共産党の選挙協力に反対し、民主党から３月に除籍された。
　両氏は２０１４年の衆院選で自民候補と戦ったため、自民党内には統一会派に不満の声も残っている。
辺野古移設、国勝訴＝知事の承認取り消し違法－「埋め立てしかない」・高裁那覇支部


　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事が是正指示に従わないとして、国が起こした違法確認訴訟の判決が１６日、福岡高裁那覇支部であった。多見谷寿郎裁判長は、国の訴えを認め、翁長知事の承認取り消し処分は違法とした。
　判決で、多見谷裁判長は「普天間飛行場の被害を除去するには埋め立てを行うしかなく、県全体としては基地負担が軽減される」と指摘。不利益や基地の整理縮小を求める沖縄の民意を考慮したとしても、仲井真弘多前知事の埋め立て承認は違法ではないと結論付けた。
　辺野古移設をめぐる国と県との対立で、司法判断が出るのは初めて。知事側は期限の２３日までに上告する。最高裁判決は早ければ年度内に出る見込み。


　　国は辺野古移設に法的根拠を得た形で、勝訴が確定すれば工事を再開する方針だ。一方、翁長知事は判決について「地方自治制度を軽視し、県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断」と批判。国から出される設計変更申請を認めないなど、知事権限の行使で対抗する考えを示した。
　多見谷裁判長は、国と地方自治体の役割について「国防と外交は国が本来行うべき任務で、国の判断に不合理な点がない限り、尊重されるべきだ」と言及した。
　その上で「沖縄の米軍海兵隊を県外に移転できないという国の判断は、現在の世界情勢から合理性がある。辺野古移設以外になく、埋め立てを行う必要性は極めて高い」と踏み込み、県外移設を訴える翁長知事側の主張を認めなかった。
　翁長知事側は、埋め立て承認は環境面から要件を満たしていないと主張したが、多見谷裁判長は「前知事の判断に不合理な点はない」と退けた。また、国地方係争処理委員会の決定を尊重したため、国の指示に従わないことは違法ではないとする主張についても「係争処理委には、訴訟ではなく協議で解決するよう求める権限はなく、従う義務もない」と判断した。（時事通信2016/09/17-01:19）
辺野古訴訟、国が勝訴　知事の承認取り消し、高裁認めず
朝日新聞デジタル岡田玄、吉田拓史2016年9月17日00時06分

集会で判決について話す竹下勇夫弁護団長（中央）＝１６日午後２時３３分、那覇市、小宮路勝撮影






　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画をめぐり、埋め立ての承認を取り消した沖縄県の翁長（おなが）雄志（たけし）知事を国が訴えた訴訟で、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は１６日、国の主張を認め、翁長知事が承認取り消しの撤回に応じないのは違法だとする判決を言い渡した。「普天間の危険を除去するには埋め立てを行うしかなく、これにより基地負担が軽減される」との判断を示した。
　辺野古をめぐる国と県の一連の争いで、司法判断が示されたのは初めて。翁長知事は最高裁に上告する方針で、埋め立て工事は引き続き再開できない見通し。
　判決は、知事による埋め立て承認の審査権限について、国の計画が不合理でなければ、知事は尊重すべきだとした。
　そのうえで、「海兵隊の航空部隊を地上部隊から切り離して県外に移転することはできない」などとした国の主張をほぼ全面的に採用。「普天間飛行場の被害を除去するには新施設（辺野古の代替施設）を建設する以外にはない」などと指摘し、２０１３年１２月に仲井真弘多（ひろかず）前知事が埋め立てを承認したことは「不合理とは言えない」とした。
　一方、翁長知事が埋め立て承認を取り消したことについては「日米間の信頼関係の破壊」といったデメリットを挙げ、「移転は沖縄県の基地負担軽減に資するもので、民意に反するとは言えない」とし、取り消すことによる利益が不利益を大きく上回っていないなどとして「違法だ」と指摘。翁長知事が国の是正指示に従わない不作為について違法と認定した。
　判決を受け、菅義偉官房長官は１６日午後の会見で「国の主張が認められたことは歓迎したい」と述べた。一方、翁長知事は会見で「地方自治制度を軽視し、沖縄県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断だ。裁判所には法の番人としての役割を期待していたが、政府の追認機関であることが明らかになり、大変失望した」と述べた。（岡田玄、吉田拓史）
　■判決の骨子
　◆普天間飛行場の被害を除去するには（辺野古の）埋め立てを行うしかない。それにより県全体として基地負担が軽減される
　◆埋め立て事業の必要性は極めて高く、それにともなう環境悪化などの不利益を考慮しても、前知事が埋め立てを承認したことは不合理とは言えない
　◆埋め立て承認に裁量権の逸脱・乱用はなく、違法とは言えないので、現知事の取り消し処分は違法だ
　◆知事は、国の是正指示が出て相当期間が経過しているのに従っておらず、これは不作為で違法に当たる
　　　　　◇
　〈辺野古への移設計画をめぐる裁判の経緯〉　前知事による埋め立て承認を翁長知事が昨年１０月に取り消したため、国が昨年１１月、沖縄県を相手取って代執行訴訟を提起。県も提訴したが、今年３月、全ての訴訟を取り下げる和解が成立した。和解に基づき、国は、承認取り消しの撤回を求める是正指示を出したが、翁長知事は応じずに国地方係争処理委員会に審査を申し出た。しかし、係争委は是正指示の適否を判断しなかった。国は７月、翁長知事が国の指示に従わないのは違法だと確認を求める今回の訴訟を起こした。
沖縄知事、完敗判決に「あぜん」　辺野古埋め立てめぐり
朝日新聞デジタル吉田拓史 山下龍一2016年9月17日00時23分

厳しい表情で記者の質問に耳を傾ける翁長雄志沖縄県知事（右から２人目）＝１６日午後５時５９分、那覇市の沖縄県庁、小宮路勝撮影








　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設をめぐる国と沖縄県の対立に、司法が下した初めての判断は、辺野古移設が「唯一の解決策」とする国の姿勢にそっくり重なるものだった。翁長雄志（おながたけし）知事は徹底抗戦の構えを崩す気配はなく、国と沖縄県との深い溝は広がったままだ。
　「これまで地方自治や民主主義を守ろうと話してきたが、三権分立という意味でも大きな禍根を残すのではないか」。福岡高裁那覇支部の判決後に会見した翁長氏は、用意したコメントを読み上げる前に、感情を押し殺すように話した。「あぜん」という言葉を何度も繰り返し、上告期限の２３日までに「上告する」と明言した。
　県庁内でも、敗訴自体への覚悟はあった。埋め立て承認はそもそも県自身が認めたもの。知事が代わったとはいえ、県自らが「あの承認は誤りだった」として取り消すことが認められるには「ハードルは低くない」（県幹部）との受け止めが主流だった。ただ、判決内容は、承認の取り消しの要件といった法律論にとどまると想定していた。
　しかし下された判決は、米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設計画の妥当性にまで踏み込んだ。「（北朝鮮の中距離ミサイル）ノドンの射程外となるのは、我が国では沖縄などごく一部」といった沖縄の「地理的優位性」や、「海兵隊の航空基地を沖縄本島から移設すれば機動力、即応力が失われる」など、国側の主張をほぼそのまま認定。「（辺野古の）埋め立て事業の必要性は極めて高い」と指摘した。
　「辺野古反対は県民の民意」という翁長氏の訴えに対しても「（辺野古に）反対する民意には沿わないにしても、基地負担の軽減を求める民意に反するとは言えない」とした。翁長氏を支える与党県議の一人は「政治家以上に政治家のようなことを言った判決だ」。【続きあり】
辺野古移設、国が勝訴　福岡高裁支部、初判断

共同通信2016/9/16 21:03

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡り、翁長雄志知事が埋め立て承認の取り消し撤回に応じないのは違法だと国が訴えた訴訟で、福岡高裁那覇支部は16日、知事の対応を「違法」と判断し、国側全面勝訴の判決を言い渡した。多見谷寿郎裁判長は「普天間の危険を除去するには辺野古以外ない」と指摘。判決後、知事は上告する方針を表明した。

　国と県が対立した普天間問題で初の司法判断となり、今後の議論に影響するのは必至。翁長知事は記者会見で「県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも偏った判断だ。失望している」と述べた。

辺野古で国と県の対立、初の司法判断…県上告へ

読売新聞2016年09月16日 22時31分

　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡り、政府がEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(おなが),翁長)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(たけし),雄志)知事を相手取った違法確認訴訟の判決が１６日、福岡高裁那覇支部であった。

　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(たみやとしろう),多見谷寿郎)裁判長は国側の主張を認め、翁長氏による移設先の埋め立て承認取り消し処分を違法と結論付けた。辺野古移設を巡る国と県との対立で、司法判断が示されたのは初めて。県は上告する方針で、年度内にも最高裁判決が出る見込みだ。

　翁長氏は２０１５年１０月、仲井真EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ひろかず),弘多)前知事が行った埋め立て承認を取り消した。国は今年３月、国と県の和解条項に基づき、取り消しの撤回を求める是正指示を出したが、翁長氏が従わなかったため、取り消しの違法性の確認を求めて提訴した。

　判決は「国防と外交は国の本来的な任務に属し、国の判断は不合理でない限り尊重されるべき」だと指摘。前知事による承認について「不合理な点があるとは言えない」とし、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(かし),瑕疵)のない前知事の承認を取り消すことは違法と判断した。【続きあり】
辺野古移設、国が勝訴　福岡高裁支部判決 
日経新聞2016/9/17 1:14
　沖縄県の米軍普天間基地（宜野湾市）の名護市辺野古沿岸部への移設を巡り、国が県を訴えた訴訟の判決が16日、福岡高裁那覇支部であった。多見谷寿郎裁判長は国の主張をほぼ全面的に認め、沿岸部の埋め立て承認取り消しを撤回しない翁長雄志知事の対応が違法だと判断した。県側は上告する方針で、中断している移設工事はただちには再開されない。
　対立が続く移設問題での司法判断は初めて。早ければ来春までに最高裁で判決が確定する見通しだが、翁長知事は移設反対の姿勢は維持しており、対立解消の見通しはたっていない。
　基地の移設をめぐっては、仲井真弘多前知事が沿岸部の埋め立てを承認。移設反対を主張する翁長知事が昨年10月、承認を取り消した。国は知事に承認を求めたが応じなかったため、７月に提訴した。
　多見谷裁判長は判決理由で移設の妥当性について「移設先の面積は普天間の半分以下で、沖縄の負担は全体として軽減される」と指摘。「基地縮小を求める沖縄の民意を考慮しても埋め立て承認が法令違反とはいえない」とした。
　さらに「米軍海兵隊を県外に移転できない国の判断は現在の世界情勢から合理性がある」ことなどを挙げ、「普天間の危険性や騒音を解決するには辺野古移設しかない」とした。
　県は「沖縄の基地負担を固定化し、貴重な自然環境が破壊される」と主張していた。判決は安全保障、外交分野で国が果たす役割を重視。「国の説明が不合理と認められない限り、県は国の判断を尊重すべきだ」とした。判決はほぼ全面的に国側の主張をくんだ内容となった。
　国と県は今年３月、双方が起こしていた３件の訴訟を取り下げて和解した。和解条項には移設工事をいったん中止し協議を進めつつ、新たな司法判断が確定すれば互いに従うことが盛り込まれた。
　国は７月、取り消し処分の撤回を求める是正指示に知事が従わないことの違法性を確認するため那覇支部に提訴した。
沖縄知事、上告の方針　辺野古移設巡る訴訟 
日経新聞2016/9/16 17:48
　沖縄県の翁長雄志知事は16日、福岡高裁那覇支部の判決を受けて県庁で記者会見し、国側勝訴の判決を不服として最高裁に上告する方針を明らかにした。
　翁長氏は判決について「（普天間基地の移設先は）辺野古が唯一との国の主張を追認するかのような内容だ」と批判した。
辺野古移設「県全体として負担軽減」　福岡高裁支部 
日経新聞2016/9/16 15:54
　沖縄県の米軍普天間基地（宜野湾市）の名護市辺野古沿岸部への移設を巡る訴訟で、国側勝訴の判決を言い渡した福岡高裁那覇支部の多見谷寿郎裁判長は移設について「県全体として基地負担が軽減し、辺野古沿岸部の埋め立て承認に法令違反はない」と述べた。
　翁長雄志知事が前知事の埋め立て承認を取り消したことの是非が訴訟の争点だった。
　多見谷裁判長は判決理由で「普天間基地の被害を除去するには、埋め立てを行うしかなく、県全体としては基地負担が軽減されることからすると、埋め立てに伴う不利益や沖縄の民意を考慮しても法令違反にはならない」とした。
　さらに国防や外交分野について、知事が承認処分で一定の裁量権を持っているとする一方、「知事が埋め立て承認を拒否した場合、本来責任を負うべき立場の国の判断より自治体の判断が優越しかねない。国と地方の役割分担に沿わず、不都合な事態である」と指摘。「国の説明が具体的な点で不合理が認められない場合、県は判断を尊重すべきだ」と判示した。
　県は「自然環境への悪影響が大きく、基地の過重負担の固定化にもつながる」などと主張していたが、判決は「前知事の承認処分に瑕疵（かし）はなく、承認取り消しは違法」と判断。さらに承認取り消しの是正指示に知事が従わないことも違法と結論付けた。
福岡高裁支部「翁長知事の承認取り消しは違法」 
日経新聞2016/9/16 14:38
記事保存
　沖縄県の米軍普天間基地（宜野湾市）の名護市辺野古沿岸部への移設を巡る訴訟の判決で、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は16日、「翁長雄志知事が埋め立て承認を取り消したのは違法で、取り消し処分を撤回しないことも違法」と述べた。国の主張をほぼ全面的に認めた。
　多見谷裁判長は判決理由で、仲井真弘多前知事による埋め立て承認について「裁量権の逸脱、乱用があるとは言えず、承認処分が違法とは言えない」と指摘した。
辺野古移設巡る訴訟、国が勝訴　福岡高裁那覇支部 
日経新聞2016/9/16 14:04
　沖縄県の米軍普天間基地（宜野湾市）の名護市辺野古沿岸部への移設を巡り、翁長雄志知事が埋め立て承認を取り消した処分を撤回しない対応の違法確認を国が求めた訴訟で、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は16日、国の訴えを認める判決を言い渡した。
　国と県が対立する辺野古移設問題を巡る初の司法判断。裁判所が移設計画を進める国の主張を認めたことで、今後の県の対応が注目される。
　国は７月、取り消し処分の撤回を求める是正指示に翁長氏が従わないことは違法として提訴。２回の口頭弁論が開かれ、８月19日に結審した。
辺野古新基地　沖縄県敗訴　福岡高裁支部判決 知事の対応「違法」

東京新聞2016年9月17日 朝刊

	米軍普天間飛行場の移設先とされる名護市辺野古沿岸部＝６月
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　米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）の名護市辺野古（へのこ）移設に伴う新基地建設を巡り、翁長雄志（おながたけし）知事が埋め立て承認の取り消し撤回に応じないのは違法だと国が訴えた訴訟で、福岡高裁那覇支部は十六日、知事の対応を「違法」と判断し、国側全面勝訴の判決を言い渡した。多見谷寿郎（たみやとしろう）裁判長は「普天間の危険を除去するには辺野古以外ない」と指摘。判決後、知事は上告する方針を表明した。

　一九九六年の返還合意から二十年がたつ普天間問題で初の司法判断となり、今後の議論に影響するのは必至。翁長知事は記者会見で「県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも偏った判断だ。失望している」と述べた。菅義偉官房長官は「国の主張が認められたことを歓迎したい」とした。

　訴訟は、早ければ年度内にも言い渡される最高裁判決で決着する見通し。双方は確定判決に従うことを確認しているが、知事は徹底抗戦を続ける構えで、別の対抗策の検討を始めた。

　判決は、翁長知事の取り消し処分の前提になる仲井真弘多（なかいまひろかず）前知事の埋め立て承認に違法性があるかを審理対象とした。

　埋め立ての必要性について「普天間飛行場の危険は深刻な状況で、閉鎖して改善するしかない」と言及し、駐留する米海兵隊の運用面や世界情勢から「県外移転はできない」とする国の判断は尊重すべきだとした。辺野古移設によって「全体としては沖縄の負担が軽減される」とも述べた。
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　さらに埋め立て承認時の環境保全の審査も十分とし「前知事の承認に裁量権の逸脱はなく、取り消した翁長知事の処分は違法だ」と結論付けた。

　翁長知事が国の是正指示に従わなかったことについても違法とした。

　国は三月、翁長知事に処分を撤回するよう是正指示をしたが、知事が従わなかったため七月に提訴。地方自治法の規定で迅速な審理が求められており、一審は高裁が担った。
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しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

辺野古訴訟　国主張追認の不当判決　福岡高裁支部　埋め立てを容認

　沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐり、翁長雄志知事が辺野古埋め立て承認取り消しの撤回を求めた国の是正指示に従わないのは違法だとして、国が県を訴えた訴訟で、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は１６日、「是正指示に従わないのは違法」との不当判決を出しました。翁長知事は同日夕の記者会見で、最高裁に上告し、高裁判決の破棄を求める考えを表明。上告期限は２３日までで、１０月にも第１回審理が開かれ、今年度中に判決が確定する見通しです。（知事コメント）
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（写真）判決を受け、今後もたたかいを続けようと頑張ろう三唱をする集会参加者＝16日、那覇市


　裁判所前で開かれた報告集会で、日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は「大義は知事の側にある。県民と弁護団が一体になって最高裁を勝ち抜こう」と訴えました。

　辺野古新基地をめぐる司法判断は今回が初。訴訟で国側は、普天間基地の危険性を除去するため辺野古の埋め立ては必要だと強調。一方、県側は、仲井真弘多前知事による埋め立て承認は公有水面埋立法を満たしておらず、違法だと指摘し、普天間基地を辺野古に「移設」する合理的理由はないと訴えていました。

　これに対して判決は、「国防・外交上の事項は国の本来的任務であり、国の判断に不合理な点がない限り尊重されるべきである」と指摘。「普天間飛行場の危険性を除去するためには辺野古埋め立てしかない。（環境破壊など）不利益や（新基地反対の）沖縄の民意を考慮しても、公有水面埋立法の要件を欠くと認めるには至らない」と述べ、「辺野古が唯一」とする安倍政権の政策に全面的に屈服。地方自治・民主主義を全面否定する不当判断を示しました。

しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

新基地　絶対に造らせぬ　辺野古訴訟　翁長知事が会見で決意
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（写真）判決を受け、記者会見する翁長知事＝16日、沖縄県庁


　沖縄県の翁長雄志知事は１６日、国が県を訴えた不作為の違法確認訴訟の敗訴判決を受け、県庁で記者会見しました。

　翁長知事は「たいへん唖然（あぜん）としている」と述べ、評価できるところはない判決と厳しく批判。「三権分立という意味でも相当な禍根（かこん）を残すものではないか。こういった一方的な内容の場合には、沖縄県民のより大きい反発と結束がこれから出てくる｣と強調しました｡

　翁長知事は判決について、“辺野古が唯一の解決策”とする国の主張を追認するかのような内容だとし、「地方自治制度を軽視し、県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断となっている」と批判しました。

　「沖縄の歴史を否定するかのような判決だが」と問われ、翁長知事は「準備書面を含め私の発言もお聞きになって、その中で７０年間の歴史に触れることもない、あるいはむしろ否定をしてしまう。意図的なものを感じる」と強い不快感を示しました。

　会見の最後に翁長知事は「まだまだ長い、長いたたかいになろうかと思います。私自身は、新辺野古基地は絶対に造らせないという信念をもってこれからも頑張っていきたい」と力を込めました。

しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

辺野古新基地　違法確認訴訟判決　翁長知事のコメント　県民の気持ち踏みにじる

　沖縄県の翁長雄志知事が違法確認訴訟の高裁判決を受けて発表したコメント全文（１６日）は次のとおり。

　本日、地方自治法２５１条の７第１項に基づく不作為の違法確認請求事件の判決が、福岡高等裁判所那覇支部において言い渡され、国土交通相が行った是正の指示に沖縄県知事が従わないことは違法である、との判断が示されました。

　判決は、「普天間飛行場の被害を除去するには、本件新施設等を建設する以外にはない。言い換えると、本件新施設等の建設をやめるには普天間飛行場による被害を継続するしかない」と述べるなど、辺野古が唯一との国の主張を追認するかのような内容となっており、地方自治制度を軽視し、沖縄県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断となっております。

　判決では、公有水面埋立法第４条第１項第１号、２号要件など、全面的に国の主張を受け入れており、ことごとく県の主張を退けております。

　例えば、１号要件に関しては、本来であれば緻密に比較衡量を行ったうえで判断しなければならないところ、一方では埋め立ての必要性の中で軍事的な面について踏み込んだ判断を行い、他方では自然環境面については一切考慮しないなど、裁判所がこのような偏頗（へんぱ）な判断を行ったことについては、驚きを禁じ得ません。

　さらに、国地方係争処理委員会についても、「国地方係争処理委員会の決定は和解において具体的には想定しない内容であったとはいえ、元々和解において決定内容には意味がないものとしており」と述べ、地方自治法に定める係争処理制度を軽視するなど、平成１１年に国と地方公共団体は対等・協力であるべきとして行われた地方自治法改正の趣旨からもほど遠いものとなっています。

　このような判決は、憲法や地方自治法、公有水面埋立法の解釈を誤ったものであり、到底受け入れられるものではありません。

　裁判所には、法の番人としての役割を期待していましたが、政府の追認機関であることが明らかになり、大変失望しております。

　埋立承認取り消しは、公有水面埋立法が求める要件を丁寧に検証した上で行ったものであり、国土交通相から是正の指示を受けるいわれは全くありません。

　今日までの歴史的な状況を含めて、何故、沖縄県だけが他の都道府県と異なる形で物事が処理されるのか、一地方自治体の自由・平等・人権・民主主義・民意が、一顧だにされないということが、今日、他の都道府県であり得るのか、大変疑問に思います。

　国と地方公共団体が対等・協力の関係であることを定めた地方自治法においては、国の関与は最小限度でなければならないという基本原則があり、地方自治体の自主性と自立性は尊重されなければなりません。

　このような判決は、沖縄県だけの問題にとどまらず、これからの日本の地方自治・民主主義のあり方に困難をもたらすのではないかと、大変、危惧しております。

　今後、最高裁判所に上告及び上告受理の申立てを行い、不当な高裁判決の破棄を求めるとともに、憲法で認められた地方自治が本来の役割を果たすことが出来るよう、力の限りを尽くして訴えてまいりたいと考えております。

【号外】県が敗訴　承認取り消し「違法」　初の司法判断

琉球新報2016年9月16日 14:03 
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裁判所に入る県側弁護団＝１６日午後１時４１分、那覇市の福岡高裁那覇支部
　翁長雄志知事による名護市辺野古の埋め立て承認取り消しを巡り、国が県を相手に提起した不作為の違法確認訴訟の判決が１６日午後２時、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で言い渡された。多見谷裁判長は、国の請求を認め、県の承認取り消しを取り消すよう求めた国の「是正の指示」に従わないことは違法だとした。
　辺野古新基地建設問題における初めての司法判断。米軍普天間飛行場移設に関する今後の議論に影響を与えるのは必至。敗訴した県は上告する方針で、承認取り消しを巡る法廷闘争は最高裁に舞台を移す。
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埋め立て本体工事に着手した米軍キャンプ・シュワブと大浦湾＝２０１５年１０月２９日午後１時すぎ、名護市辺野古上空
承認取り消し「違法」　違法確認訴訟で県敗訴　知事、上告の方針表明　高裁支部「辺野古しかない」

琉球新報2016年9月17日 05:00 
　沖縄県の翁長雄志知事による名護市辺野古の埋め立て承認取り消しを巡る不作為の違法確認訴訟の判決が１６日午後、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で言い渡された。判決は国の請求を認め、翁長知事による承認取り消しは「違法」だとした。県と国の間の辺野古新基地建設を巡る司法判断は初めて。県は同日、２３日までに最高裁に上告することを決めた。判決は、同訴訟の審査対象は現知事の取り消しに関する裁量ではなく、前知事による埋め立て承認に裁量の逸脱・乱用があったかどうかだとした上で、「あるとは言えない」と判断したとした。そのため現知事に承認を取り消す権利はないとした。
　翁長知事は同日夕、県庁で会見し「地方自治制度を軽視し、県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断だ。政府の追認機関であることが明らかになり大変失望している」と述べ、判決内容を厳しく批判。最高裁に上告する考えを示した。
　判決は、沖縄に米海兵隊を置く「地理的優位性」など、国側が米軍普天間飛行場の辺野古移設の根拠とした主張をほぼ全面的に採用。「在沖縄米海兵隊を県外に移転できないという国の判断は戦後７０年の経過や現在の世界、地域情勢から合理性があり、尊重すべきだ」とした。
　その上で「普天間飛行場の被害を除去するには本件新施設などを建設する以外にない。建設をやめるには普天間飛行場による被害を継続するしかない」と断定した。
　公有水面埋立法に基づく知事の承認権限については「審査対象に国防・外交上の事項は含まれるが、これらは地方自治法などに照らしても国の本来的任務に属する。国の判断に不合理な点がない限り尊重されるべきだ」とした。
　普天間飛行場の辺野古移設は「県全体としては負担軽減となる」と評価した。その上で「本件新施設などの建設に反対する民意には沿わないとしても、普天間飛行場その他の基地負担の軽減を求める民意に反するとは言えない」とした。辺野古新基地建設は「自治権の侵害」だとする県の主張も当たらないとした。
　国は埋め立て承認を復活させるよう求める是正指示に県が応じず、協議による解決を求める姿勢が「違法な不作為」に当たると主張していた。これについて判決は協議による解決が「好ましい」としつつも、「（辺野古代執行訴訟の）和解から約５カ月が経過してもその糸口すら見いだせない現状にある。その可能性を肯定することは困難だ」とした。県が国の是正指示に対する措置を講じるのに「相当の期間は経過した」として、「被告の不作為は違法となった」とした。
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多見谷寿郎裁判長（代表撮影）
判決に「あぜん」＝県民さらに反発も－辺野古移設阻止言明・翁長知事


辺野古移設訴訟の判決を受け、記者会見する沖縄県の翁長雄志知事＝１６日午後、沖縄県庁
　「大変あぜんとしている」「三権分立という意味でも相当な禍根を残す」。沖縄県の翁長雄志知事は１６日、辺野古移設訴訟判決後の記者会見で、国側の主張を全面的に認めた福岡高裁那覇支部の判決を激しく批判した。「沖縄県民のより大きい反発と結束が出てくる」とも述べ、民意を背景に辺野古移設阻止に全力を挙げる姿勢を示した。
　午後５時半すぎ、県庁会議室。翁長氏はぶぜんとした表情で報道陣の前に姿を現した。
　「地方自治制度を軽視し、沖縄県民の気持ちを踏みにじるあまりにも国に偏った判断」「裁判所が政府の追認機関であることが明らかになり、大変失望している」。用意した書類に目を落としながら、次々と厳しい言葉を繰り出した。
　県側の主張が認められなかったことに関し、「大変厳しい状況を認識している」と表明。「法廷闘争含め知事に与えられた権限はしっかり維持する」とも述べた。
　知事権限で、前知事の埋め立て承認を「撤回」する可能性を問われると、「今日まで検討してきたものは十二分にあり得る」と述べ、否定しなかった。
　「長い長い闘いになろうかと思う。新辺野古基地は絶対に造らせないという信念を持って、これからも頑張っていきたい」。会見の締めくくりでこう述べ、国との全面対決への決意をにじませた。（時事通信2016/09/16-20:09）
辺野古訴訟 　翁長沖縄知事「到底受け入れられない」
毎日新聞2016年9月16日　23時33分（最終更新　9月16日　23時59分）
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への県内移設を巡る初の司法判断は、福岡高裁那覇支部が県側の主張を全面的に退けた。 
　沖縄県の翁長雄志知事は１６日夕、敗訴を受けて県庁で記者会見し、「判決は『辺野古が唯一』との国の主張を追認するかのような内容で、沖縄県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断だ。到底受け入れられない」と強く批判した。 
　そのうえで「裁判所には法の番人としての役割を期待したが、政府の追認機関であることが明らかとなった。沖縄県だけの問題にとどまらず、日本の地方自治、民主主義の在り方に困難をもたらす」と述べた。【佐藤敬一】 
「不当判決だ」「諦めない」　市民集会に１５００人、違法確認訴訟の沖縄県敗訴

琉球新報2016年9月16日 16:55 
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沖縄県側敗訴の判決内容について説明する竹下勇夫弁護士（中央）＝１６日午後２時３０分ごろ、那覇市の城岳公園
　翁長雄志知事による沖縄県名護市辺野古の埋め立て承認取り消しを巡り、国が県を相手に提起した不作為の違法確認訴訟の判決言い渡しに合わせ、「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」が１６日午後２時、福岡高裁那覇支部前の城岳公園で集会を開いた。約１５００人（主催者発表）が集まり、「県側敗訴」の判決が伝えられると、参加者からは「不当判決だ」「司法に抗議する」などと怒りの声が上がった。
　集会には県弁護団長の竹下勇夫弁護士も参加し「国の主張をそのまま認めてしまったような内容で、最も悪い結果になった」と報告。「まったく納得いかない。上告に向けて作業を進めていく」と表明すると、会場からは大きな拍手が上がった。
　集会の最後には「絶対に基地は造らせない。翁長知事を支えていこう」という声に合わせ、ガンバロー三唱をした。参加者らは「この国に民主主義はない。県民の民意が無視された」「わずかな期待が裏切られた。しかし絶対に諦めない。最高裁で闘う」などと口々に話し、闘いの継続へ決意を新たにしていた。
【琉球新報電子版】
違法確認訴訟インタビュー　日本司法は行政従属　当然県が勝つべきだ

琉球新報2016年9月16日 12:21 
　辺野古を巡る不作為の違法確認訴訟の判決が１６日、福岡高裁那覇支部で言い渡される。代理署名訴訟時の知事である大田昌秀氏（９１）と県側弁護団長を務めた中野清光氏（８２）に判決の見通しなどを聞いた。
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大田　昌秀氏（元知事）
「日本司法は行政従属」元知事・大田昌秀氏
　県側は敗訴するだろう。勝ったとしても国は上告する。最高裁での裁判は県にとってより不利になる。司法、立法、行政はいずれも独立してけん制し合うべきだが、日本の司法は行政に従属している。最高裁は過去に統治行為論を持ち出した経緯がある。日米安保条約が憲法より上位にあるという認識だろう。
　地方自治法が１９９９年に改正され、国と地方自治体は対等になったが、実態としてはいまだ上下関係にある。代執行訴訟の和解後すぐに、国交相が新たな裁判を始めたことからも明らかだ。国地方係争処理委員会も判断を避けたが、地方自治法にのっとって結論を出すべきだった。
　裁判所は県側の証人を却下している。最初から沖縄の声を聞こうという発想がない。代理署名訴訟の際も証人は却下された。当時は敗訴したが、勝とうが負けようが訴えるべきことは訴えねばならないとの考えだった。
　今後は、県民は判決にかかわらず結束し、運動を盛り上げていくことしか解決の道はない。過去の「島ぐるみ闘争」から学ぶことは多い。同時に運動を全国に広げ、共有させるべきだ。
　県は米連邦議会上院の軍事委員会など、海外の米軍基地について権限を持った人にもっと働き掛けていくべきだ。
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中野清光氏（代理署名訴訟弁護団長）
「当然県が勝つべきだ」　代理署名訴訟弁護団長・中野清光氏
　辺野古には米軍普天間飛行場の機能だけでなく、軍港までも造られる。加えて辺野古の海は深く、貴重な価値がある。この埋め立てが「合理的」なわけはなく、公有水面埋立法の要件を満たさないことは明らかだろう。そのことを県は理論的にも優れた形で取り消し理由に盛り込んでいる。

　国の主張は辺野古埋め立てという結論を前提にして、その理由を後からくっつけている印象がある。安全保障を引き合いに出して反論しているが、国防のために何をしてもよいわけではなく、非常に抽象的だ。
　代理署名訴訟当時においては、基地提供に反対する地主の代わりに首長や知事が代理署名しなければいけないとの手続きが地方自治法に定められていた。憲法論を展開したが、勝訴するのは至難の業で、最初から勝てるとは思っていなかった。
　ただ今回は公有水面埋立法や地方自治法の解釈の問題だ。加えて地方自治法改正により国と地方自治体は対等な関係になっており、上下関係だった代理書面時とは違う。
　度量の小さな裁判官が増えてきている。出世を考えると国に盾突くような判決を出すのはなかなか難しいと考える裁判官もいるだろう。ただ法律家の立場からすると、当然県が勝つべきだと思う。
産経新聞2016.9.16 23:47更新 
【辺野古移設訴訟】国側全面勝訴も　政府は負担軽減へ県と協議継続
　米軍普天間飛行場の危険性除去へ辺野古移設を目指す政府にとって、今回の勝訴は大きな追い風になるとみられるが、基地負担の軽減に向けた沖縄県との協議は継続する考えだ。
　菅義偉官房長官は１６日の記者会見で「（３月の）和解条項では話し合いと裁判を平行して進めることになっている」と述べ、県との協議を続ける意向を示した。判決では「和解から５カ月経過しても解決の糸口すら見いだせず、その可能性を肯定するのは困難だ」と協議の“限界”も指摘されたが、県との協議を重視するのはできる限り問題を円満に解決したいという思いがあるからだ。
　今回の訴訟では、政府は平成８年に日米両国が普天間飛行場返還で合意した後、移設について国と県知事や移設先の名護市長が合意し、進めてきた経緯を丁寧に説明。名護市辺野古移設に向けて「国と県が知恵を出し合ってきた」（法務省幹部）という背景を強調する戦略が奏功した。
　政府は勝訴したとはいえ、基地負担軽減を「できることはすべて、目に見える形で実現する」（安倍晋三首相）ため、米軍北部訓練場（東村、国頭村）の約半分にあたる４千ヘクタールの早期返還に向けたヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事を急ぐほか、沖縄振興や貧困対策への支援にも全力をあげる。
　翁長氏が今後、最高裁に上告する一方で新たな対抗策を講じる可能性も大きいが、県との協議を続けながら粘り強く県民に理解を求めていく考えだ。
産経新聞2016.9.16 23:41更新 
【辺野古移設訴訟】国側全面勝訴、沖縄県側は和解条項逃れに躍起

米軍普天間飛行場の移設を巡る訴訟の判決を受け開かれた翁長雄志沖縄県知事（左端）の記者会見＝１６日午後、沖縄県庁 
　沖縄県の翁長雄志知事は「確定判決には従う」と明言しており、最高裁で敗訴すれば埋め立て承認取り消しを撤回する。ただ、辺野古移設工事の設計変更などでは知事権限を行使して抵抗する構えで、代執行訴訟の取り下げと手続きの仕切り直しで、国と合意した和解条項から逃れることに躍起だ。
　「あれはしくじりだ」
　県幹部がそう指摘するのは国との和解条項に盛り込まれた第９項。同項は「是正の指示の取り消し訴訟」の確定判決に「従い」、判決の趣旨に沿った「手続きを実施」し、「その後も（判決の）趣旨に従って互いに協力して誠実に対応することを相互に確約」と明記している。
　翁長氏は“しくじり”を帳消しにするため、新たな方便を使い始めた。今回の訴訟は不作為の違法確認訴訟であり、９項にある指示取り消し訴訟とは異なるとして、翁長氏はこの訴訟には９項の効力が「及ばない」としているのだ。
　ただ、和解条項の基になった和解勧告文の段階では「違法確認訴訟」と明記しており、それを指示取り消し訴訟に変更させたのは県だ。しかも県がとるべき措置として想定されていた指示取り消し訴訟提起を見送ったため、国がやむを得ず違法確認訴訟を提起した経緯がある。判決も「（県は）取り消し訴訟を提起すべきだった」と県の対応に不快感をにじませた。
　９項は別の手段による無用な抵抗を戒めており、翁長氏は苦しい立場に追い込まれたといえそうだ。
産経新聞2016.9.16 23:41更新 
【辺野古移設訴訟】国側全面勝訴で浮かび上がった沖縄県側の論理破綻　翁長雄志知事は最大の窮地に
　国が勝訴した米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟は１６日、提訴から２カ月弱で判決が下されたが、主張は出尽くし、県側の論理破綻が際立った。福岡高裁が県側の主張を一切受け入れなかったのはそのためだ。辺野古移設と不可分の基地負担軽減策でも翁長雄志知事の言動は矛盾をきたしており、就任以来最大の窮地に追い込まれた。
　審理では翁長氏の代理人弁護士が裁判長の訴訟指揮に頻繁に不満を示し、翁長氏は常に傍観していた。弁護士に白紙委任された主張は支離滅裂だった。
　「防衛や外交上の政策実現を目的として指示を行うことは権限を逸脱する」
　県は国土交通相が埋め立て承認取り消しの撤回を翁長氏に指示したことについて、国交相の所管外で認められないと訴えた。自治体の立場で辺野古移設の必要性を否定し承認を取り消しておきながら、内閣の統一方針に基づく正当な指示を否定する論理はまさに破綻している。
　判決はこの争点で、国交相には「是正の指示の発動が許される」とする一方、県には国全体の安全について「判断する権限も組織体制も責任を負いうる立場も有しない」と断言した。
　「自治体裁量権なる特殊な用語を用い（翁長氏の）裁量権が拡大するかの…」
　国がこう反論したように翁長氏はなりふり構わず、辺野古移設という国家公益を袖にして地域公益を前面に押し出した。しかし、その主張を認めれば、膨大な費用と労力のかかる移設事業で不可欠な法的安定性が揺らぐことは明らかだった。
　訴訟期間中、国は辺野古移設以外の基地負担軽減策を加速させたが、翁長氏の対応の支離滅裂さが浮き彫りとなっている。国は北部訓練場（東村など）の過半の返還に向け、訓練場内での移設が条件のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の工事を本格化させた。翁長氏は工事の進め方や警備のあり方を批判する一方、ヘリパッド移設自体には反対せず、革新勢力と溝を深めている。
　牧港補給地区（浦添市）の返還についても、同地区の倉庫群などを嘉手納弾薬庫地区（沖縄市など）に移設する計画で８月、国は沖縄市の桑江朝千夫市長から正式な受け入れ表明を引き出した。それに先立ち翁長氏は桑江氏から計画に対する認識をただされ、計画推進の立場を明言した。
　これらをめぐる翁長氏の姿勢は一貫しておらず、辺野古移設だけに反対を続ける矛盾は広がる一方だ。
産経新聞2016.9.16 23:49更新 
【辺野古移設訴訟】沖縄県の仲井真弘多前知事がコメント　「敬意を表すべき判決」「翁長知事は政治的なけじめを」

仲井真弘多・沖縄県前知事（酒巻俊介撮影） 
　■沖縄県の仲井真弘多前知事の話　「普天間問題は歴史的な経緯があり、いろいろな考え方もあるが、高裁は全体を精査した上で踏み込んだ見解も示しており、敬意を表すべき判決だ。埋め立て申請は９カ月にわたり慎重かつ厳格な審査を行って承認したもので違法であるはずがない。（翁長雄志知事は）選挙で当選したからといって、法律に基づいた承認を取り消す行為は無謀かつ違法であり、極めて遺憾だ。初めて司法判断が示された以上、翁長氏は違法状態を是正するため、ただちに承認取り消しの取り消しを行うべきで法治国家の行政の長として当然の義務だ。翁長氏は承認取り消しは適法と繰り返し県民をミスリードしてきたことについて、政治的なけじめをつける必要もある。普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題で、早期の移設、返還に向け国と県は協力すべきだ」
県勝訴で新基地阻止も　敗訴なら事業否定困難　違法確認訴訟

琉球新報2016年9月16日 12:05 
　判決で県が勝訴する場合、いくつかのパターンが想定される。まずは裁判所が辺野古埋め立ての必要性を認めない判決を出す場合だ。この場合、辺野古での新基地建設自体が否定されることになる。埋め立て後の環境保全策が不十分だとして、埋め立て承認に違法な瑕疵（かし）があると認定する可能性もある。その場合、国はより厳格な環境保全策を新たに示す必要が出てくる。
　承認取り消しは違法としながら、県が「是正の指示」に従わなかったことは違法な「不作為」に当たらないとして、国の訴えを棄却することも想定される。その場合、国は県と協議するなどの必要が出てくるとみられ、移設工事の日程に影響が出るのは避けられない。
　一方、国の訴えが認められた場合、裁判所の判断の“濃淡”こそあれ、承認取り消しは適法ではないと認定されることになる。その判決が確定すると、新基地建設阻止のための手法の一つである埋め立て工事の変更申請の判断などにおいて、埋め立て事業自体の必要性を理由に県が申請を認めないことは難しくなる。
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「沖縄の声聞かず」＝反対派憤り－辺野古移設訴訟


国の訴えを認めた辺野古移設訴訟の判決を受け、市民集会で抗議の声を上げる人たち＝１６日午後、那覇市
　「取り消しは違法であることを確認する」。福岡高裁那覇支部の２０１号法廷では、張り詰めた空気の中、多見谷寿郎裁判長が淡々と国勝訴の判決を言い渡した。県側代理人は目をつぶって首をひねり、厳しい表情で聞き入った。
　裁判長は主文言い渡し後、強制力のない違法確認訴訟の制度について、「従わないと制度が無意味になり、判決をした裁判所の権威まで失墜させる」と説明。翁長雄志知事が当初、確定判決に従うかどうかを答えなかった経緯を踏まえ、「なかなかお答えいただけなかったが、さすがに知事に明言していただきほっとした。ありがとうございました」と座ったまま一礼した。
　判決後に裁判所前で開かれた集会では、約１５００人（主催者発表）の参加者から怒りや不満の声が相次いだ。市民団体代表の安次富浩さん（７０）はあいさつで、「国や安倍政権は沖縄の声を一度も聞こうとしなかった。司法も同じ立場に立っている」と怒りをあらわにした。（時事通信2016/09/16-21:27）
「司法はプライドないのか」＝辺野古から、怒りと落胆－宜野湾市民も反発


米軍キャンプ・シュワブのゲート向かいにあるテントで、国の勝訴を知り落胆する人たち＝１６日午後、名護市辺野古
　普天間飛行場の移設先となっている名護市辺野古。米軍キャンプ・シュワブのゲート前で、移設に反対し抗議活動を続ける人たちからは、国側勝訴の判決に怒りや落胆の声が上がった。
　「県が負けた」。午後２時１５分ごろ、ゲートの向かいにあるテント村で判決を待っていた人たちは、インターネットの情報で県の敗訴を知った。しばらく沈黙した後、それぞれ落胆の表情を浮かべた。
　豊見城市の男性会社員（５０）は「最低だな」と吐き捨てるように話した。「（国がしていることは）明らかに違法なのに、司法はプライドがないのか」と怒りをあらわにした。（時事通信2016/09/16-20:07）
「判決は国の言い分」＝審理のあり方疑問も－稲嶺名護市長
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設をめぐる訴訟で、国が勝訴したことについて、名護市の稲嶺進市長は１６日午後、同市役所で「国の言い分を追認するような内容で本当に残念でならない」と記者団に語った。
　稲嶺市長は、裁判で自身が証人として認められなかったことに触れ、「代替施設建設で影響をもろに受ける自治体の市長の意見を聞かずに、短い審理で行われたことに非常に不満がある」と疑問を呈した。
　国が主張している移転による負担軽減については、「最新式の基地が建設されることが負担軽減につながるとは市民は思っていない」と批判。「知事をしっかり後押ししていく」と述べた。（時事通信2016/09/16-21:34）
沖縄県と国の争い最高裁へ　辺野古裁判、今後の流れ

沖縄タイムス2016年9月16日 14:52

　違法確認訴訟の判決後、敗訴した沖縄県側は７日以内の２３日までに最高裁に上告することができる。仲井真弘多前知事が下した承認処分の適法性を訴え、辺野古新基地建設の工事を進めたい国と、承認の瑕疵（かし）を訴える県が、高裁判決後、互いに主張を取り下げる気配はない。紛争が最高裁に持ち込まれるのは必至の情勢だ。

前


宜野湾市の米軍普天間飛行場＝２０１６年７月１２日（本社チャーターヘリから）



　同訴訟では、地方に権限のある法定受託事務に対し、国がどのような場合に介入（関与）できるかが問われている。憲法が保障する地方自治のあり方や、国と地方の「対等・協力」関係をうたった改正地方自治法の趣旨も問われている。

　上告された場合、自治法が定める国の「是正指示」や、知事の裁量による行政処分の取り消しの基準について、最高裁が初の判断を下す可能性がある。

　最高裁への上告に当たっては、高裁の判決に（１）憲法解釈の誤りがあること（２）法律に定められた重大な訴訟手続きの違反があること－が理由となる。最高裁は高裁判決の中に判例に反する判断や、重要な法令解釈に関わる事項を含んでいるときは、上告の申し立てを受理する。

　最高裁の審理は、通常５人の判事で構成される小法廷で開かれる。憲法問題を含むような事件については、１５人全員の判事がそろう大法廷で審理される。上告に理由がない場合は、口頭弁論を開かずに却下や棄却の決定が出せる。

　一方で、高裁判決を破棄する場合は、必ず口頭弁論を開かなければならない。最高裁は（１）、（２）の場合や、高裁判決に明らかな法令解釈の違反があるときは、判決を破棄できる。

翁長知事、辺野古敗訴に「あぜん」　上告の意向表明
沖縄タイムス 9月16日(金)18時50分配信 
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辺野古違法確認訴訟の判決を受け会見する翁長雄志知事（左）＝１６日午後６時すぎ、県庁 
　沖縄県の翁長雄志知事は16日夕、違法確認訴訟の高裁敗訴を受けて県庁で記者会見し「あぜんとした。裁判所は政府の追認機関であることが明らかになった」と述べ、判決内容を強く批判した。知事と弁護団は上告する考えを明言した。期限である23日に上告する方針だ。
　知事は判決に「地方自治、民主主義、三権分立という意味でも相当な禍根を残す」と指摘。「県民の間に、より大きい反発と結束がこれから出てくると思う」と述べ、県内で判決への批判的な世論が高まるとの認識を示した。

　知事は判決文が「（名護市辺野古の）新施設の建設をやめるには、普天間飛行場による被害を継続するしかない」として、辺野古移設が唯一の選択肢とする政府の主張を追認していると批判。
　「地方自治制度を軽視し、県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断だ」と述べ、政府と司法が一体化しているとの考えを強調した。
辺野古違法確認訴訟とは

沖縄タイムス2016年9月16日 15:07

　沖縄県名護市辺野古の新基地建設を巡り、翁長雄志知事が埋め立て承認取り消しの撤回を求めた是正指示に従わないのは違法だとして、国土交通相が７月２２日に福岡高裁那覇支部へ知事を訴えた。



翁長知事の法廷での発言録

　国は、翁長知事の取り消し処分自体が違法で、前知事の承認も法的瑕疵（かし）はなく適正だと訴えている。一方、翁長知事は国交相の是正指示は違法で、自身の取り消し処分は適法だと主張。是正指示に対し地方自治法のルールに基づいて国地方係争処理委員会に審査を申し出ていることなどを挙げ、不作為の違法はないと訴えている。

　判決は違法性を確認するもので、承認の取り消しや維持に法的強制力は持たない。ただ知事は確定判決に従うとしており、仮に県の敗訴が確定した場合、知事は是正指示に従い承認を取り消しを撤回することになる。

　国が県を訴えた代執行訴訟で今年３月、国と県が和解。国は辺野古での工事を中断して訴訟を取り下げる一方、知事に取り消しの撤回を求める是正指示を出した。係争委は円満解決に向け国と県に協議を促したが、国交相は是正指示に従わない知事を訴えた。

裁判長「普天間の被害除去には辺野古しかない」　辺野古訴訟、県は上告へ
沖縄タイムス 9月17日(土)5時0分配信 
　沖縄県名護市辺野古の新基地建設を巡り、石井啓一国土交通相が翁長雄志知事を訴えた「辺野古違法確認訴訟」で福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）は16日、国側の請求を全面的に認め、県側敗訴の判決を言い渡した。多見谷裁判長は「普天間飛行場の騒音被害を除去するには、辺野古に新基地を建設するしかない」と指摘。翁長知事が下した辺野古の埋め立て承認取り消しの違法性を認め、国の是正指示に従わず違法に放置していると認定した。
　在沖海兵隊の地理的優位性や抑止力などを理由に埋め立ての必要性を認めるなど、国の主張に沿った内容であり、県民の反発が高まるのは必至だ。
　辺野古の埋め立て承認や取り消しを巡り、司法判断が下るのは初めて。県側は判決を不服として、23日までに最高裁へ上告する方針で、年度内にも判決が確定する。
　訴訟では知事が取り消し権を行使できる裁量や、国が都道府県の事務に介入できる範囲が争点となった。
　判決は承認取り消しについて「処分の違法性を判断するには、仲井真弘多前知事の承認処分を審査する必要がある」と指摘。「前知事の判断に瑕疵（かし）はない」とし、翁長知事の取り消しは裁量を逸脱しているとした。
　国交相の是正指示は「都道府県の法定受託事務の処理が違法であれば、指示が許可される」と述べ、適法と判断した。
　多見谷裁判長は、埋め立て承認の要件を定めた公有水面埋立法に、国防・外交に関わる事項も含まれると指摘。知事の審査権が及ぶとしながらも、「国が説明する国防・外交の必要性について、具体的に不合理な点がない限り、県は尊重するべきだ」と強調した。
　辺野古埋め立てによる新基地建設については「沖縄県の負担軽減に資する」と国側の主張を採用。沖縄の民意について「建設反対の民意に沿わないとしても、普天間飛行場などの負担の軽減を求める民意に反するとはいえない」とした。
　その上で「新基地建設は県民の民意に反し、地域振興の阻害となる」とする県側の主張を退けた。
　飛行場の騒音被害は「深刻な状況」と認定する一方、新基地建設をやめた場合は被害が続くと警告した。
「沖縄の声なぜ聞かない」判決受け集会
　名護市辺野古の新基地建設に反対する「オール沖縄会議」は16日、辺野古違法確認訴訟の判決を受けた集会を裁判所前の城岳公園で開き、参加した1500人（主催者発表）が「不当判決や政府、権力に屈せず新基地を阻止しよう」と翁長雄志知事を支え続けることを確認した。21日も午後6時半から県庁前県民広場で抗議集会を開く。　共同代表の高里鈴代氏は「不当判決に怒りを持って集会を開く」と呼び掛けた。登壇した県選出野党国会議員や市民団体の代表者からは「司法は沖縄の声を聞かない国と同じなのか」「民主主義の重要さを国内外に訴えよう」などの声が上がり、シュプレヒコールで辺野古阻止の継続を確認し合った。
がっかりなんかしない。するもんか　辺野古裁判傍聴記

沖縄タイムス2016年9月17日 05:00

普天間移設問題・辺野古新基地辺野古辺野古裁判ボーダーインク新城和博傍聴記
　法廷に現れた多見谷寿郎裁判長は、さてと、という感じで判決の主文を読み始めた。マイクのせいか、口調のせいなのか、聞き取りにくい。しかし「敗訴」という言葉だけはよく分かった。「詳しいことは後でじっくり精査するでしょうから」と、県側の弁護団に向かって、改めて付け加えた内容が実に興味深かった。例の「判決が出たらそれに従いますね」と念押しした件である。



辺野古違法確認訴訟。判決後の集会で登壇者のあいさつに拍手を送る参加者



新城和博さん

　ざっくりいうと、判決が出ても、それに従わないのなら裁判の意味がない、そうなったら裁判所のダメージが大きく、面目が立たないのだが、前回、翁長雄志知事が裁判の結果には従うと言ったので、リスクを回避することができた。多見谷裁判長は、その事に対して県側の弁護団にお礼を言ったのである。「ありがとうございました」。これはよく聞き取れた。要するに言い訳であり、嫌味（いやみ）にも取れる。薄笑いしているように見えたのは、僕が偏向しているせいかしら。

　その間約４分。あっという間に３人の裁判官は消え去り、双方の弁護団、傍聴していたマスコミも法廷を後にした。

　２０年前傍聴した、大田昌秀県知事時代の沖縄県と国が争った裁判の判決も、結果は同じく「国のやりたい司法だい」なのだが、それでも、とりあえず裁判長は３０分ほど判決理由について読み上げていたのだ。

　結果については予想されていたこともあって、がっかりなんかしない。するもんか。しかしあぜんとする余韻もないまま、僕は、一番最後に法廷を出た。

　裁判所通りは、さっきまでほとんど報道陣しかいなかったのに、裁判結果を待って始まる集会の人たちでいっぱいだった。暑いのは日差しのせいだけじゃない。しかし、こうした光景は、もうデジャブですらない。いつも通りの沖縄である。

　集会のスピーチで弁護団の方が、「まだ判決文を精査しているわけではないが、こうなってほしくないと思っていた最悪の判決内容」というような事を言っていた。そうか、予想以上に政府寄りの判決なのか。もはや憤りというよりも、恐怖を感じてしまう。

　司法が、国民より政府に従うというのは、大げさに言えば、ファシズムではないのか。

　シールズ琉球の玉城愛さんがリードするガンバロー三唱で集会が終わるのを見計らったように、雨が降り出してきた。太陽雨だ。熱くなった身体と心を少しだけ冷やしてくれる。この雨は台風の影響で、やがて激しくなるだろう。しかし僕たちは、それに耐えてきた歴史と生活を持っている。どんな結果がでようともぶれないでいること。何度目かのつぶやきであるが、あらためて口にしながら裁判所通りを後にした。（新城和博・ボーダーインク編集者）

「辺野古」攻防、泥沼化＝政府推進、知事は徹底抗戦


記者会見する菅義偉官房長官＝１６日午後、東京・首相官邸
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる政府と県の攻防が、泥沼化の様相を呈してきた。安倍政権は司法の「お墨付き」をよりどころに、移設作業を進める方針。一方、沖縄県の翁長雄志知事は上告する最高裁で敗訴が確定した場合でも、「民意」を背に知事権限を駆使して移設阻止を貫く構えだ。
　国の訴えを認めた福岡高裁那覇支部の１６日の判決を受け、菅義偉官房長官は記者会見で「歓迎する」と表明した上で、辺野古移設が「唯一の解決策だ」と改めて強調。「引き続き（３月の）和解の趣旨に基づき誠実に対応していく」とも述べ、法廷闘争と並行して県との協議を継続する考えを示した。
　政府は勝訴を踏まえ、辺野古の米軍キャンプ・シュワブ内にある老朽化した隊舎建て替え工事に近く着手する。最高裁でも訴えが認められれば、中断したボーリング調査や資材搬入用道路の整備などを再開し、２０２０年１０月末の埋め立て完了を目指す。
　これに対し、翁長知事は会見で、移設阻止にあらゆる手段を尽くす考えを表明。その一つが、海底に影響を及ぼす作業に必要とされる「岩礁破砕許可」だ。辺野古移設を容認した前知事の許可は１７年３月末が期限。国が更新を申請すれば「厳格審査」（幹部）により引き延ばす戦術を描く。埋め立て予定地のサンゴ移植や、滑走路建設の前提となる河川切り替えの計画変更も、知事の許可が必要だ。
　県側は、辺野古沿岸部の埋め立て承認に関し、その後の事情変更を踏まえて効力を失わせる「撤回」の可否も検討する。１３年末の承認以降、知事選や国政選挙で移設反対派が連勝し、新たな民意が示されたことが、その「事情」に当たるとの解釈だ。
　今年３月の和解文には、判決の趣旨に従うよう求める条項が盛り込まれている。防衛省幹部は「抵抗を続ければ、いずれ『約束破り』として世論が離れる」とけん制しているが、翁長氏は徹底抗戦の姿勢を崩しておらず、収束は見通せない。（時事通信2016/09/16-19:01）
辺野古訴訟「早く片付けて」＝鶴保沖縄相
　鶴保庸介沖縄担当相は１６日の閣議後の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟について、「注文はたった一つ。早く片付けてほしいということに尽きる」と語った。
　鶴保氏は「国と地方が裁判し合っているという状況は、決して正常な喜ばしい事態だとは思わない」と指摘。「それぞれが譲歩し、納得する形で決着をつけていくのが道筋だ」と持論を述べた。　（時事通信2016/09/16-18:06）
沖縄相「早く片付けて」　辺野古移設の国、県対立

共同通信2016/9/16 12:58

　鶴保庸介沖縄北方担当相は16日の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る国と県側の対立について「注文はたった一つ、早く片付けてほしいということに尽きる」と述べた。沖縄県内で移設への反対が根強い中、「片付けて」との発言は反発を呼ぶ可能性がある。

　国が移設反対を訴える翁長雄志知事を相手に起こした訴訟に関しては「（裁判は）正常な喜ばしい事態だと思わない。それぞれが譲歩し、納得する形で決着をつけるのが道筋だ」とも指摘した。

米、早期の工事再開を期待＝辺野古移設「唯一の解決策」
　【ワシントン時事】米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で国が勝訴したことについて、米国防総省当局者は１６日、「日米は辺野古に普天間飛行場の代替施設を建設する計画に取り組んでおり、辺野古移設が唯一の解決策だ」と述べた。普天間返還の前提となる代替施設建設に向け、早期の埋め立て工事再開を期待しているとみられる。
　米政府は、普天間飛行場の継続使用を回避するには、辺野古への移設以外にないとの立場だ。訪米した稲田朋美防衛相と１５日に会談したカーター国防長官も「唯一の解決策」との立場を確認した。　
　一方、米太平洋軍のハリス司令官は２月、移設完了は日米合意の２０２２年から２５年に遅れる見通しだと明らかにした。オバマ大統領も３月、安倍晋三首相と会談した際、工事の遅れに懸念を示した。
　沖縄県の翁長雄志知事は上告する方針。このため、国と県の対立が続き、移設計画がさらに遅れれば、在沖縄海兵隊の移転など米軍再編にも影響が出かねないと米側は憂慮している。（時事通信2016/09/17-00:12）
たまり水から微量のヒ素＝豊洲、ベンゼン検出されず－共産都議団


豊洲市場青果棟の地下空洞にたまっていた水の分析結果について記者会見する共産党の曽根肇東京都議（中央）ら＝１６日夜、東京都新宿区
　共産党都議団は１６日、豊洲市場（江東区）の主要施設の地下空洞にたまる水から有害物質ベンゼンは検出されず、環境基準値を下回る微量のヒ素が検出されたなどとする独自の分析結果を発表した。尾崎あや子都議は記者会見で「ヒ素は雨水に含まれないので、たまり水が地下水由来であることを示すものだ」との見解を示した。
　検出されたヒ素は１リットル当たり０．００４ミリグラム。同０．０１ミリグラムの環境基準を下回ったものの、同都議団は、さらに詳しい調査を都に求める。ベンゼンの他に、シアンや六価クロムも今回採用した検査方法では検出されなかった。
　同都議団は１４日に、豊洲市場内の青果棟の地下空洞を視察。たまり水から２リットルの水を採取し、民間の検査機関に分析を依頼していた。　（時事通信2016/09/16-22:13）
豊洲市場、地下のに微量ヒ素　基準値以下、都議会共産党が調査

共同通信2016/9/16 23:07
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報道陣に公開された豊洲市場の青果棟の地下空間＝16日午後、東京都江東区[image: image54.jpg]


豊洲市場の地下空間で採取した水の調査結果を発表する都議会共産党＝16日夜、東京都庁の議会棟　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、都議会共産党は16日、青果棟の地下空間で採取した水を調査した結果、環境基準を下回る微量のヒ素を検出したと発表した。

　ヒ素の環境基準は1リットル当たり0.01ミリグラムで、調査結果によると検出されたのは0.004ミリグラム。共産党は「ヒ素は雨水に含まれない。たまり水が地下水に由来していることを示すものだ」と主張し、都側に今後、継続的な調査を求める方針を示した。

豊洲で基準超す有害物質検出されず…共産都議団

読売新聞2016年09月16日 22時48分

　東京・築地市場（中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物の地下空間に水がたまっていた問題で、共産党都議団は１６日、採取した水からは、環境基準を上回る有害化学物質は検出されなかったとする調査結果を発表した。

　土壌汚染対策前に高濃度で見つかったベンゼンは検出されなかった。

　共産党は１４日に豊洲市場の「青果棟」の地下空間から水を採取し、民間の分析機関に、ベンゼン、シアン化合物、ヒ素、六価クロムの４物質の調査を依頼。その結果、環境基準（１リットルあたり０・０１ミリ・グラム）を下回る０・００４ミリ・グラムのヒ素を検出し、その他の３物質は検出されなかった。【続きあり】
水たまる地下空洞公開＝豊洲市場の３施設－東京都


報道各社に公開された豊洲市場青果棟の地下空洞。一面に水がたまっている＝１６日午後、東京都江東区
　東京都が築地市場（中央区）からの移転を延期した豊洲市場（江東区）の主要施設の地下に空洞が設けられた問題で、都は１６日、底面に水がたまっている３施設の地下部分（地下ピット）を報道各社に公開した。
　公開したのは、土壌汚染対策の盛り土を行わずに地下空洞を設けた５棟のうち、水たまりが確認された青果、水産卸売場、水産仲卸売場の３棟。
　たまった水について、都は雨水と見ているが、１４日に青果棟を視察した共産党都議団は、地下水が漏れ出している可能性を指摘。都は水質や侵入経路を調べている。現地視察は共産党に加え、自民、公明、民進３党も１６日までに行った。


　この問題をめぐっては、専門家会議が２００８年７月に敷地全体で盛り土を行うよう提言したにもかかわらず、１１年６月に完成した市場の基本設計書には地下空洞を設ける記載があったことが判明。０８年５月に当時の石原慎太郎知事が記者会見で、コスト削減や工期短縮が可能として、施設の地下に「コンクリートの箱」を埋め込む案に言及したことも分かっている。　
　また、都は１６日、土壌汚染対策を検討した有識者による専門家会議を改めて設置すると発表。地下空洞がある現状の安全性確認や対応策を検討してもらう。（時事通信2016/09/16-19:53）
豊洲市場 　空洞の水に基準値の４割のヒ素　共産都議団
毎日新聞2016年9月16日　22時56分（最終更新　9月17日　02時42分）




水がたまった青果棟の地下。コンクリートが敷設されていない砕石層がむき出しの場所では、深いところで約１５センチの水たまりができていた＝東京都江東区で２０１６年９月１６日午後２時１０分、宮間俊樹撮影
　共産党都議団は１６日、豊洲市場の青果棟地下の空洞にたまった水を分析したところ、環境基準値の４割のヒ素が検出されたと発表した。豊洲市場の土壌では元々環境基準値を超えるヒ素が検出されており、共産党は「地下水由来の水が（空洞内に）上がってきたという我々の推測を裏付ける結果だ。全ての建物にたまった水と大気を抜本的に調査すべきだ」と指摘した。 
　共産党は１４日、青果棟地下を視察し、採取した水の分析を民間の検査機関に依頼した。ヒ素は１リットル当たり０．００４ミリグラム検出された。ベンゼン、六価クロム、シアンについても分析を依頼したが、測定できなかった。 
　畑明郎・元日本環境学会会長に意見を尋ねると「ヒ素は雨水に含まれていないので、たまり水は地下水由来。ベンゼン、シアンは蒸発した可能性がある」との見解を示された。 
　有害物質に詳しい浦野紘平・横浜国立大名誉教授（環境安全管理学）は「雨水なら砂利にしみ込み降雨の度に水位が変動する。ほとんど変わっていないので地下水と考える方が自然」と話した。 
　その上で「ベンゼンは水に溶けにくく検出されなくて当然。テレビ局の依頼で私が行った検査ではアンモニアも検出された。気化したアンモニアやベンゼンがたまり、配管を伝って上がってくると良くないので、土を入れて空洞をふさいだ方がよい」と指摘した。 
　一方、青果棟、水産卸売場棟、水産仲卸売場棟の地下が報道陣に公開された。３棟全てで水がたまり、砕石層がむきだしの青果棟は最大で水深約１５センチ、砕石層の上にコンクリートを敷設した他２棟ではおおむね同１〜２センチだった。都は「雨水が壁から浸透したか地下水の水位が上がったか不明」としている。 
　青果棟の床は幅約１メートルのコンクリートが碁盤の目状に張られ、その内側は約１．５メートル四方で砕石層がむき出しになっていた。すえたような匂いが鼻につき、記者が水に触ると他２棟と比べ、ぬめりがあるように感じた。 
　水産卸売場棟は床に勾配があり、一部でコンクリートが水面から出ていた。水産仲卸売場棟も床のほぼ全面にコンクリートが敷いてあったが、壁の周りの幅約２０センチは泥がむきだしで水が濁り、水深も最大約２０センチあった。【林田七恵、久野華代】 
ヒ素検出「水は地下水」　豊洲、基準の４割濃度

東京新聞2016年9月17日 朝刊

	 報道関係者に公開された豊洲市場青果棟の地下空間＝１６日午後、東京都江東区で（佐藤哲紀撮影）
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　豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で共産党東京都議団は十六日、青果棟の地下空間にたまっていた水を、民間の検査機関で分析した結果、環境基準値を下回るヒ素が検出されたと発表した。「ヒ素は雨水に含まれない。水たまりは地下水が上がってきたものであることを示している」として今後、都に継続的な調査を求める方針を示した。

　都議団は十四日に地下空間を視察した際、床にたまっていた約二リットル分の水を採取。調査の結果、一リットルあたり〇・〇〇四ミリグラムのヒ素が検出された。環境基準値は一リットル当たり〇・〇一ミリグラムで、その四割にあたる。有害物質のうちベンゼンやシアン、六価クロムは検出されなかったが、「揮発性のベンゼンなどは蒸発した可能性があり、建物内の空気を含めて調査しないといけない」と指摘した。

　都議団は「地層の深いところにある汚染が地下水で移動する。徹底的に調査することが重要だ」と主張した。地下空間の水たまりについて、小池百合子知事は「雨水なのか、それとも地下水が上がってきたのか重大な論点になる」として調査を指示。都側は、雨水が地下に流れ込んだ可能性があるとみており、既に水を採取し分析に回している。
しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

豊洲たまり水にヒ素　共産党都議団発表　地下水に由来

　東京都が築地市場の移転予定地である豊洲新市場（江東区）で、土壌汚染対策として行うはずの盛り土を行っていなかった問題で、日本共産党都議団は１６日、青果棟地下の空間で採取したたまり水の水質検査結果を発表し、猛毒のヒ素が土壌汚染対策法にもとづく溶出量基準（１リットル当たり０・０１ミリグラム）の４割に当たる同０・００４ミリグラム検出され、たまり水が地下水由来であることを明らかにしました。

　日本環境学会元会長の畑明郎氏は「ヒ素は雨水に含まれていないので、地下のたまり水が地下水由来であることを示すものである」とのコメントを寄せました。

　たまり水は、１４日に都議団が行った２回目の現地調査で採取したもの。都内の民間検査機関に依頼して水質の検査を行いました。

　ヒ素のほか､六価クロム､シアン、ベンゼンも測定しましたが、検査機関の機器の定量限界（測定できる最小の値）未満でした。

　都議団は会見で、「たまり水が強アルカリ性だったこととあわせて、地下水由来であると考えられる。今年６月に都の調査で青果棟の建物内から検出されたベンゼンを含め、第三者の専門家を入れて空気、地下水の抜本的な調査をすべきだ」と述べました。

　豊洲新市場は東京ガス工場跡地で、都市ガス製造に伴い、発がん性物質のベンゼン、猛毒のシアン化合物、ヒ素、六価クロムなどによって高濃度で汚染されていることが都の調査で判明。都が土壌汚染対策を実施してきました。

暗闇に広がる水面＝泥混じり、最深２０センチ－豊洲市場の地下空洞


報道各社に公開された豊洲市場青果棟の地下空洞。一面に水がたまっている＝１６日午後、東京都江東区
　築地市場（東京都中央区）からの移転延期や土壌汚染問題で、混迷が続く豊洲市場（江東区）。これまで存在すら公表されていなかった主要施設の地下空洞に１６日、報道各社が入った。暗闇の中、一面に広がる水。泥が混じり、深いところでは約２０センチに達する部分もあった。
　内部はコンクリート打ちっ放しの簡素な構造。２００８年５月に当時の石原慎太郎知事が記者会見で言及したような、「箱」といった印象だ。
　青果棟では、階段を下りるにつれ、じっとりとした湿り気が徐々に強まった。地下空洞に照明器具はなく、持参したライトだけが頼り。天井に向けると、張り巡らされた配管が確認できた。長靴で踏み込むと、ばちゃばちゃと水の音が響いた。
　底面にコンクリートの敷かれた場所では、水の深さは１センチ程度。しかし、砕石層が露出している部分では、足首がすっぽりと浸るほどだった。水をすくってみると、ぬるぬるとしており、石灰水のような臭いが漂った。
　水産卸売場棟と水産仲卸売場棟の地下も、一面が水浸しだった。両棟は底の全面にコンクリートが敷かれているためか、水量は青果棟よりも少ないように見えた。それでも、壁際の側溝のような部分では２０センチほどの水。底には泥や砂利が大量にたまっていた。　（時事通信2016/09/16-21:46）
豊洲市場の地下空間公開　湿気こもり、臭い漂う

共同通信2016/9/16 19:36
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報道陣に公開された豊洲市場の水産仲卸売場棟の地下空間＝16日午後、東京都江東区　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、都は16日、建物下の地下空間を報道陣に初めて公開した。湿気がこもり、泥のような臭いがした。

　公開されたのは、盛り土がなかった5施設のうち、水がたまっていることが確認された青果棟、水産卸売場棟、水産仲卸売場棟の地下。それぞれ地下への階段が整備されている。

　入り口には酸欠や閉じ込め防止のためとして「地下ピットに出入りする際の留意事項」が掲示。2人以上で入ることや、入る前に酸素や有害物質の濃度を測定し安全を確認するといった内容が書かれていた。

豊洲市場、食品扱う主要３棟の地下を公開　報道陣向けに
朝日新聞デジタル2016年9月17日00時01分
　東京都の築地市場（中央区）が移る予定の豊洲市場（江東区）で、食品を扱う主要３棟の地下が１６日、報道陣に初めて公開された。都が「盛り土をした」と説明してきた地下には空間があり、一面に水がたまっていた。
　共産党都議団は同日、採取した水を検査した結果、環境基準を超える有害な化学物質は検出されなかったと発表した。３棟のうち青果棟の水の検査を民間検査機関に依頼。ベンゼン、六価クロム、シアンは検出されず、環境基準の４割のヒ素が検出されたという。都も水を検査している。
報道公開された豊洲市場青果棟の地下。床には濁った水がたまっていた＝１６
日午後２時２７分、東京都江東区、時津剛撮影
豊洲市場の地下空洞、深さ最大20センチの水たまり 
日経新聞2016/9/17 1:18
　築地市場（東京・中央）の移転予定先である豊洲市場（同・江東）の建物の地下が空洞となっている問題で、東京都は16日、主要３施設の地下部分を報道陣に公開した。床には深い所で20センチの水がたまっていた。雨水か地下水かは不明という。都によると５月に建設会社が引き渡した時には水はなかった。
　共産党都議団は16日、青果棟の水からヒ素が検出されたが、環境基準以下だったと発表した。
自民党都議団が豊洲視察＝石原氏は沈黙－築地移転問題
　東京都の築地市場（中央区）の移転をめぐる問題で、自民党都議団は１６日、移転先に予定される豊洲市場（江東区）の視察に入った。土壌汚染対策の盛り土がなされず、地下に水がたまっていた各棟の状況などを実地検分した。島崎義司都議は視察後、記者団に「都が今、調査しているので、結果を早く出してほしいと伝えた」と語った。
　汚染対策として盛り土ではなく、「地下にコンクリートの箱を埋める」という工法もあると２００８年、知事会見で発言した石原慎太郎氏の自宅前には同日、報道陣が詰め掛けた。石原氏は同日午前の取材には応じなかった。　
　この問題では、移転先の豊洲の敷地が東京ガスの工場跡地で、土壌が汚染されていたため、都は専門家会議の提言に従って全域を掘削した上で盛り土をしたと説明してきた。だが、青果棟など主要な施設の地下は盛り土がなされず、空間となっていることが最近発覚した。（時事通信2016/09/16-13:20）
豊洲地下利用案「石原知事の指示で検討」　当時の市場長
朝日新聞デジタル2016年9月16日11時46分
　東京都の築地市場（中央区）から移転する予定の豊洲市場（江東区）で、主な施設の地盤に盛り土がなかった問題に関連し、石原慎太郎知事（当時）が言及していた「地下利用」の案について、当時の都の担当幹部は１６日、「石原知事の指示で検討した」と話した。双方の言い分が食い違っており、議論になりそうだ。
　石原氏は２００８年５月３０日の定例記者会見で、研究者の案を紹介する形で、豊洲市場の建物下に「コンクリートの箱のようなもの」を埋める方法に言及。「安くて早く終わるんじゃないかということでしたね」などと述べた。当時、土壌汚染対策を検討していた都の専門家会議が同１９日に決めた「土壌を入れ替えて盛り土をする」方法と矛盾していた。
　石原氏の案について、都中央卸売市場長だった比留間英人氏は「石原氏に『検討してみてくれ』と言われた」と話す。ただ、検討の結果、高い工費が予測されたため採用しなかったという。「『地下利用』というより工費を下げる可能性がある案という趣旨だった。石原氏の案が影響して盛り土のない現状になったとは思わない」とも話した。
　石原氏は当時の発言について１５日、「（都職員から）報告を受けて、記者会見で報告しただけですよ」などと述べていた。
社説　今、憲法を考える（読者から）　不断の努力かみしめて

東京新聞2016年9月17日

 　貴重なご意見をたくさんいただき、心から感謝します。

　「危惧している」こととして、金沢市の女性は「集団的自衛権の名のもとでの国際平和活動（戦争）への参加、国家緊急権の乱用による独裁への道などが憲法改正によって現実のものとなるかもしれない」と書きます。

　改憲が既定路線になってはいないか、それに対する恐れです。匿名の人は「本当に憲法を改正したいのであれば国民に正面から訴え、何をどのように改正するのか丁寧に説明すべきだ」としたうえで、「そもそも憲法改正論議が国民の側からはとくに出てきていない」点から疑問を呈しています。

　改憲の切実な事情があるのか不明だからです。埼玉県新座市の男性からは「私たちの周りにも改憲論者はいます。それは（憲法施行から）長すぎるから、一度変えてみれば」といった意見が多いと教えてもらいました。でも、憲法公布から七十年。人権宣言は二百年以上も尊重されています。

　戦争放棄を定めた九条の改正には不安視する声が多く寄せられました。ある女性は「私の父はフィリピン・ルソン島で戦死。二度と戦争を起こしてはならないと、苦労を重ねた母は私たちに言い残して、九十四歳の命を閉じました」。ある男性からは「戦争は人の心を鬼にします。多くの戦友が戦病死。無事帰れた私は運の良い男です。二度と戦はしない、九条を守る、私の務めです」。戦争を知る人こその意見でしょう。

　それに対し、名古屋市昭和区の男性（６２）は北朝鮮のミサイル報道に接し、「自前の国産の憲法を制定する必要を感じた」と言います。石川県加賀市の男性（８０）も「平和憲法などと金科玉条のようにありがたがっているが、日本の周囲に存在する『困った隣人たち』がそんな崇高な理想を忖度（そんたく）してくれるかどうか」と疑問を投げかけます。それも理解できます。

　九条は理想で現状にそぐわないという批判がありますが、東京都昭島市の男性はこう考えます。「理想と現実は絶えず乖離（かいり）する。現実に理想をなじませるのではなく、少しでも理想に現実を近づけるよう努力すべきだ」

　他にも「改憲ありきの議論に乗せられるな」「国民の無関心こそなくせ」－。戦後の歴史の岐路かもしれません。不断の努力こそ求められます。読者のみなさんの声を大切にし、改憲論の行方を注視していきます。

社説　辺野古判決　それでも対話しかない
朝日新聞デジタル2016年9月17日（土）付
　国の主張が全面的に認められた判決だ。だからといって、政府が沖縄の不信を解く努力を怠れば、問題解決には決してつながらない。
　米軍普天間飛行場の辺野古移設をめぐり、国と県が争った裁判で、福岡高裁那覇支部は国側勝訴の判決を言い渡した。
　「普天間の被害を除去するには辺野古に基地を建設する以外にない」と言い切ったことに、大きな疑問を感じる。
　長い議論の歴史があり、国内外の専門家の間でも見解が分かれる、微妙で複雑な問題だ。だが、この訴訟で裁判所が直接話を聞いたのは翁長雄志知事ひとりだけ。それ以外の証人申請をことごとく退け、法廷を２回開いただけで打ち切った。
　そんな審理で、なぜここまで踏みこんだ判断ができるのか。しなければならないのか。結論の当否はともかく、裁判のあり方は議論を呼ぶだろう。
　国と県はこの春以降、話しあいの期間をもった。だが実質的な中身に入らないまま、参院選が終わるやいなや、国はこの裁判を起こした。
　判決は「互譲の精神」の大切さを説き、「国と県は本来、対等・協力の関係」と指摘しながらも、結果として国の強硬姿勢を支持したことになる。
　辺野古移設にＮＯという沖縄の民意は、たび重なる選挙結果で示されている。
　翁長知事は判決後の会見で、最高裁の確定判決が出れば従う姿勢を明確にする一方、「私自身は辺野古新基地を絶対に造らせないという思いをもってこれからも頑張りたい」と語った。
　国が埋め立て計画の変更申請を出した際など、様々な知事権限を使って抵抗する考えだ。
　一日も早く普天間の危険をなくしたい。その願いは政府も県も同じはずだ。対立ではなく、対話のなかで合意点を見いだす努力を重ねることこそ、問題解決の近道である。
　だが参院選後、政府による沖縄への一連の強腰の姿勢に、県民の不信は募っている。
　大量の機動隊員に守らせて東村高江の米軍ヘリパッド移設工事に着手し、工事車両を運ぶため自衛隊ヘリを投入した。来年度予算案の概算要求では、菅官房長官らが基地問題と沖縄振興のリンク論を持ち出した。
　政府が直視すべきは、県民の理解がなければ辺野古移設は困難だし、基地の安定的な運用は望み得ないという現実だ。
　県民の思いと真摯（しんし）に向き合う努力を欠いたまま、かたくなな姿勢を続けるようなら、打開の道はますます遠のく。
社説　「辺野古」国勝訴　翁長知事の違法が認定された

読売新聞2016年09月17日 06時02分

　米軍普天間飛行場の移設問題の経緯や在日米軍駐留の重要性などを踏まえた、妥当な判決だ。

　普天間飛行場の辺野古移設を巡り、福岡高裁那覇支部は、沖縄県の翁長雄志知事が移設先の埋め立て承認の取り消し処分を撤回しないのは「違法」と認定した。

　判決は、辺野古移設について、普天間飛行場の騒音被害や危険性を除去する観点から、「必要性が極めて高い」と指摘した。

　さらに、環境悪化などの不利益や、基地の縮小を求める沖縄の民意を考慮しても、仲井真弘多前知事の埋め立て承認の取り消しは許されない、と判断した。政府の主張を全面的に認めたものだ。

　司法が移設の必要性や公共性を認め、後押しした意義は大きい。翁長氏は、判決内容を重く受け止めなければならない。

　今年３月の政府と県の和解は、総務省の第三者機関の判断を踏まえて県が提訴する、と定めた。だが、県が見送ったため、政府が７月に提訴した。判決は、県の提訴見送りにも疑問を呈した。

　評価できるのは、翁長氏支持派による在沖縄海兵隊の撤退要求を判決が明確に否定したことだ。

　判決は、海兵隊について「沖縄から移設されれば、機動力・即応力が失われる」と指摘した。沖縄県外への移転が困難とする政府の判断は「現在の世界、地域情勢から合理性がある」とした。

　辺野古移設は、普天間飛行場の移設が難航する中、日米両政府と地元関係者がぎりぎりの折衝を重ねた末、「唯一の解決策」として決定したものだ。こうした経緯に判決は理解を示したと言える。

　判決は、外交・国防は自治体が「本来所管する事項ではない」と指摘した。自治体が「国全体の安全という面から判断する権限、組織体制、立場を有しない」ことを理由に挙げている。

　１９９９年制定の地方分権一括法で、政府と自治体は「対等」と位置づけられたが、外交・国防は政府の専管事項であることを改めて明確にしたのは適切である。

　翁長氏は、判決について「沖縄県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断だ」と語った。近く上告するという。最高裁にも現実的な判断を求めたい。

　懸念されるのは、翁長氏が、仮に敗訴が確定しても、移設阻止の動きを続けると公言していることだ。和解では、「判決確定後は、趣旨に沿って互いに協力して誠実に対応する」ことで合意した。翁長氏は合意を尊重すべきだ。

社説 　辺野古で国勝訴　解決には対話しかない
　沖縄県・米軍普天間飛行場の辺野古移設をめぐる国と県の対立は、最終的に裁判で決着させるのは難しく、話し合いで解決するしかない。 
　翁長雄志（おながたけし）知事が辺野古の埋め立て承認を取り消した処分を撤回しないのは違法だとして、国が知事を訴えた違法確認訴訟で、福岡高裁那覇支部は、国の主張を全面的に認める判決を言い渡した。 
　判決は「普天間の被害を除去するには辺野古以外にない」と断定した。「県外移設はできない」という国の判断について「戦後７０年の経過や現在の世界、地域情勢から合理性があり尊重すべきだ」とした。 
　沖縄県は上告する方針だ。翁長氏は判決について「地方自治制度を軽視し、県民の気持ちを踏みにじる、あまりにも国に偏った判断」と批判し、あらゆる手段を使って辺野古移設を阻止する考えを示した。 
　この先、最高裁がどういう判断をするかは見通せない。ただ、最高裁で国の勝訴が確定したとしても、知事の権限は大きく、翁長氏にはいくつかの対抗手段がある。 
　例えば、埋め立て承認の「取り消し」ではなく、改めて承認を「撤回」する可能性が指摘されている。 
　取り消しが、承認時の手続き上の瑕疵（かし）を理由にした処分なのに対し、撤回は承認後の状況の変化を理由にした処分だ。 
　また、移設計画の変更が必要になった場合、国は改めて知事の承認を得る必要がある。知事が承認しなければ計画は進まなくなる。 
　福岡高裁那覇支部の多見谷寿郎裁判長は、以前の国と県との代執行訴訟でも裁判長を務めた。その時の和解勧告は、国が勝っても「延々と法廷闘争が続く可能性がある」として、国と県が話し合って最善の解決策を見いだすのが本来あるべき姿だと指摘していた。 
　今回の判決文でも、国と県の対立について「互譲の精神により解決策を合意することが対等・協力の関係という地方自治法の精神から望ましい」としている。そのうえで「その糸口すら見いだせない」と話し合い解決の可能性に否定的な見方を示し、判決を出したのだと説明した。 
　自民党の二階俊博幹事長は先日、翁長氏と会談した際、戦後日本の安全保障を支えた沖縄の歴史に触れたという。翁長氏は「そういう言葉から始まることが首相官邸ではなかった。大きな壁をつくりながら話をするのか、耳を傾けて話をするのか全然違う」と、沖縄に冷淡な官邸の姿勢を批判した。 
　政府は沖縄と形だけの協議はしても、真剣に議論しようという態度に欠けていたのではないか。対話による解決にもっと努力すべきだ。 
社説　「北風」で普天間移設できるか 
日経新聞2016/9/17付
　米軍普天間基地の沖縄県名護市辺野古への移設をめぐる国と県の争いに初の司法判断が下った。ただ、敗訴した県は最高裁に上告する方針で、決着にはなお時間がかかる。国は最高裁でも勝つに決まっているとたかをくくらず、県との歩み寄りに努めるべきだ。
　辺野古移設に必要な公有水面の埋め立ては知事に諾否を決める権限がある。仲井真弘多前知事は承認したが、翁長雄志現知事は取り消した。福岡高裁那覇支部は知事の取り消しを取り消せという国の主張は妥当だと判断した。
　判決は、国防・外交上の事項は「国の本来的任務」であり、「尊重されるべきだ」と指摘した。同時に普天間基地の県内移設によって「基地負担が軽減される」として「承認を取り消すべき公益上の必要が優越しているとはいえない」と強調した。
　国の言い分をそのまま認めた形であり、最高裁もこれを踏襲する可能性が高い。問題は、司法判断が確定したとしても、それで移設がすんなり進むとは言い切れないところにある。
　沖縄ではこのところ国政選で移設反対の候補が勝ち続けている。この民意を追い風に翁長知事はあらゆる権限を駆使して移設工事を妨げる考えだ。
　他方、安倍政権は2017年度予算案の概算要求で沖縄関連予算を減らした。「毎年使い切れていない」と説明するが、減額すれば兵糧攻めと受け取られることはわかっているはずだ。
　双方の対立は移設の是非はどこへやら、もはや感情論の域に達している。本土は沖縄のことをないがしろにしている。県民がそう考え続ける限り、打開の糸口は見いだせない。
　政治的困難を解決するには北風を吹かせるだけでなく、太陽も必要だ。自民党の二階俊博幹事長が訪沖し、翁長知事に「難しいことはたくさんあるが乗り越えたい」と伝えたそうだ。こうした信頼関係づくりは重要だ。政府がどう動くのかに注目したい。
社説　日米防衛相会談　北の脅威に共同対処を強めよ

読売新聞2016年09月17日 06時01分

　我が国の安全保障環境が厳しさを増す中、日米両政府がより緊密に連携し、機動的な共同対処を行う体制を構築することが重要である。

　稲田防衛相が訪米し、カーター米国防長官と会談した。北朝鮮の相次ぐ核実験や弾道ミサイル発射について、「日米両国に対する安全保障上の重大な脅威である」との認識で一致した。

　北朝鮮は、核弾頭を搭載したミサイルの完成、配備を目指し、突き進んでいる。度重なる実験と発射により、核の小型化技術やミサイルの精度は相当程度、向上したと覚悟せねばなるまい。

　カーター氏は、日本防衛目的の米国の核抑止力を再確認した。北朝鮮の挑発への抑止力を高めるものと評価できる。

　自衛隊と米軍の情報共有や共同の警戒監視活動を着実に拡大することが大切だ。日米に、韓国、豪州、インドなどを加えた多国間の訓練や防衛協力にも力を入れ、北朝鮮包囲網の強化を図りたい。

　尖閣諸島周辺での中国公船の頻繁な領海侵入に関して、稲田氏は「日本の主権侵害であり、断固受け入れられない」と強調した。

　カーター氏は、尖閣諸島を日米安保条約５条の適用対象と認め、中国の一方的な行動への反対を明言した。その意義は大きい。

　南シナ海での中国の軍事拠点化について、両氏は、「地域の緊張を高める行動で、国際社会の懸念事項だ」との認識を共有した。

　中国は、７月の仲裁裁判所判決を無視する構えを崩していない。力による現状変更の既成事実化は許されない。日米両国は、巡視船の供与や人材育成を通じて、南シナ海沿岸国の海上保安能力の向上を引き続き支援するべきだ。

　稲田氏は、ワシントンでの講演で、中国の人工島周辺における米軍艦船の巡視活動を強く支持した。日本が、米軍との共同巡航訓練などを通じて、南シナ海への関与を強める方針も表明した。

　軍事力を背景とした中国の海洋進出に自制を促すには、米国だけでなく、日本や関係国が積極的に協調行動を取り、中国に圧力をかけることが欠かせない。

　米軍普天間飛行場の移設問題に関し、稲田氏は会談で、辺野古移設が「唯一の解決策との立場は不変である」と強調した。米軍輸送機オスプレイの訓練の沖縄県外移転について協力要請し、カーター氏も前向きな考えを示した。

　日米同盟の根幹である米軍の駐留を円滑に続けるため、両国は沖縄の負担軽減に一層努めたい。

産経新聞2016.9.17 05:03更新 
主張　安保法制　血の通う日米協力実現を
　集団的自衛権の限定行使を容認する安全保障関連法の成立から、まもなく１年を迎える。
　この間にも、日本を取り巻く安全保障環境は厳しさを増した。
　戦争を抑止するための安保関連法をしっかりと活用し、平和を守る。それが必須なのである。
　安倍晋三首相は自衛隊高級幹部に対し、安保関連法や新日米防衛協力指針（ガイドライン）などを挙げて「血の通ったものとする」と訓示した。
　とりわけ重要なのは、朝鮮半島有事や東・南シナ海危機において日米協力が円滑に進むことだ。
　そのための十分な訓練を欠くことはできない。それ自体が日本と国民を守る抑止力として作用することを、重く考えてほしい。
　北朝鮮は、弾道ミサイルに積む核弾頭を小型化するための核実験に踏み切った。陸上発射型に加え、潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）の実験も強行した。
　安倍首相とオバマ米大統領は「今までとはレベルの異なる脅威」との認識を共有している。極めて深刻な事態である。
　中国は、東・南シナ海の覇権を追求している。
　６月には、尖閣諸島周辺の公海上空において中国機の攻撃的飛行が原因で、日中の戦闘機が空中戦の手前までいく事態が起きた。中国海軍の艦艇も日本の接続水域や領海に侵入した。
　海上民兵が乗った中国の大漁船団が８月、尖閣沖へ押し寄せ、中国公船と漁船が連携して領海に侵入してきた。
　南シナ海問題で、中国は仲裁裁判所の裁定を「紙くず」と切り捨て、人工島の軍事拠点化を進めている。この国にどう対処していくかは、党派を超えた喫緊の課題といえよう。
　安保関連法に反対してきた陣営は「戦争法」というレッテル貼りまでして抵抗してきた。
　だが、共産党を含めた民進党などの野党連携は、参院選で敗北した。もはや安保法廃止というステージは終わったのだ。民進党は抑止力を高めるための議論にこそ加わるべきである。
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）で１１月中旬に南スーダンへ派遣予定の陸上自衛隊の部隊が、同法に基づく「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の実動訓練を始めた。新任務として付与できる態勢を整えてほしい。
しんぶん赤旗2016年9月17日(土)

主張　満州事変と戦争法　侵略と戦争の歴史繰り返すな

　８５年前の１９３１年９月１８日、当時中国に駐留していた日本軍(｢関東軍｣)が｢満州」と呼んでいた中国東北部の奉天(現在の瀋陽)近郊の柳条湖で日本が管理する南満州鉄道の線路を自ら爆破、それを口実に中国軍を攻撃し、「満州事変」の火ぶたを切りました。侵略は満州全土から中国大陸に拡大し、４５年８月の敗戦まで１５年にわたったアジア・太平洋戦争の始まりとなりました。「事変」から８５年の節目の今年、憲法の平和原則を乱暴に破壊する戦争法が施行され、海外での自衛隊の活動が本格化されようとしています。歴史の誤りの再現は絶対に許せません。

「権益確保」を口実にして

　日本軍が「満州事変」を始めたのは、「満州」への侵略を拡大し、日本の領土と権益を広げるためでした。日本は１８９０年代の日清戦争や２０世紀初めの日露戦争以来、朝鮮半島や中国への侵略を進め、日本軍の駐留や南満州鉄道などの利権を認めさせていました。それをさらに拡大し確実なものにするために、鉄道爆破をでっち上げたのが「満州事変」です。

　当時日本の侵略に対し中国国民の反発が広がっており、日本などからの「移民」が襲撃されたり、活動中の日本軍将校が殺されたりすることもありました。これにたいして日本軍は「権益を守る」を理由に侵略を拡大したのです。

　戦争でまず犠牲になるのは真実だという言葉がありますが、日本軍が｢権益守れ｣や｢居留民保護｣を侵略拡大の口実にしたのは重大です。日本が中国に進出したのは侵略と戦争の結果であり、日本の｢権益守れ｣は侵略した側とされた側をあべこべに描くものです。自ら起こした鉄道爆破を侵略拡大の口実とするなどは全く論外です。

　安倍晋三政権が戦争法を発動してまず狙っているのは、南スーダンに国連の平和維持活動（ＰＫＯ）で派遣している自衛隊に「駆け付け警護」や「宿営地共同防護」の任務を与えることや、日米軍事同盟のもとで集団的自衛権行使に踏み出して米軍の戦争を支援することなどで、いますぐ「満州事変」のような侵略を日本が単独であからさまに行おうというわけではありません。しかし戦争法を発動し、日本の自衛隊が海外で「殺し殺される」ことになれば、いつ何時「権益」だと称して戦争を始める国になる危険は否定しきれません。

　安倍政権は戦争法にとどまらず､｢二度と戦争の惨禍を繰り返さない」と誓った日本国憲法そのものの改定を狙っています。自民党の憲法改正草案は｢自衛｣権の行使に一切制限を設けず､自衛隊は｢国防軍」に変えてしまおうというものです｡｢満州事変｣以来の｢戦争への道」を繰り返さないためにも、戦争法の発動とそれに続く改憲を許さないことが必要不可欠です。

戦争法発動許さぬ共同を

　「満州事変」当時、日本の政府も政党も、マスメディアまでもが軍部が始めた戦争に同調する中で、日本共産党とその支援者、協力者は命懸けで侵略と戦争に反対しました。そのたたかいは戦後、憲法の平和原則となって結実し、戦後７０年余、日本が戦争の道に踏み出すのを阻止してきています。

　「満州事変｣から８５年､戦争法が発動されようとしている今が正念場です。戦前戦後の歴史を生かし戦争を許さないため、力を合わせ力を尽くそうではありませんか。

社説　民進党　蓮舫氏のもとに結束を

朝日新聞デジタル２０１６年9月16日
　民進党の新代表に、蓮舫氏が大差で選ばれた。
　安倍首相「１強」のもと、衆参両院とも与党が圧倒的多数の議席を握るなか、野党第１党の民進党は崖っぷちにいる。
　そんな苦境だからこそ、次の衆院選に向けて、知名度の高い蓮舫氏を党の顔にと幅広い期待が集まったのだろう。
　過去の失敗から何を学び、どのような政権戦略を描くのか。新代表の真価が問われるのは、まさにこれからだ。
　民主党政権が失敗した要因の一つは、党内の足の引っ張り合いだった。「親小沢対反小沢」に代表される対立が党分裂に至り、国民の不信を招いた。
　今回の代表選では憲法改正、沖縄の基地問題などで３候補の主張には違いがあった。
　議論は活発に行い、党として決めた後は結束してことにあたる。新代表のもと、そんな政治文化を今度こそ育ててほしい。
　もっとも、結束だけでは国民の信頼は取り戻せない。
　代表選では「低所得者にも納税をお願いしたうえで、就学前教育の無償化や介護の充実に取り組む」（前原誠司氏）、「毎年５兆円の『こども国債』を発行し、子育て、こども施策の予算を倍増」（玉木雄一郎氏）など特色ある提案もあった。
　党内外の多様な意見を取り込み、説得力ある政策体系に練り上げていく。そんな柔軟さも新代表には求められる。
　次の衆院選に向け、自公連立に代わりうる政権づくりをどう構想するかも大きな課題だ。
　ただでさえ強大な安倍政権に対し、野党がバラバラでは相手にならない。野党の連携は政権へのチェック機能を強め、政権の受け皿をつくるために欠かせない。それを主導するのは野党第１党の責任だ。
　代表選出後、蓮舫氏は「ほかの野党と協力してきた経緯がある。大きく振り切っていこうという話ではない」と語った。
　参院選１人区で一定の成果を上げた共産党などとの選挙協力を、どこまで進めるのか。政権選択選挙となる衆院選では協力へのハードルは高くなるが、議論から逃げてはならない。
　一足飛びの信頼回復はない。２６日召集の臨時国会では一歩一歩、実績を積み上げ、国会に緊張感を取り戻してほしい。
　代表選では、蓮舫氏の「二重国籍問題」が指摘された。
　蓮舫氏は台湾籍の放棄手続きをとり、謝罪したが、説明が変転したことで批判を受けた。こうした時にどう対処し、国民の理解を得るのかも党全体の課題である。

社説　蓮舫民進新代表　党再生への先頭に立てるのか

読売新聞2016年09月16日 06時03分

　民進党を取り巻く環境は厳しい。低迷を脱し、党を再生する足がかりにできるのだろうか。

　民進党代表選は、蓮舫代表代行が、前原誠司元外相らを大差で破って、新代表に選出された。

　蓮舫氏は、「重責をしっかり受け止め、党を立て直す先頭に立っていきたい」と決意を語った。

　前身の民主党時代を通じて、女性党首は初めてだ。蓮舫氏の清新さと発信力、民進党のイメージ刷新に対する党内の期待は大きい。それが、「経験」を訴えた前原氏らを圧倒した要因だろう。

　蓮舫氏は、「批判だけでなく、積極的に提案をしていく」との考えを強調した。重要なのは、安倍政権の経済・社会保障政策などに説得力のある対案を示すことだ。蓮舫氏の指導力が試される。

　当面の焦点は、共産党などとの野党共闘のあり方である。

　蓮舫氏は、岡田克也前代表が主導した共闘の枠組みは維持する考えを示す。一方で、「民進党が立てる旗を他党がどう考えるかだ」と述べ、軌道修正も示唆した。

　衆院選での共産党との連携は、現実的な政策合意が前提となる。共産党の票欲しさに、隔たりが大きい安全保障政策などで妥協を重ねることはないのか。民進党の主体性の確保が問われよう。

　憲法改正について、蓮舫氏は、「衆参憲法審査会にいつでも出て行く」と議論に応じる姿勢を示した。２６日召集の臨時国会から、言葉通りに対応してもらいたい。

　「時代の変化に応じた憲法を構想する」「憲法９条は守る」という主張だけでは物足りない。「対案路線」を掲げる以上、具体的な改正案も提示する必要がある。

　臨時国会では、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案が審議される。蓮舫氏が「米国が批准しない可能性がある」などとして、承認案に反対したのは疑問だ。

　批准が難航する米国を後押しするためにも、日本の早期承認が欠かせない。そもそも、ＴＰＰ交渉参加にかじを切ったのは、民主党政権だ。米国内の事情を理由に反対するのはご都合主義である。

　蓮舫氏の台湾籍問題は、代表選にほとんど影響しなかった。

　前原氏は「リーダーになる人はEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(うそ),嘘)をついてはいけない」と指摘した。篠原孝衆院議員らは蓮舫氏に詳細な説明を求めたが、こうした動きは封じ込められた。

　国政に関与しながら「二重国籍」に関心が薄く、国籍法違反の疑いのある党首を頂くことに抵抗のない議員が多いのは残念である。

社説 　蓮舫民進代表　厳しさを自覚してこそ
毎日新聞2016年9月16日　東京朝刊
　民進党の新代表に蓮舫代表代行が選出された。同党の前身である民主党、維新の党を通じて女性が党首に就くのは初めてだ。 
　大差での勝利は「選挙の顔」として自民党と渡り合うことへの期待の表れだろう。だが、党首が交代したからといって、国民の期待感が高まるような甘い状況ではない。 
　参院選での敗北後、岡田克也代表が不出馬を表明して代表選は行われた。立候補した３氏が自民党に対抗する理念をどう示すかが注目されたが、蓮舫氏のいわゆる「二重国籍問題」に関心は集中した。 
　蓮舫氏は父親が台湾人、母親が日本人で１７歳の時に日本国籍を取得した。蓮舫氏が台湾籍を持ったままではないかとインターネットで指摘されたのが問題の発端だった。 
　蓮舫氏は台湾籍は放棄済みだと説明していた。ところが、その後籍が残っていたことが判明したとして「記憶が不正確で混乱を招いた」と謝罪した。 
　蓮舫氏は現在、台湾籍の放棄手続きを進めているという。「二重国籍」でも法律上は被選挙権や閣僚の適格性を失うわけではない。外交関係がない日台間には国籍に関して特殊な事情があるとはいえ、日本の国籍法はどちらかの籍を選ぶよう定めている。きちんと放棄手続きを取っておくべきだった。 
　それ以上に問題なのは、当初は「生まれたときから日本人」と答えていたように、国籍という基本的な問題で説明がぶれたことだ。野党第１党の党首としての資質にすら疑問符がつく軽率な対応である。 
　あまり議論が深まらなかった路線や政策の具体化も急ぐ必要がある。 
　蓮舫氏は安倍政権への批判一辺倒ではなく、対案の提示に努めることや、憲法改正をめぐる国会の議論にも統治機構改革などで積極的に加わる考えを示した。 
　民進党が支持層を広げるためには穏健保守や中道層への浸透が欠かせない。「左」に偏りすぎないスタンスを意識してほしい。 
　岡田氏が参院選で選挙協力に踏み込んだ共産党との関係については連立を否定しながら、衆院選での選挙協力に含みを持たせている。衆院選が政権選択の選挙である以上、基準をもっとはっきり示すべきだろう。 
　財源論も避けて通れない。格差是正を説く一方で、消費増税について「行政改革が前提」と説明している。具体的な財源が不確かでは、民主党の二の舞いを演じかねない。 
　政権を担い得る政党への脱皮は容易でない。新体制の前途を危ぶむ声は党内にもある。船出の厳しさを十分に自覚して、まずは党内の結束に全力を注ぐべきだ。 
社説　何が欠けているのか民進党に自覚はあるか 
日経新聞2016/9/16付
　民進党の新代表に蓮舫参院議員が就任した。「（有権者に）選んでもらえる政党に立て直す」と抱負を述べたが、高い内閣支持率を誇る安倍政権に対抗するのは容易ではない。民進党に欠けているのは何なのか。党をあげてきちんと自覚しなければ、数少ない看板議員を食いつぶすだけに終わる。
　蓮舫陣営には岡田克也前代表を支えてきた野田佳彦前首相らに加え、前回の代表選では岡田氏と競った細野豪志氏らのグループも参加した。最初の投票で過半数のポイントを得て圧勝した。
　裏返せば、岡田路線と全く違う方向には行かないだろう。そのなかで、どう独自性を出すのか。言葉だけが躍ることのないようにしてもらいたい。
　民進党といえば、さまざまな出自の議員の寄り合い所帯で、憲法や外交・安保などを巡って党内はばらばら、というのが一般的な見方だろう。政策をしっかりと詰めることは大事である。
　ただ、それ以前にすべきことがたくさんある。旧民主党政権を崩壊させた結束力のなさ、決めたことを守らないガバナンスの欠如などは改まっただろうか。蓮舫氏は代表選に先立つ候補者演説で「ビラが捨てられる」と嘆いてみせた。政策を訴えようにも、そもそも聞いてもらえない、という自覚は少なくともあるのだろう。
　だとすれば、代表選の最大の話題だった二重国籍問題はどうしたことか。父が台湾人だったことに何の問題もない。だが、政敵はそこを攻めてくるという認識がゼロだったとしたら、それは危機管理能力の問題である。
　民進党には専門分野には詳しいが、それを上手に生かせない議員が少なくない。自分の言いたいことだけを話し、反論されると急に立ち往生する。政治とカネの問題を巡り、他党の疑惑を追及したら民進党もそうだった、ということもあった。
　有権者が求めているのは、さっそうとしたルックスでも横文字の肩書でもない。社会人としての当たり前の振る舞いであり、きちんとした組織運営だ。
　安倍政権の支持率は高いが、ＮＨＫの最新の世論調査によると、支持理由のトップは「他の内閣より良さそうだから」である。いわば民進党こそが安倍政権の最大のサポーターだ。競争原理が働かないと進歩は生まれない。しっかりした野党がそろそろ必要である。
産経新聞2016.9.16 05:02更新 
【主張】　蓮舫新代表　疑念抱え船出できるのか
　民進党の新代表に選出された蓮舫氏は、野党第一党の党首にふさわしい資質の持ち主なのか。重大な疑念を抱えたままでのスタートである。
　最大の理由は、言うまでもなく日本と台湾の「二重国籍」問題を指摘された蓮舫氏の極めて無責任な対応にある。
　代表選の終盤になって手続きに不備があったことを認めたが、公人としての基本的な事柄に関わる国籍問題を軽視し、説明を二転三転させていた。
　党内から代表選の正当性を疑う声も上がる異常事態である。指導者としての政治スタイルや人間性までもが問われていることを、自覚してもらいたい。
　代表選は、民進党が政権の「受け皿」たり得るかを見極める上でも重要な行事だった。だが、主として蓮舫氏の国籍問題に焦点が集まってしまった。
　それもやむを得ない。国会議員が日本国籍者に限られるのは当たり前だ。国籍法には「（外国籍の）離脱に努めなければならない」との努力規定がある。
　有権者の代表たる国会議員が軽んじてよい話ではない。もし、外国籍を有する政治家が自衛隊の最高指揮官となる首相や、国家機密を扱う閣僚に就くことになったらどうなるのか。
　蓮舫氏は旧民主党政権時に閣僚を経験しているが、そうした問題意識を欠いていた。
　台北駐日経済文化代表処に除籍の手続きをしたのは代表選の告示後だった。
　産経新聞のインタビューで国籍問題を問われると、「意味が分からない」とかわした。
　すでに除籍は済んでいるかのごとく振る舞っていたが、その根拠はなかった。その場しのぎの説明を重ね、重大な背信行為を認めざるを得なくなったのだ。
　旧民主党は政権を迷走させて野党に転落し、いまなお国民の信頼を取り戻せていない。自らに都合の悪いことへの指摘や批判に向き合おうとせず、現実性のない抽象的な政策を示す姿勢が党の再生を妨げてきた。
　国籍問題で蓮舫氏がとった姿勢とも重なり合うのではないか。
　政権の受け皿となるには、まず憲法や外交・安全保障政策で、現実的な視野を持たねばならない。建設的な党内論議を促進する気がないなら、安倍晋三政権と正面から対峙（たいじ）するのは困難である。
社説　民進代表に蓮舫氏　包摂と説得の政治へ

東京新聞2016年9月16日

 

　民進党新代表に蓮舫参院議員が選出された。党勢回復は前途多難だが、「安倍政治」が欠く「包摂」と「説得」の政治文化を取り戻す契機としてほしい。

　民主党と維新の党が合流して三月に結成された民進党。初の選挙による代表選びは、代表代行だった蓮舫氏（４８）が、かつて民主党代表を務めた前原誠司元外相（５４）、初めて代表選に立候補した玉木雄一郎国対副委員長（４７）を退けた。

　蓮舫氏は、旧民主党時代を含めて初の女性代表だ。国会議員、国政選挙公認候補予定者、自治体議員、党員・サポーターのすべての票を制したことからは、同氏への期待の高さがうかがえる。

◆傍観や冷笑ではなく

　蓮舫氏は新代表就任のあいさつで「これからもいばらの道、険しい道かもしれない。それでも登り続けて、しっかり政権を担い、私たちが今、同じ思いを持つ国をつくりたい」と述べた。

　新代表が自覚するように、民進党を取り巻く政治状況は依然厳しい。政権転落した二〇一二年の衆院選以降、国政選挙では四連敗。政党支持率も１０％前後と低迷し、４０％前後を維持する自民党に大きく水をあけられている。

　政権転落から四年近くがたっても、反転攻勢のきっかけがつかめないのが実情だ。旧民主党政権時代、公約に違反し、未熟な政権運営で期待を裏切ったことへの有権者の不信感が、それだけ大きいということだろう。

　一度失った有権者の信頼を取り戻すのは容易ではないが、野党第一党がこのまま低迷し、政権の選択肢になり得ない状況が続くのは日本の民主主義にとって不幸だ。

　私たち有権者も、選択肢となり得る政党を根気強く育てる努力を怠るべきでない。それが自分たちの民主主義を強くする。傍観や冷笑は民主主義の自殺行為である。

◆政策論議に労厭うな

　自民党政治の後追いや二番煎じでは、再び政権を担い得る選択肢とはなり得ない。安倍晋三首相が総裁として率いる自民党が失い、ぽっかりあいた穴を埋めるような政治が、政権を目指す蓮舫民進党には求められている。

　それをあえて「包摂」「説得」と表現し、民進党の政策立案の指針に加えるよう望みたい。

　包摂とは字義通り「包み込む」ことである。政治「改革」で衆院に小選挙区制が導入されて以降、「敵」か「味方」かに分け、過剰に攻撃する風潮が国会内のみならず、社会全体に広がる。政権に異を唱える者を徹底的に攻撃し、排除しようとする傾向すらある。

　経済政策や社会保障政策も同様である。社会的弱者を自己責任論で切り捨てる。一部の者は富を増すかもしれないが、経済格差が広がり、結果として社会全体から意欲と活力を失う。そのような冷徹な社会が、日本が追い求めてきた理想の姿なのだろうか。

　人間は独りでは生きてはいけない。一人一人が社会の重要な構成員だ。安倍政権が手を付けようとしない今こそ、包摂の政治へと転換の可能性を示す好機である。

　民進党は具体的な政策づくりに直ちに着手すべきだ。二年以内に行われる衆院選までに、政権選択肢となり得る政策を有権者に示さなければ、党の存在意義はない。残された時間はあまりない。

　大きな政党には多様な考えを持つ人が集うのは当然だ。民進党内では安全保障、原発・エネルギーなど重要政策をめぐる意見の違いも指摘される。だからといって亀裂を避けるために意見集約を避けるのでは本末転倒だ。

　つらくても労を厭（いと）わず侃々諤々（かんかんがくがく）の党内議論を進めるべきである。重要政策をめぐって党内の意見が分かれたままでは、有権者から政権交代への意欲を疑われる。

　「説得」も民進党が自民党との対立軸として示すべき政治文化である。安全保障関連法の採決強行を例に挙げるまでもなく、安倍政権下では、自分たちの主張のみが正しく、反対意見を聞き入れようとしない場面が目立つ。

　かつての民主党政権にも同様の傾向があったことは否めない。

◆民意畏れる謙虚さを

　しばしば「説明責任」を果たす必要性が指摘される。国民の理解を得ると言いながら、説明の努力すら怠るのは論外だが、一方的な説明だけでは、政治の責任を果たしたことにはならない。

　以前の自民党には民意を畏れ、有権者に分け入って理解を得ようと努力する謙虚さがあった。今の自民党がそれを欠くのなら、新生・民進党が代わりに示せばいい。

　代表選期間中、蓮舫氏は台湾との「二重国籍」が指摘された。多様性を否定する個人攻撃だとしたら嫌悪感を禁じ得ないが、二転三転した蓮舫氏の説明が有権者に好印象を与えたとも言えない。事実確認を怠った反省を教訓に新体制の運営に全力を傾注してほしい。

社説　蓮舫民進党　対立軸こそ政権への道
北海道新聞09/16 08:55
　民進党はきのう、党の顔となる新代表に蓮舫代表代行を選んだ。
　代表選で蓮舫氏は、対立候補の前原誠司元外相と玉木雄一郎国対副委員長に大差をつけた。重しとなっている民主党政権の失政を払拭（ふっしょく）する上で清新さが評価された。
　問題は、新代表の下で党として一致した姿を示せるかどうかだ。
　教育や育児支援と格差是正に軸足を置く経済政策は共通だが、代表選では憲法改定や野党共闘をめぐる立場の幅もあらわになった。
　党の針路を定め、与党への対立軸を明確にすることで、有権者に有効な選択肢を示してほしい。
　ただ蓮舫氏は、台湾との二重国籍をめぐる問題で、党内外から批判を浴びている。国民を納得させる明快な説明ができるのか、むしろ今後が正念場となろう。
　蓮舫氏は当選後のあいさつで「巨大与党と対峙（たいじ）し、批判ではなく提案力、国のあり方をもって選択していただける政党にしたい」と政権交代への意欲を強調した。
　与党が衆参の圧倒的多数を占め、自民党では「安倍一強」が続く中、国政に失われた緊張感を取り戻すには、野党第１党が政権を担いうる姿を示すしかない。
　ただ民進党は「政権批判にとどまらない野党」を見せようとするあまり、結果的に与党との違いが見えにくくなる懸念も抱える。
　安倍政権は高い支持率を維持しているが国民は将来不安を抱え、消費の回復はなお見えない。
　原発依存に回帰するかのようなエネルギー政策や、粘り強い対話より脅威論に傾きがちな外交政策も長期的な視点を欠いている。
　これらの課題について、民進党としての対案を丁寧に示していくことが、たとえ遠回りに見えても政権交代への近道ではないか。
　蓮舫氏はきのう「全ての人たちを幸せにする社会」を目標に掲げた。政策の具体像が求められる。
　ただ二重国籍問題で、新体制はいわばマイナスからの出発となる。蓮舫氏は「迷惑を掛けたことをおわびする」と重ねて陳謝したが、説明が二転三転した背景など疑問が解消したとはいえない。
　二重国籍を認めた記者会見が党員・サポーターらの投票終了後に行われたことで、代表選の正当性を疑問視する声も出ている。
　仮に手続き上の瑕疵（かし）でも、国籍の現状を把握できず、釈明も後手に回ったとの批判は免れない。
　野党第１党の党首として政権交代を目指すというならば、疑問を残してはならない。蓮舫氏は自ら進んで説明を尽くしてほしい。
社説　民進新代表に蓮舫氏／党再建に地方の声を生かせ
河北新報２０１６年０９月１６日金曜日
　民進党の代表選がきのう投開票され、蓮舫代表代行が選ばれた。民主党時代の失政に対する風当たりは依然として強く、党はまさに崖っぷち。国民の信頼回復へ根底から変わった姿を示さなければならない。再建の正念場に立たされたといっていいだろう。
　何よりも重要なのは政策だ。野党第１党として、与党と異なる明確な「旗印」を掲げられるかどうかが、受け皿づくりの第一歩となる。そのためには地方の声に耳を傾け、生かしていくべきだ。
　安倍政権は、曲がりなりにも「地方創生」という看板を掲げた。代表選では、人口減や少子高齢化にあえぐ地方を再生させるための処方箋があまり論議されなかったのは、残念というほかない。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の行方は東北の農家には死活問題で、反対の声が大きい。福島第１原発事故の教訓を生かさないまま、なし崩し的に再稼働される原発には異論が渦巻く。こうした与党の路線にどう切り込んでいくのか、「抵抗勢力」としての野党の存在意義が問われよう。
　各種世論調査を見ると、有権者の最大の関心事は「景気や雇用などの経済政策」。地方に恩恵をもたらさず、格差拡大につながる「アベノミクス」に対抗できる経済政策を打ち出せるかが鍵だ。
　蓮舫氏は「教育、子育て支援など人への投資」などを訴えたが、裏付けとなる財源が見えてこない。「行政改革」で捻出するというのでは実現性に乏しい。民主党政権の二の舞だ。責任野党なら分配だけでなく、負担の共有という視点も忘れるべきでない。
　安倍晋三首相が執着する憲法改正路線も、対立軸になり得るのではないか。復古調の自民党の草案はもちろん、緊急性のない改憲に反対の姿勢を際立たせるべきだ。
　党内には、自衛隊の位置付けや集団的自衛権の在り方などで考え方の違いがある。民進党を巻き込みたい自民党は、ほころびに乗じて分断を図ろうとするだろう。徹底的に議論した上で、決まったことには従う組織風土に改めないと、再び離合集散の悪弊に陥らないとも限らない。
　蓮舫氏は政権選択となる次期衆院選が試金石となるが、野党共闘への立場が不明瞭だ。当初は枠組み維持の姿勢だったのに、後に軌道修正した。参院選で共闘が奏功した東北などと、効果が発揮できなかった地域で温度差があることに配慮したのだろう。
　ただ、現在の力量からいって、「自民１強」の厚い壁を突き崩し、政権奪取するのは極めて難しい。最後は共闘にかじを切らざるを得ないだろう。数合わせでなく政策本位での連携は当然のことだ。
　蓮舫氏の台湾籍を巡って二転三転した発言はマイナス材料だが、清新なイメージと発信力に期待する声は多い。裏を返せば、風頼みの選挙体質から脱却できていないことの証しだろう。
　「蓮舫風」を巻き起こせなかったらどうするのか。カードは尽きかけている。優先すべきは組織戦を勝ち抜く足腰の強化だ。逆風に耐えられるよう脆弱（ぜいじゃく）な地方組織の立て直しを急がなければならない。
東奥日報2016年9月16日(金)

社説　安倍政治へ対抗軸示せ／民進党新代表に蓮舫氏

　民進党の新代表に蓮舫代表代行が選ばれた。対立候補の前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長に大差をつける圧勝だったが、台湾籍保有を巡る問題が党内外の批判を浴びている。

　多難な船出である。目前には26日召集の臨時国会や、10月の衆院東京10区、福岡6区の両補欠選挙が控える。一刻も早く説明責任を果たしてこの問題を乗り越え、政権の看板政策でありながら、行き詰まりも見せるアベノミクスなど安倍政治への明確な対抗軸を示すことが必要だろう。

　「いばらの道かもしれない、まだまだ険しい道かもしれない。それでも上り続けて、しっかり政権を担っていきたい」。新代表に選出された後のあいさつで蓮舫氏はこう訴えた。自らの手で党勢を回復させ、早ければ次の衆院選で政権復帰するとの決意表明である。

　蓮舫氏が圧勝した要因は事業仕分けや国会での鋭い追及で得た高い知名度とテレビのキャスター時代に身に付けた強力な発信力だ。

　しかし、本人に問題が指摘された場合、鋭い追及はブーメランに、知名度と発信力はもろ刃の剣となることがある。説明が何度か変わった台湾籍保有を巡る問題がその典型例だ。

　今後、自民党などから攻撃されることは必至で、沈静化させなければ、政権のチェックという野党第1党の基本的な役割を十分に果たすことはできないだろう。

　一方、安倍政権との向き合い方に関して蓮舫氏は演説で「批判ではなく、堂々と提案力をもってしっかり戦う」と述べた。経済財政、外交安保、社会保障などの主要政策で対案を示して有権者に政権選択を迫るという姿勢を強調した発言だ。

　アベノミクスへの対抗軸として蓮舫氏は「安心の好循環社会」を提唱し、子どもの貧困の根絶や非正規雇用の廃止を掲げるが、選挙戦の最中、具体的な政策は提示されなかった。

　財源論でも街頭演説などでは「税金が正しく使われているかが見える行革、税制改革を行い、特別会計の問題も洗い出す」と強調したが、生み出せる額は示せていない。

　また、選挙期間中、論戦の焦点となった共産党を含む野党共闘の在り方や安倍政権が進める憲法改正への対応についてもより明確な考えを打ち出す必要がある。

時評　民進党新代表　政権の受け皿づくりを
デーリー東北9月17日 
　民進党の新代表に蓮舫代表代行が選出された。
　蓮舫氏は同党代表選で前原誠司元外相と玉木雄一郎国対副委員長に圧勝。前身の民主党時代を含めて初の女性党首として安倍晋三首相と対峙（たいじ）し、次期衆院選で「自民１強」といわれる政治状況の転換を目指す。
　野党第１党の責任と役割は政権が暴走しないよう監視機能を発揮することだけではない。時の政権が行き詰まった場合は、いつでも政権交代できる受け皿を用意しておかねばならない。
　だが、現状を見れば、党再生への展望が開けているわけではない。３月に旧民主党と旧維新の党が合流した効果は上がっておらず、各種世論調査で政党支持率は１０％前後と、自民党の４分の１程度に低迷している。
　新代表の任期は２０１９年９月までの３年で、この間、最低１回は衆院選がある。蓮舫氏は次期衆院選で政権交代を目指すと明言した。そのためには政権の受け皿づくりが急務で、克服すべき課題もはっきりしている。
　民主党政権時代に内紛に明け暮れたことで、失われた国民の信頼を回復するのは容易ではない。安倍政権の政策に、実現可能な対案を突き付けていくと同時に、いったん決めたことは守るという組織として当然なことができるように体質改善を進める必要がある。
　蓮舫氏は代表選後、「批判ではなく、堂々と提案力を持って政権としっかり戦う」と強調した。同氏持ち前の発信力への期待が代表選勝利の大きな要因だったことは間違いない。「私には紡ぐ力がある。二度とばらばらにならない政党にする」と党内融和にも自信を示す蓮舫氏だが、不安がないわけではない。
　新代表はアベノミクスへの対抗軸として教育無償化など「人への投資」を重視するが、肝心の財源については「お金の使い方を変える」と極めて曖昧だ。代表選では安全保障関連法や憲法改正について３候補の主張は異なっており、安全保障など基本政策を巡り、民進党は本当に結束していけるのか。
　次期衆院選で、岡田克也前代表の下で進めた共産党を含む野党共闘を継続するかどうかも難しい判断だ。参院選では一定の効果を上げたが、衆院選は政権選択選挙。仮に理念、基本政策が大きく異なる共産党との選挙協力を続けるのなら、有権者を納得させる説明が必要となる。
　蓮舫氏は野党第１党の首相候補だ。「二重国籍」の問題を巡って発言が二転三転したようなことが再び起きないよう自戒してもらいたい。
社説　民進党新代表決定　「人への投資」どう表現
秋田魁新報2016年9月16日 掲載 
　民進党の代表選で、蓮舫代表代行（４８）が前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）を退け、新代表に選ばれた。代表選では、憲法改正へのスタンスや政策実現のための財源の捻出方法などで３氏の主張の違いが目立った。蓮舫氏には選挙戦のしこりを残さないように党内をまとめ、巨大与党に立ち向かう強力なリーダーシップが求められる。
　蓮舫氏は民主党政権時代、政府予算の無駄を洗い出す「事業仕分け」で注目を集め、行政刷新担当相も務めた。民主党時代を含め初の女性代表だ。知名度の高さは党内有数で、歯切れの良い発言と併せ、強い発信力に期待が集まった結果だろう。
　旧民主党は２０１２年に下野したが、それまでの３年間の政権運営が迷走した記憶は国民の中に根強く残る。民進党にとって信頼回復は今も最大の課題だ。新代表の下、イメージを刷新できるかどうかが試される。
　蓮舫氏が、安倍政権への対立軸として強調するのが「人への投資」だ。１８歳未満の子どもの６人に１人は、所得が平均世帯の半分未満の貧困世帯で暮らしており、貧困の連鎖や格差の拡大が懸念される中、教育費負担の軽減や職業訓練の強化などに政策の力点を移し「安心の好循環」を築こうというものだ。
　年金や医療など社会保障の持続性への懸念や、子どもを産み育てるための経済負担など将来に対する不安感が、国内総生産（ＧＤＰ）の６割を占める個人消費を冷え込ませているとの指摘は少なくない。
　人への投資を強化する方向性は前原氏、玉木氏も共通しており、党の政策としてさらに肉付けして具体化させ、国民に分かりやすく提示してほしい。
　だが、そうした政策を実現するための財源をどう手当てするのか。前原氏が増税を念頭に「広く薄く応分負担を求める」としているのに対し、蓮舫氏は行政改革を徹底させると主張するが、捻出できる財源規模は示していない。
　将来不安を払拭（ふっしょく）するには、政策実現の裏付けとなる財源をきちんと示し、国民の納得を得ることが大切だ。蓮舫氏が「提案力」を強調するのなら、財源の議論を急ぐべきだ。
　巨大与党に対抗するには、憲法改正にどう対応するのか、今夏参院選で一定の成果を上げた野党共闘を継続するのかなど、党内で割れる意見を集約し方向性を示すことが重要だ。さまざまな政策で与党とは異なる選択肢を示す努力が欠かせない。
　代表選終盤に、蓮舫氏が日本国籍取得後も父親の出身地である台湾籍を放棄していなかった二重国籍問題がクローズアップされた。「違法性はない」とするが説明が二転三転し、発言の「軽さ」を指摘された。蓮舫氏は政権交代を狙う野党第１党を率いる責任の重さを自覚し、歯切れの良さに慎重さを併せ持つ必要があるだろう。
論説　民進代表に蓮舫氏　真の「保守」目指すなら

岩手日報（2016.9.16）

　初の女性党首誕生というのに、祝福ムードのない船出となった。トップが演説で陳謝することほど支持者を落胆させるものはない。

　民進党の新代表に蓮舫代表代行が選ばれた。３人が争った代表選で、事前に優勢が伝えられた通りの結果だが、台湾籍の離脱が済んでいない問題が影を落とす。

　「違法性はない」と蓮舫氏は語るものの、問題は説明が二転三転したことにある。発言がぶれる政治家に国民の目は厳しい。早くもリーダーとしての資質に疑念が向けられているのは残念だ。

　蓮舫氏は「全ての人を幸せにする社会をつくりたい」と述べた。自らの問題を丁寧に説明しながら、持ち前の発信力を生かして失地を回復していくほかはあるまい。

　今の政界は安倍晋三首相の「１強」が続き、さらに安定感を増している。まだ力不足の民進党が足元を崩すのは容易ではない。しかし代表選では、おぼろげに安倍政権との違いが見えてきた。

　蓮舫氏は「人への投資」、セーフティーネット（安全網）の充実を唱えた。具体性は欠くが、代表を争った前原誠司氏、玉木雄一郎氏とともに分配重視の姿勢と言える。

　グローバル化への不満が噴き出す欧米各国は中間層が細り、格差が拡大している。米大統領選や英国の欧州連合（ＥＵ）離脱に見られるように、グローバル化を修正して所得再分配を強めていこうというのが世界の潮流だ。

　蓮舫氏は「バリバリの保守」を自認する。日本での「保守」の定義は曖昧だが、伝統を守り漸進的に改革する立場とすれば、そこに活路を見いだせる可能性はある。

　グローバル化の象徴である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を推し進め、農業分野などで急進的、新自由主義的な改革を行う安倍政権は「保守」と言い切れないからだ。

　もともと日本の「保守本流」は、自民党政権で所得の再分配を重んじた。真の保守を目指すなら、成長を優先するアベノミクスとの対立軸をしっかり示す必要がある。

　憲法改正について蓮舫氏は「９条を絶対に守る」と訴えた。だが党内には、前原氏ら自衛隊の位置付けを加えるよう求める勢力もある。国会での憲法論議を前に、意見をどう一本化していくのか。

　野党共闘についても党内には多様な声が飛び交う。共闘を進めた岡田克也前代表に比べて蓮舫氏は慎重な姿勢で、やはり意見を集約していけるかに手腕が問われる。

　安倍首相は第１次政権の失敗から学び、安定政権を築いた。民進党も旧民主政権から教訓を得たはずだ。国民の信頼を得るには、まず新代表の下にまとまることだろう。

論説　民進党新代表選出　与党対峙の政策軸を
福島民報９月１６日
　民進党は初の代表選で蓮舫代表代行を新代表に選出した。旧民主、旧維新の時代を含めて初の女性代表だ。強い発信力などが評価され、早い出馬表明から圧勝した。しかし、蓮舫氏の台湾籍問題は党内や国民にわだかまりを残し、前途に危うさを感じさせる船出となった。まず自身に向けられた疑念の払拭［ふっしょく］が必要だ。政策論争に水を差したのも残念だった。党内の政策論議を煮詰め巨大与党に対峙［たいじ］できる政策の軸を示してほしい。
　民主党時代の未熟な政権運営などで失った国民の信頼は離れたままだ。共同通信社が８月８、９日に実施した世論調査で民進党の支持率は９・６％。自民党の４２・９％とは大きな差がある。政権を失った後も自民党への明確な対立軸を示せず、野党として安倍政権にブレーキをかける役割も果たせていない。
　蓮舫氏は代表選の決意表明で台湾人の父を持つ自らの出自を説明した。子育ての経験から子どもを大切にする社会、自己責任を問うのではなく安心の好循環を生む社会を目指すと話した。選挙戦では「批判から提案、提案から創造」というテーマも示した。目指す社会のイメージ図は出したが、選択の材料となる具体的な政策の柱は提示できていないように見えた。
　有権者は右寄りで自由主義的経済に片寄りがちながら、当面の政治課題を前に進めている安倍政権を、他に選択肢がない現状から許容しているのが現状ではないか。
　民進党が有権者にとって政権交代可能な選択肢になるには、自民党とは違うと認められ共感できる社会像を明確に示さなければならない。十分な議論で政策を決定し、方針が出れば従うという党としての姿勢が求められる。
　他の先進国と同様、日本ではグローバル化と機械やコンピューターによる代替化によって中間層が大きく減少し、格差が拡大している。経済の小さなつまずきで社会が大きく不安定化する可能性もある。その時、自民党以外の選択肢がないのは国民にとっても不幸だ。蓮舫氏の時代にすぐにそれができるとは思えないが、今のままでは民進党はさらに埋没していくだろう。
　選挙戦を通じて東日本大震災と東京電力福島第一原発事故からの復興に関する議論は乏しかったと感じる。被災地の声に耳を傾け、与党による現在の復興政策にもの申していくことが求められる。
　身辺管理の甘さは民主党時代からのお家芸に見える。新代表は脇の甘さを反省し、信頼に足る政党をつくらなければならない。（佐久間順）
社説　民進党新代表/党再建へ明確な対抗軸示せ
福島民友新聞2016年09月16日 08時41分 
　民進党のかじ取りを担う新しい代表に蓮舫代表代行が選ばれた。アベノミクスなど安倍晋三政権への明確な対抗軸を早期に示し、政権を見据える野党第１党として党を立て直さなくてはならない。
　多難な船出である。目前には２６日召集の臨時国会や、１０月の衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙が控える。代表選では台湾籍保有を巡る問題が取り沙汰され、経緯についての発言が変遷したことが党内外の批判を招いている。一刻も早く説明責任を果たしてこの問題を乗り越える必要がある。
　民進党は下野以降、政権をチェックする野党第１党でありながら、支持率が１０％前後に低迷する。その間、自民党に衆院で２回、参院で２回の４連敗を喫している。政権を担う政党として信頼が回復できないのは日本をどのような社会につくり直すのか、有権者に示すことができていないからだ。
　そのために必要なのは「寄り合い所帯」とされる体質の変革だ。政治理念や政策が違う党員を包含できる求心力を持ったリーダーが不在で、事あるごとに路線対立が顕在化し党員の離脱、他党との合流などが相次いだ。この体質からの脱皮を急がなければならない。
　安倍政権との向き合い方に関して蓮舫氏は演説で「批判ではなく、堂々と提案力をもってしっかり戦う」と述べた。経済財政、外交安保、社会保障などの主要政策で対案を示して有権者に政権選択を迫るという姿勢を強調した発言だ。
　国内では非正規労働者や低所得層の増加、子どもの貧困などが社会問題となっている。地方ではアベノミクスの恩恵は実感できていない。こうした格差の解消は日本の再生につながる重要な課題だ。
　アベノミクスへの対抗軸として蓮舫氏は「安心の好循環社会」を提唱し、子どもの貧困の根絶や非正規雇用の廃止を掲げるが、選挙戦の最中、具体的な政策を提示はしていない。
　また、選挙期間中、論戦の焦点となった共産党を含む野党共闘の在り方や安倍政権が進める憲法改正への対応についてもより明確な考えを打ち出す必要がある。
　東日本大震災と原発事故の発生は、民進党の前身の民主党政権時だった。民主党は「福島の再生なくして、日本の再生なし」として、本県の復興に全力を尽くす決意を示していた。震災から既に５年半が過ぎたが、避難指示が出された双葉郡などの復興は始まったばかりだ。与野党の枠を超えて復興を着実に前に進めるためにも、最大野党としての役割をしっかり果たしてもらいたい。
社説　蓮舫新代表　党建て直しへ担う重責
信濃毎日新聞9月16日
　民進党の新代表は蓮舫氏に決まった。低迷する党勢を回復し、野党第１党として存在感を示せるか。トップの責任は重い。巨大与党への対抗軸を明確にしていかなくてはならない。
　旧民主党時代を含め、女性の党首は初めてだ。高い知名度や発信力への期待の表れだろう。臨時党大会では１回目の投票で過半数を得た。国会議員、国政選挙の公認内定者、地方議員と党員・サポーター、いずれの得票も他の２候補を上回っている。
　代表選のさなかに浮上した台湾籍を巡る問題では発言が二転三転した。結局、離脱していなかったことが判明し、党大会の演説でも謝罪している。脇が甘いと批判されても仕方ない。
　就任記者会見で「党内外に信頼してもらえるよう、しっかり説明していきたい」と述べている。党内から代表選のやり直しを求める声も上がった。言葉通り、説明を尽くす必要がある。
　会見では「私たちには政策も対案もある」とし、「国民に選択してもらえる政党にしたい」と決意を語った。民意の受け皿となるためには、具体的で実現性のある政策が欠かせない。
　代表選では「人への投資」を主張した。「安心の好循環社会」をスローガンに掲げ、子どもの貧困の根絶や非正規雇用の廃止などを訴えている。
　「人への投資」の財源として行政改革や予算の組み替えを主張した。難しさは旧民主党政権でも経験している。「事業仕分け」による予算の削減は、目標の額に遠く及ばなかった。過去の失敗を踏まえ、道筋や方策を示さなければ説得力を持たない。
　とりわけ社会保障と税負担の在り方は詳しく聞きたい点だ。
　党内の多様な意見を集約し、結束していけるかも課題だ。憲法を巡っては考え方の違いが改めて鮮明になった。蓮舫氏が「９条は絶対に守る」としたのに対し、前原誠司元外相は現行の９条１、２項を残し「３項に自衛隊の位置付けを加える」と主張した。
　衆参両院で改憲勢力が国会発議に必要な「３分の２」以上の議席を占める。安倍晋三首相の下、自民党は両院の憲法審査会で本格的に議論を進める構えだ。
　改憲論議に民進党はどんな姿勢で臨むのか。蓮舫氏は、党内の調査会で改めて見解をまとめるかどうか検討する意向を明らかにしている。２６日には臨時国会が召集される。新代表として早急に方針を示してもらいたい。 

社説　蓮舫民進新代表　挙党態勢築き対立軸示せ
新潟日報2016/09/16
　４８歳の女性に党の再建が託されることになった。いかにして「自民１強」への明確な対立軸を示すのか。手腕に注目したい。
　民進党の新しい代表に蓮舫代表代行が選ばれた。
　臨時党大会の代表選出選挙で、前原誠司元外相、玉木雄一郎国会対策副委員長を抑え、三つどもえの戦いを制したのである。
　民進党にとっては３月に結成後、初めての代表選だった。
　蓮舫氏は地方議員と党員・サポーター票で７割近くの、国会議員と国政選挙の公認内定者の投票でも過半数のポイントを獲得した。
　蓮舫氏は報道キャスターとして活躍し、民主党政権下では政府予算の無駄を洗い出す「事業仕分け」で鋭く切り込み「仕分けの女王」と注目されるなどしてきた。
　高い知名度と強力な発信力が評価されたと言えよう。
　旧民主党や旧維新の党時代を通じ、初の女性党首でもある。
　女性の視点から「女も男も家庭を持ち、育て、自分らしく生きられる社会をつくる」という主張には共感も得られよう。
　しかし、清新なイメージだけでは、有権者の支持を得ることは難しいだろう。
　何よりも求められるのは、政権奪取に向けた具体的なビジョンを示すことだ。
　民進党は前身の民主党が２０１２年に政権を明け渡してから党勢は低迷し、今年７月の参院選でも改選４３議席から１１議席減らした。
　政権時代の負のイメージが拭えず、政権を任せるには心もとないという思いが有権者にあるのは間違いないだろう。
　もともと党内には憲法やエネルギー政策、安全保障問題などを巡って幅広い意見がある。
　今回の代表選でも、共産党を含む野党共闘路線や、安倍政権が目指す憲法改正について、３候補の主張に違いがあった。
　憲法９条に関しては、蓮舫氏は堅持する姿勢なのに対して、前原氏は３項に自衛隊の位置付けを加えることを提案していた。
　安倍政権の「アベノミクス」の対抗軸としては、３氏とも教育無償化や医療・介護の充実など「人への投資」を重視するが、財源については見解は分かれた。
　蓮舫氏は「批判から提案へ」と打ち出し、対案重視の方針を掲げている。異なる意見をどうまとめ、有権者に分かりやすく提示していくのか。手腕が問われよう。
　一方で蓮舫氏のリーダーシップは未知数と言わざるを得ない。
　党大会直前には台湾籍の離脱が済んでいないことが判明し、経緯を巡る発言が二転三転したことで党内外から批判を受けた。
　今後の党運営への懸念だけでなく、危機管理にも不安を残した。
　当面は２６日に召集される臨時国会での対応が焦点となる。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や憲法改正の論議が本格化する。
　党内意見を集約し安倍政権と異なる「道」を示せなければ、さらに国民の信頼を失いかねない。
　野党第１党の党首としての責任感を持って挙党態勢を築き、立て直しを図らなければならない。
中日新聞2016年9月16日
社説　包摂と説得の政治へ　民進代表に蓮舫氏　
　民進党新代表に蓮舫参院議員が選出された。党勢回復は前途多難だが、「安倍政治」が欠く「包摂」と「説得」の政治文化を取り戻す契機としてほしい。
　民主党と維新の党が合流して三月に結成された民進党。初の選挙による代表選びは、代表代行だった蓮舫氏（４８）が、かつて民主党代表を務めた前原誠司元外相（５４）、初めて代表選に立候補した玉木雄一郎国対副委員長（４７）を退けた。
　蓮舫氏は、旧民主党時代を含めて初の女性代表だ。国会議員、国政選挙公認候補予定者、自治体議員、党員・サポーターのすべての票を制したことからは、同氏への期待の高さがうかがえる。
傍観や冷笑ではなく
　蓮舫氏は新代表就任のあいさつで「これからもいばらの道、険しい道かもしれない。それでも登り続けて、しっかり政権を担い、私たちが今、同じ思いを持つ国をつくりたい」と述べた。
　新代表が自覚するように、民進党を取り巻く政治状況は依然厳しい。政権転落した二〇一二年の衆院選以降、国政選挙では四連敗。政党支持率も１０％前後と低迷し、４０％前後を維持する自民党に大きく水をあけられている。
　政権転落から四年近くがたっても、反転攻勢のきっかけがつかめないのが実情だ。旧民主党政権時代、公約に違反し、未熟な政権運営で期待を裏切ったことへの有権者の不信感が、それだけ大きいということだろう。
　一度失った有権者の信頼を取り戻すのは容易ではないが、野党第一党がこのまま低迷し、政権の選択肢になり得ない状況が続くのは日本の民主主義にとって不幸だ。
　私たち有権者も、選択肢となり得る政党を根気強く育てる努力を怠るべきでない。それが自分たちの民主主義を強くする。傍観や冷笑は民主主義の自殺行為である。
政策論議に労厭うな
　自民党政治の後追いや二番煎じでは、再び政権を担い得る選択肢とはなり得ない。安倍晋三首相が総裁として率いる自民党が失い、ぽっかりあいた穴を埋めるような政治が、政権を目指す蓮舫民進党には求められている。
　それをあえて「包摂」「説得」と表現し、民進党の政策立案の指針に加えるよう望みたい。
　包摂とは字義通り「包み込む」ことである。政治「改革」で衆院に小選挙区制が導入されて以降、「敵」か「味方」かに分け、過剰に攻撃する風潮が国会内のみならず、社会全体に広がる。政権に異を唱える者を徹底的に攻撃し、排除しようとする傾向すらある。
　経済政策や社会保障政策も同様である。社会的弱者を自己責任論で切り捨てる。一部の者は富を増すかもしれないが、経済格差が広がり、結果として社会全体から意欲と活力を失う。そのような冷徹な社会が、日本が追い求めてきた理想の姿なのだろうか。
　人間は独りでは生きてはいけない。一人一人が社会の重要な構成員だ。安倍政権が手を付けようとしない今こそ、包摂の政治へと転換の可能性を示す好機である。
　民進党は具体的な政策づくりに直ちに着手すべきだ。二年以内に行われる衆院選までに、政権選択肢となり得る政策を有権者に示さなければ、党の存在意義はない。残された時間はあまりない。
　大きな政党には多様な考えを持つ人が集うのは当然だ。民進党内では安全保障、原発・エネルギーなど重要政策をめぐる意見の違いも指摘される。だからといって亀裂を避けるために意見集約を避けるのでは本末転倒だ。
　つらくても労を厭（いと）わず侃々諤々（かんかんがくがく）の党内議論を進めるべきである。重要政策をめぐって党内の意見が分かれたままでは、有権者から政権交代への意欲を疑われる。
　「説得」も民進党が自民党との対立軸として示すべき政治文化である。安全保障関連法の採決強行を例に挙げるまでもなく、安倍政権下では、自分たちの主張のみが正しく、反対意見を聞き入れようとしない場面が目立つ。
　かつての民主党政権にも同様の傾向があったことは否めない。
民意畏れる謙虚さを
　しばしば「説明責任」を果たす必要性が指摘される。国民の理解を得ると言いながら、説明の努力すら怠るのは論外だが、一方的な説明だけでは、政治の責任を果たしたことにはならない。
　以前の自民党には民意を畏れ、有権者に分け入って理解を得ようと努力する謙虚さがあった。今の自民党がそれを欠くのなら、新生・民進党が代わりに示せばいい。
　代表選期間中、蓮舫氏は台湾との「二重国籍」が指摘された。多様性を否定する個人攻撃だとしたら嫌悪感を禁じ得ないが、二転三転した蓮舫氏の説明が有権者に好印象を与えたとも言えない。事実確認を怠った反省を教訓に新体制の運営に全力を傾注してほしい。
社説　辺野古で国側勝訴　訴訟合戦の再燃避けたい
北國新聞２０１６年９月１７日
　米軍普天間飛行場の移設をめぐり、国と沖縄県が争う訴訟で、福岡高裁那覇支部は、前知事の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の対応を「違法」と判断し、国側勝訴の判決を言い渡した。
　沖縄県側は上告の方針であり、判決の確定はまだ先になるが、普天間飛行場の騒音被害と危険性を除去するには、名護市辺野古沿岸部の埋め立て・移設しかなく、県全体として基地負担が軽減されるという初の司法判断を重く受け止めなければなるまい。
　翁長知事は最高裁で敗訴が確定した場合、国政選挙や地元自治体選挙で示された沖縄県の「民意」を盾に、あらゆる知事権限を駆使して辺野古への移設を阻止する構えを見せている。例えば、埋め立て工事に伴うサンゴの移植や工事の設計変更申請を認めない。あるいは、埋め立て承認の取り消しではなく「撤回」する、といった方法が検討されているという。
　福岡高裁那覇支部は今春、国と沖縄県の間で３件の訴訟が乱立するという異常な状態を解消するため、移設工事を中断し、円満な解決に向けた話し合いと、一本化した新たな訴訟手続きを並行して行うとの和解案を提示し、双方が受け入れた。和解前のような訴訟合戦が繰り返される事態は何としても避けてほしい。
　訴訟で沖縄県側は、自治体の自主性や国との対等な関係を基本理念とする地方自治法の本旨、それに基づく知事の裁量権の尊重を訴えた。これに対して国側は、外交や国防政策は国の専権事項であるという立場に立ち、日米の信頼関係を維持するためにも両政府合意の辺野古移設を計画通り進める必要があると説いた。地方自治法には「国際社会における国家としての存立にかかわる事務」を重点的に担うのが国の役割であることも明記されている。
　むろん、国の専権事項である国防政策も地域住民の理解が欠かせず、一方的に押しつけることがあってはならないが、自治体より国の政策判断が優先されるべきことは沖縄県側も認めなければならないのではないか。
論説　党新代表　政権奪還への対抗軸示せ

福井新聞2016年9月16日午前7時30分

　民進党の新代表に蓮舫代表代行が決まった。旧民主党や旧維新の党時代を通じ初の女性党首である。低迷する党勢回復へ高い知名度と発信力のある蓮舫氏は適任であろう。地方議員や党員・サポーターから幅広い支持を集めて圧勝した。「国民に恩返しをしたい」と力を込めたが、恩返しの道は果てしなく険しい。
　「安倍１強」政権に対抗し得る力を持つためには、まず党内融和を図ることだ。いつまでも寄り合い所帯の側面を引きずっていては政権奪還への道筋すら描けないだろう。
　「ニュー民進党」へ最初の関門は２６日に召集される臨時国会である。２０１６年度第２次補正予算案などを審議。安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党代表質問で早速、代表としての力量が問われることになる。さらに１０月の衆院東京１０区、福岡６区の両補欠選挙と難題が控える。
　蓮舫氏は演説で「批判ではなく、堂々と提案力をもってしっかり戦う」と表明。「いばらの道かもしれない、まだまだ険しい道かもしれない。それでも上り続けて、しっかり政権を担っていきたい」と新代表として決意を示した。これまでの批判勢力から提案型へ、対案重視の姿勢である。
　それは当然のことだ。
　圧倒的な議席を有し、時に民進党の政策を先取りしながら間断なく新機軸を打ち出す安倍政権に対峙（たいじ）するには、ビジョンと説得力ある政策を打ち出す必要がある。前身の民主党が迷走の果てに３年で政権を明け渡した。国民の失望感は強く染みついたマイナスイメージの払拭（ふっしょく）は容易でない。
　今回の代表選でも憲法やエネルギー、安全保障など重要政策を巡る議論でかみ合わない場面が多かった。幅広い議論は必要だが、いつまでも政策で一致できない党では安倍政権を打破するのは困難だ。党内意見をどう集約していくのか。もはや成熟し、成長力に陰りの見える日本の歩むべき道程を明示すべきだ。
　矛盾だらけの環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、今なぜ必要なのかも明確でない憲法改正、多額の国債をつぎ込んだ補正予算案など、激しい議論が予想される臨時国会だ。次期衆院選も視野に入れながら、「政策実現党」へ脱皮できるのか、手腕が問われよう。
　アベノミクスへの対抗軸として蓮舫氏は「安心の好循環社会」を提唱し、子どもの貧困の根絶や非正規雇用の廃止を掲げる。ではどのように実現するのか。共産党を含む野党共闘の在り方についてもより明確な考えを打ち出す必要がある。
　党大会直前には台湾国籍問題が表面化した。自民党などからの攻撃は必至で、厳しく説明責任を求められる多難な船出だ。殊更にあげつらうメディアもあり、党内でも批判の声が出ているが、解決できる問題である。前を向き、文字通り背水の陣で挑むしかない。

社説　蓮舫新代表　党再生へ手腕が試される
京都新聞　2016年09月16日掲載

　民進党の新代表に蓮舫氏が決まった。
　代表選を終始リードし、１回目の投票でポイント総数の過半数を占めて他の２候補を寄せ付けなかった。長引く党勢低迷に対する党員らの強い危機感が、蓮舫氏の持ち味である「発信力」への期待につながったと言えるだろう。
　野党第１党として安倍政権との対抗軸を明確にし、日本の将来像をしっかり描いてみせてほしい。
　ただ、全体的に盛り上がりに欠ける代表選だった。政策論議よりも、蓮舫氏の台湾籍問題に関心が集まったのは皮肉だ。外国籍をもつ人が国会議員になれない規定はないとはいえ、曖昧な記憶に基づき説明を二転三転させた本人と、チェックを怠った党の責任は重い。国民への十分な説明と真摯（しんし）な反省が必要だ。
　２６日には臨時国会が召集される。憲法改正を目指す勢力が衆参両院の３分の２を占める状況下で、初めての与野党論戦の場である。新執行部人事をはじめ蓮舫氏は早急に態勢を整え、党再生への一歩を踏み出さねばならない。
　７月の参院選で敗れたのは、野党共闘を組んだこともあって民進の本来の路線がぼやけた印象を有権者に持たれたことが一因だった。改憲や安全保障などの重要分野で抱える党内の温度差を露呈させ、３月の旧維新の党との合流効果も限定的だった。
　旧民主党が政権を失ったのは、度重なる内部対立で国民の不信を招いたことが大きかった。野党共闘をこれからも続けるにせよ、しないにせよ、民進が自らの基軸を再確認して有権者に示せなければ、党勢回復は望めまい。
　前原誠司元外相は代表選候補としての遊説で、あえて自らを「戦犯」と称し、旧民主の失敗を繰り返さない決意を訴えた。思いを共有する議員、党員・サポーターは少なくないだろう。組織運営や意思決定のあり方を抜本的に見直せるか、蓮舫氏と新執行部の手腕が問われよう。
　代表の任期は３年だ。民進は２０１８年末までに行われる次期衆院選を、蓮舫氏の下で戦う公算が大きい。来月には衆院東京１０区、福岡６区の補選が控える。
　歴代の自民党政権の中でも右寄りの安倍内閣を、消極的に支持しているという有権者は少なくない。中道、政権批判票の幅広い受け皿となる野党がなければ、民主主義は健全に機能しない。地方の声をより丁寧にすくい取る地道な努力も要る。

神戸新聞2016/09/16
社説　新代表に蓮舫氏／もう一つの道を示せるか
　民進党は臨時党大会を開き、新しい代表に蓮舫代表代行（４８）を選出した。旧民主党時代を通じて初の女性党首に、低迷する野党第１党の再生が託された。
　代表返り咲きを狙う前原誠司元外相（５４）、若手代表として名乗りを上げた玉木雄一郎国対副委員長（４７）に対し、党員・サポーター、地方議員、国会議員票のいずれも蓮舫氏が大差をつけた。
　旧民主党政権の失態で刻まれた負の記憶を消し去るには、清新なリーダーの下で出直しを図るしかない。女性で４０代と若く、クリーンなイメージの蓮舫氏に寄せる期待の大きさは、政権を担える党として崖っぷちにある危機感の裏返しともいえる。
　立て直しは容易ではない。旧民主党が政権を明け渡してから３年９カ月、国政選挙のたびに安倍晋三首相率いる自民党に議席数で水をあけられ、旧維新の党との合流後も支持率は１０％前後で伸び悩んでいる。
　蓮舫氏は「批判でなく、提案力で選択してもらえる政党を目指す」と決意を述べた。政権批判だけで有権者が動かないことは一連の選挙結果が証明している。目先の成果を出そうと必死の現政権に対し、１０年、２０年先を見据えた政策に磨きをかけ「もう一つの道」を示す。遠回りに見えても、それが信頼を回復する近道ではないか。
　蓮舫氏がアベノミクスの対抗軸として掲げた「人への投資」と「安心の好循環」を具体化し、財源を含めて実現可能な政策として確立する作業に腰を据えて取り組むべきだ。
　党内にくすぶる路線問題も避けて通れない。蓮舫氏は「憲法９条は絶対守る」とする一方で、憲法審査会での議論は拒まない意向だ。衆参両院で改憲勢力が３分の２を超える。国会審議に応じるなら、代表として意見対立を恐れずに党内論議をリードし、一丸となって安倍自民党の改憲路線に挑む覚悟がいる。
　政治に緊張感をもたらすには強い野党の存在が欠かせない。共産党などとの共闘の是非を論じる前に、自らが何を目指す政党なのかを明確にする必要がある。
　蓮舫氏は次の衆院選を「首相候補」として戦う立場になる。国会審議などで政府を追及する歯切れの良さが身上だ。持ち味が色あせないよう、自身の二重国籍問題についても逃げずに説明してもらいたい。
社説　蓮舫・民進新代表　政権担える党へ出直しを
山陽新聞2016年09月16日 06時37分 更新
　民進党の新たな代表に蓮舫代表代行が選ばれた。旧民主党と旧維新の党が合流して３月に発足した党のかじ取りは、発信力に定評のある女性代表に託された。支持率低迷から抜け出せず、再生への糸口をつかみかねている厳しい状況での船出である。
　代表選は、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長と三つどもえの戦いとなった。蓮舫氏は、国会議員、地方議員、党員・サポーターのいずれの獲得ポイントでも２氏に大差をつけて圧勝した。高い知名度やアピール力に期待が集まった結果といえよう。
　きのうの臨時党大会で蓮舫氏は「貧困などの原因を自己責任に帰すような社会はおかしい」として「人への投資」を強調した。また「批判ではなく、提案で巨大与党に対峙（たいじ）する」と述べた。
　これまで民進党は、安倍政権との対決姿勢を強調することに躍起になるあまり、ともすれば批判に終始するきらいがあった。そうした姿勢が国民の十分な理解を得られていないことは、支持率の低迷を見ても明らかだろう。経済政策や社会保障の充実策などで現実的な対案を練り、与党との対立軸をしっかり打ち出していけるか。蓮舫氏の力量が問われよう。
　代表選終盤に蓮舫氏の二重国籍問題が発覚し、代表の資質問題に関心が移ったことも政策論争が十分に深まらずに終わった点で残念である。
　争点の一つの憲法改正で、蓮舫氏は「９条は絶対に守る」とした上で、地方自治関係の条文改正などに言及している。岡田克也前代表は「安倍政権下では改憲を議論しない」としてきたが、衆参両院で改憲勢力が３分の２を超え、改憲が現実味を増す中、従来のスタンスから踏み出すことになりそうだ。
　参院選で構築した野党共闘の行方も注目される。蓮舫氏は「綱領や政策が違うところと一緒に政権を目指すことはない」とし、共産党との連立政権はありえないとの立場を明確にした。だが、共闘の枠組み自体は否定していない。代表の任期中には政権選択選挙の衆院選がある。立ち位置を党内や有権者に分かりやすく説明する責任がある。
　旧民主党が政権の座を自民党に明け渡して３年９カ月になる。その間、海江田万里、岡田両代表が党再建へ十分に指導力を発揮できたとは言い難い。民進党の再生は、目先の選挙でなく、先を見据えて日本の未来図を描き、国民に提示できるかどうかにかかっているといえよう。
　安倍政権の政治姿勢や与党の国会運営には批判的な声もつきまとう。それでも、ほかに政権を託せそうな政党が見当たらないという現状が、自民党の独り勝ちを許してきた原因といえる。自民に代わる受け皿となり、政権交代が可能な状況を再び生みだせるかどうか。蓮舫氏は、失敗すればもう後はないという強い覚悟が必要だろう。
社説　民進党代表に蓮舫氏　「土俵際」の自覚を持て

中国新聞16年9月16日

　民進党はきのうの党首選で、参院議員の蓮舫氏を新代表に選出した。 
　高い知名度と発信力、歯に衣（きぬ）着せぬ弁舌が低迷する党勢回復に欠かせないと国会議員や党員・サポーターらに受け止められたことが圧勝した要因だろう。 
　だが選挙中に二重国籍問題が指摘されるなど、もやもや感は残った。当選後の記者会見では「国民に選択してもらえる政党に」と述べたが、言葉通りになるには前途多難であることを肝に銘じ、党再生のビジョンを構築する必要がある。 
　そもそも民進党は「土俵際」といっていい。旧民主党政権で失った国民の信頼は戻らず、最近の各種世論調査では支持率は１０％前後に低迷したままだ。「自民１強」が際立つ中、再びの政権交代を目指す針路を明確にできていない。さまざまな問題で党内の路線対立も残る。 
　なのに今回の党首選でも、肝心の政策論争が深まらなかったことは残念である。２６日には環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案が最大の焦点となる臨時国会が召集され、早速野党第１党の党首としての力量が試される。 
　民意の受け皿となり得る安倍政権との対立軸をどう築くか。国民の率直な思いからすれば、何より経済政策だろう。 
　７月の参院選の結果を見てもアベノミクスに一定の信任があることは確かだ。民進党は単に「失敗だ」と批判するだけでなく国民の信頼に値する経済政策を示すことが求められよう。 
　「安心の好循環社会」。蓮舫氏が掲げるスローガンである。子どもの貧困対策や非正規雇用の廃止などを挙げるが、具体的プロセスや財源をまだ示していないのは物足りない。経済成長ありきの現政権とは異なる社会のありようをこの際、早急に模索してもらいたい。 
　党内対立から「弱点」とされる安全保障政策の議論を避けることも許されない。安全保障関連法成立からまもなく１年を迎える。なし崩し的に既成事実化する動きにどう対峙（たいじ）するか。北朝鮮の核実験や中国の海洋進出など緊迫化するアジア情勢とどう向き合うかも重要だ。 
　一方で、改憲勢力が３分の２を超えたことで転機を迎えた憲法改正の議論については慎重な姿勢が要るのではないか。党首選では候補者３人がいずれも改憲の議論自体は前向きだった。しかし他の重要課題を差し置いてまで優先すべきだとどれほどの国民が思っているだろうか。 
　要するに国民に寄り添い、そのニーズを十分にくみ取る骨太な政策を少なくとも次の衆院選までに示せるかだ。 
　共産党などとの野党共闘を巡っても議論が集中したが、まずは政策ありきのはずだ。巨大与党に対抗する戦術としては否定しないが、二大政党の一翼を担うためには党単独で議席を伸ばすことが本来の姿だろう。 
　党への根強い不信感を拭うにも蓮舫氏自身が説明責任を果たすのは当然だ。二重国籍問題で釈明が二転三転したのは政治家としてやはり問題といえる。 
　国籍法は「外国の国籍の離脱に努めなければならない」としている。台湾籍を残していた点は不適切な状態が長年続いたことになり、脇が甘いと言わざるを得ない。他党からも突かれるのは必至だろう。逃げることなく誠実に説明してほしい。 


社説　 民進代表に蓮舫氏  党再建へ最後の機会だ  
徳島新聞9月16日付 
　民進党の臨時党大会が開かれ、新代表に蓮舫代表代行が選ばれた。
　評価されたのは、高い知名度と強い発信力である。蓮舫氏は選出後のあいさつで「選んでもらえる政党に立て直す」と決意を語った。
　自民「１強」の状況が続く中、多様な声を国政に反映させ、健全な民主主義を発展させていくには、しっかりとした野党第１党の存在が欠かせない。そのリーダーとなるだけに、蓮舫氏は責任の重さを十分に認識し、党運営に当たってもらいたい。
　懸念されるのは、台湾籍が残っていた問題である。説明を二転三転させた対応は危機管理能力に疑問を抱かせた。党内外の批判は根強く、２６日召集の臨時国会で攻撃材料にされるのは必至だ。
　不信感を払拭し、党の反転攻勢を図るためにも、蓮舫氏は説明を尽くさなければならない。
　代表選には前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長も立候補し、蓮舫氏が過半数の票を獲得、圧勝した。
　期待の大きさを表した形だが、裏を返せば、それだけ党の先行きに対する危機感が強いということだろう。
　徳島県では、県選出の民進党議員が一人もいない。党県連も体制の立て直しを迫られている。
　共同通信社が４７都道府県連幹部に行った聞き取り調査では、「党のイメージを刷新してくれる」「女性活躍社会の先頭に立てる」と蓮舫氏を支持する意見が目立った。
　旧民主党政権で国民の信頼を失い、党名を変えても支持率は低迷している。国政選挙で自民党を追い詰めることさえできず、党勢回復の兆しは見えない。「選挙の顔」になる蓮舫氏に票が集まったのは当然の成り行きだろう。
　ただ、代表の人気や印象の変化だけで支持が高まると考えるのは甘過ぎよう。信頼回復には、目指す国家像や理念を明確に打ち出し、政策を磨き上げる作業が必要だ。
　蓮舫氏は「安心の好循環社会」を提唱した。幼年から老年まで全年代で医療、介護、年金制度への信頼を取り戻し、消費拡大を促すという主張だ。痛みに耳を傾けない政治ではなく「私たちは人を大事にする」と訴えた。
　安倍政権の経済政策「アベノミクス」の対案として「人への投資」を掲げたことに、異論はない。問題は財源である。蓮舫氏は税金の無駄遣いをなくし、予算の組み替えで捻出するとした。どう実現させるのか、具体的な規模や方策を示してほしい。
　憲法改正では「９条を守る」とし、先の参院選で試みた野党共闘には慎重な姿勢を見せている。いずれも党内で意見が分かれており、蓮舫氏の手腕が問われる。
　旧民主党政権は内部抗争を繰り返して崩壊した。民進党に、党内で争っている余裕などない。再建の機会はこれが最後だ。そんな覚悟で臨まない限り、１強には勝てまい。
高知新聞2016.09.16 08:00
社説　蓮舫民進党　信頼を取り戻すために
　民進党の臨時党大会で蓮舫代表代行が新しい代表に選出された。
　３月の旧民主、旧維新両党の合流後、初めてとなる代表選は３人が争った。蓮舫氏は党員・サポーター、地方議員、国会議員らによる投票のいずれもで、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長に大差をつけて圧勝した。
　目の前には巨大与党が立ちふさがる。高い知名度と強力な発信力に期待された蓮舫氏が国民の信頼を取り戻し、野党第１党の責任をどう果たしていくか。指導力が問われることになる。
　旧民主党が政権を転落してから４年近くになるが、党勢は低迷したままだ。政権担当時のマイナスイメージをいまなお拭い切れていないことが、安倍１強体制につながっているといってもよい。
　野党第１党として安倍政権に立ち向かっていく責任は重い。行き詰まりから目先を次々に変えざるを得ない経済政策、安全保障関連法などにみられる強硬姿勢など、批判すべき問題は少なくない。
　同時に、国民の信頼を回復するためには、与党に対抗し得る対立軸を設定する必要がある。対案を示し、与党の政権運営に対する不安や不満の受け皿になることができるかどうかが問われている。
　蓮舫氏は代表選出後、「批判ではなく、堂々と提案力をもって政権としっかり戦う」と強調した。決意はよいとして、憲法や安全保障、エネルギーなど重要課題を巡る党内の意見はまとまりを欠き、それが信頼を得られない原因ともなっている。
　２６日召集の臨時国会では憲法改正の論議が本格化するとみられる。代表選の論戦で、蓮舫氏が「９条は絶対に守る」と述べたのに対し、前原氏は９条に「自衛隊の位置付けを加える」ことを主張した。小さな違いとはいえないだろう。
　むろん、党内の意見の多様さはマイナスばかりではない。一色に染まれば、柔軟さを失うことにもなりかねない。意見の違いを認め合った上で、議論を重ねて合意を形成していくことが、党の力量のアップにつながるのではないか。
　蓮舫氏に求められるのは、その論議をまとめ、統率する力だ。かつて岡田克也代表が強調しながら実現できなかった、「党の決定には従う政党文化」への体質転換を進めることが鍵を握る。
　気掛かりなのは、蓮舫氏の日本と台湾の「二重国籍」問題だ。説明を二転三転させた後に、台湾籍が残っていることが分かった。
　法的な問題はないとしても、トップに求められる危機管理能力に疑問符が付けられたのは間違いないだろう。党の内外で尾を引きかねないだけに、蓮舫氏は正面から向き合う必要がある。
　今後２年余りの間に行われる次の衆院選では、蓮舫氏は民進党の顔となる。党を再生し、国民に再び政権を担い得ると受け止められるか否かは国の将来を左右しよう。 
社説　蓮舫新代表　「１強政治」にどう挑むか
西日本新聞2016年09月16日 10時54分 
　民進党の新代表に参院議員の蓮舫氏が選出された。野党第１党の党首を女性が務めるのは、旧社会党の故土井たか子氏以来だ。東京都知事の小池百合子氏に続く政界の女性躍進をまずは歓迎したい。
　代表選告示に当たり私たちは民進党が国民の信頼を回復するか、万年野党にとどまるか、崖っぷちに立っていると指摘した。新代表の責任は重大だ。党首交代で出直す野党第１党の奮起を促したい。
　旧民主党時代に国民の期待を担って政権交代を果たしたが、迷走と内紛の末に政権から転落した背信を国民は忘れていない。党支持率は低迷し、国政選挙も敗北続きで、結果的に安倍晋三首相と自民党の「１強政治」を許してきた。
　政治から緊張感は失われ、「政権交代可能な二大政党制」は崩壊の危機にひんしていると言っても過言ではあるまい。野党の存在意義が根底から問われている。
　代表選に立候補した３氏は全国各地を行脚し、討論会や街頭演説で政策を訴えた。「民進党を根っこから変える」「新しい国家像を示す」といった熱意は伝わってきた。「人への投資」を重視し子育て支援や社会保障の拡充で国民生活の不安を払拭（ふっしょく）する。そんな旗印もおぼろげながら浮かんできた。
　しかし、安倍政治とどこがどう違うのか－と具体的に突き詰めていくと、説得力を欠く。
　旧民主党を含む３党合意に基づく社会保障と税の一体改革はどうするのか。アベノミクスに対抗できる経済政策はあるのか。憲法改正論議にはどう取り組むのか。
　共産党を含む野党共闘の展望も含めて、国民が聞きたいことは山ほどある。
　理念や政策を具体的に競い合うはずの代表選だったが、蓮舫氏の国籍問題が注目され、盛り上がりに欠けたのは残念だった。
　臨時国会は２６日に召集され、与野党の論戦が始まる。来月には衆院東京１０区と福岡６区の補選も控え、国会と選挙という試練が待ち構えている。崖っぷちからはい上がれるか。蓮舫新代表率いる民進党は早速、正念場を迎える。
社説　民進代表に蓮舫氏

宮崎日日新聞2016年9月16日

◆政権へ明確な対抗軸を示せ◆
　民進党の新代表に蓮舫代表代行が決まった。旧民主党や旧維新の党時代を通じ、女性の党首は初。
　他の候補に大差をつける圧勝だったが、選挙期間中から台湾籍保有を巡る問題が取り沙汰され、経緯についての発言が変遷したことが党内外の批判を招いている。
　多難な船出ではある。ただ民進党は党勢回復を大きな課題としており、持ち前の高い発信力が評価された。問題への説明責任を果たした上で、安倍政権への明確な対抗軸を示し、政策論争を活発に展開してほしい。
国籍問題の説明必要
　投票直前の演説で、蓮舫氏は自身の子育てを振り返った。双子が泣きやまずストレスが高まった経験などから、追い詰められた親たちがいることや、地域社会の絆の弱まりに気付き、子どもを守りたい-と政治を志したと語った。
　女性が初めて国政選挙で参政権を認められて７０年たったが、日本の女性議員の割合は、国際的に見ても低いままだ。その中で、野党第１党の代表に蓮舫氏が決まった。日本の野党第１党の党首としては、旧社会党の土井たか子委員長以来だ。
　東京都知事になった小池百合子氏、海外では英国のメイ首相、米大統領選に出ているクリントン前国務長官ら、女性の政治リーダーが目立つようになった。さまざまな経験、視点を持つ多様な人材が力を発揮していくべき時代が到来していることを、蓮舫氏の勝利も象徴していると言えるだろう。
　圧勝の要因は、事業仕分けや国会での鋭い追及で得た知名度と、キャスター時代に身に付けた発信力だ。一方、台湾籍保有を巡る問題では発言内容が変わり、党内からも説明を求める声が出ている。
　今後、自民党などから攻撃されることは必至で、沈静化させなければ、政権のチェックという野党第１党の基本的な役割を十分に果たすことはできないだろう。
「安心の好循環社会」
　党勢回復に向け、信頼をどう積み重ねるか。手腕が問われるが、安倍政権との向き合い方に関して蓮舫氏は演説で「批判ではなく、堂々と提案力をもってしっかり戦う」と述べた。経済財政、外交安保、社会保障などの主要政策で対案を示し、有権者に政権選択を迫るという姿勢を強調した発言だ。
　安倍政権の看板政策アベノミクスへの対抗軸として蓮舫氏は「安心の好循環社会」を提唱し、子どもの貧困の根絶や非正規雇用の廃止を掲げた。だが選挙期間中、具体的な政策は提示されなかった。
　財源論でも「税金が正しく使われているかが見える行革、税制改革を行い、特別会計の問題も洗い出す」と強調したが、生み出せる額は示せていない。財源を含めた具体的な政策を打ち出すべきだ。
　また選挙期間中に論戦の焦点となった、共産党を含む野党共闘の在り方や、安倍政権が進める憲法改正への対応についても、より明確な考えを示す必要がある。 

論説　民進党代表に蓮舫氏　政策重視で党の信頼回復を
佐賀新聞2016年09月16日 14時00分 
　民進党の新しい代表に蓮舫氏（４８）が選ばれた。前身の民主党結党以来、女性党首は初めてだ。有権者の厳しい審判で野党に転落し、３年９カ月がたつが、その人気の高さから“選挙の顔”として党勢回復の期待を背負う。
　蓮舫氏は前原誠司元外相ら３人で争った代表選で、全体の約６割のポイントを獲得する圧勝だった。「国民に選んでもらえる政党に立て直したい。その先頭に立つ」と語った。国民の信頼回復がなければ、政権復帰など遠い夢と自覚しての言葉だろう。
　世界で女性の政治指導者が誕生している。蓮舫氏が野党第１党の党首に就任し、日本でも弾みがつくだろう。党側も自民党よりも先に女性リーダーが誕生したことが党勢回復につながる期待があったと思う。ただ、代表選で“二重国籍”問題が浮上し、政策アピールの場も台無しとなった。
　蓮舫氏は父親が台湾籍で、日本で生まれ育った。１７歳の時に自らの意思で日本国籍を選んだという。手続きの複雑さは差し引いても、国会議員を目指した時点で国籍は確認しておくべきだった。ましてや民主党政権時代は行政刷新担当相として入閣している。問題の表面化後に説明が二転三転したことも加え、危機管理に問題ありといわざるを得ない。
　野党党首の使命が政府追及の先頭に立つということを考えれば、国民の疑念を招いたことは今後、少なからず影響が出るだろう。
　とはいえ、与党へのチェックが遠慮気味になられても困る。自民党は安倍晋三首相の「１強」状態が続き、党内が二分するような激しい政策論争は見られない。野党第１党の民進党が国会論戦を活性化させなければならない。
　民進党は７月の参院選で「安倍首相が主導する改憲に反対する」と訴えた。首相は今秋にも改憲に向けた憲法審査会を始める考えだ。有権者との約束を守るためにも、日本が戦後築きあげた憲法の理念がゆがむことのないように審議のチェック役に徹してほしい。
　経済政策もそうだ。民主党政権時代には、公共事業重視の景気対策を見直す「コンクリートから人へ」の政策理念を掲げたが、評判が悪かった。しかし、積極財政のアベノミクスが経済格差解消で効果が見えにくいことを考えれば、間違っていたとも言えない。少子高齢化を加速させないためにも若者や子育て世代への投資は重要だし、議論をけん引してほしい。
　安倍政権は失速気味のアベノミクスのてこ入れで税収増加分を分配する「１億総活躍プラン」を掲げる。蓮舫氏は「批判ではなく、提案力で政権と戦う」と述べている。経済格差是正のためには与党との協力も視野に入れながら、国民を豊かにする政策を前に進めてほしい。
　民進党は各種世論調査でも支持率は１０％未満が多く、二大政党の一翼を担う存在とは言いがたい。自公政権との差を埋めるための選挙戦術「野党協力」も、「安全保障政策が異なる共産党と組むのは野合」との批判があり、新執行部がまず直面する課題と言える。
　民主党政権時代に失った信頼を取り戻すのは容易ではないだろうが、若い感性を持った新代表の蓮舫氏を中心に、政策に強い党を目指してほしい。その先にしか政権交代の道は開けない。（日高勉）
社説　蓮舫民進新代表　 党再建の手腕問われる
南日本新聞 9/16 付
　民進党の新代表に蓮舫代表代行が選ばれた。旧民主党、旧維新の党時代を通じて、女性の党首は初めてだ。
　前原誠司元外相と玉木雄一郎国対副委員長を１回目の投票で破った。高い知名度と強力な発信力が評価されたとみられる。
　代表選の期間中には、蓮舫氏の台湾籍の離脱が済んでいないことが判明し、危機管理面では不安を残した。
　代表の任期は２０１９年９月までだ。政権選択選挙である次の衆院選は蓮舫代表の下で戦うことになる。
　党を国民の政権批判の受け皿とし、さらに政権奪還への道筋を示さなければならない。多様な意見を取りまとめ、低迷する党勢を回復させられるか。蓮舫氏の手腕が問われる。
　民進党は今年３月、旧民主党と旧維新の党が合流して発足した。しかし、旧民主党が自民党に政権を明け渡して以降、厳しい党勢は変わっていない。
　共同通信社の世論調査では、民進党の支持率は８～１１％にとどまり、自民党に大きく水をあけられている。７月の参院選でも、改選４３議席から１１議席減少した。
　蓮舫氏は代表選を通じて、「私には紡ぐ力がある。二度とばらばらにならない政党にする」と述べてきた。高い支持は、「現状を打破してほしい」という党員、サポーターの期待の表れだろう。
　一方、国籍問題をめぐって蓮舫氏は、発言が二転三転したことで批判を浴びた。こうした言動は失望を招く懸念材料ともなる。代表として説明責任が一層重くなることを肝に銘じてもらいたい。
　今後の課題は、多様な考え方のある党内をどうまとめるかだ。
　代表選でも、憲法改正の方向や共産党を含む野党共闘のあり方で方向性の違いが表れた。
　憲法では、蓮舫氏は９条堅持の立場だが、前原氏は９条の１、２項を残し、「３項に自衛隊の位置付けを加えることを提案したい」と「加憲」を訴えた。
　野党共闘について党内では、参院選で一定の成果を上げたことを評価する一方、保守層の離反を懸念する声も根強い。意見集約へ議論を加速させなければならない。
　２６日には臨時国会が召集され、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や憲法改正の論議が本格化する。
　明確な対抗軸を一丸となって示せなければ、野党第１党としての存在意義は失われかねない。
　「批判ではなく提案で選択してもらえる政党にする」という蓮舫氏の主張が実現できるか、注目したい。
社説［民進党代表に蓮舫氏］政権との対立軸を示せ

沖縄タイムス2016年9月16日 07:00

　民進党の新たなかじ取り役に、代表代行の蓮舫氏（４８）が選ばれた。

　旧民主党と旧維新の党が合流して初めて行われた代表選で、前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の２候補を大きく引き離して当選した。高い知名度と強い発信力が期待されたようだ。

　蓮舫氏は「信頼を一つずつ積み重ねて国民に選択してもらえる政党にしたい」と決意を示した。だが、その前途は極めて厳しい。

　民主党時代の稚拙な政権運営に対する有権者の不信はいまだ根強い。

　共同通信社が８月に実施した全国世論調査では、民進党の支持率は１０・９％にとどまり、自民党の３９・１％に遠く及ばない。７月の参院選では野党共闘が一定の成果を挙げたものの、改選議席を大きく減らした。党勢の回復は見通せず、崖っぷちの状態に変わりはない。

　圧倒的な議席数を擁する政権与党の対抗勢力となるため、野党第１党の民進党に求められているのは、政権の受け皿となるための態勢だ。そのためにも党の理念、基本政策、目指す社会像を明らかにし、政権奪還へ向けて巨大与党への対立軸を示すことが急務となる。政権批判だけにとどまっていては、「表紙」をすげ替えただけだ。党の再生はおぼつかない。

　憲法改正や安全保障、共産党を含む野党共闘などを巡り、党内には多様な意見がある。蓮舫氏には、代表としての考えをより明確に示すとともに、党内の意見を集約する手腕が問われている。

■　　　　■

　蓮舫氏のこれまでの発言で納得がいかないのは、名護市辺野古への新基地建設に対する考えだ。

　代表選期間中、「（辺野古）移設は私たちの政権で決めたことなので、この方向性は変えることはないと思う」と述べ、米軍普天間飛行場の移設先として辺野古に新基地を建設する政府方針の堅持を表明した。前原、玉木の両氏が、見直しも視野に入れて議論すべきだと主張したのと違いが際立った。

　民進党県連は今回、候補者３氏に米軍基地の整理縮小に向けた要望書を提出した。その中で「辺野古移設は白紙に戻して、県民の理解を得られるような道を模索するべき」だと提示している。

　蓮舫氏が県連の要望を軽視するのであれば、「沖縄に寄り添っていない」と自身が批判した安倍政権の姿勢と何ら変わりはない。沖縄の声を真摯（しんし）に受け止め、県連との意見交換を重ねながら見直すべきだ。

■　　　　■

　今回の代表選は本来、政策論争などを通して党の存在感をアピールする好機だった。だが、注目が集まったのは蓮舫氏個人の台湾籍問題で、二転三転した説明によって批判を浴び、危機管理の甘さを露呈した。自ら不信感を招いた責任は重い。

　２６日には臨時国会が召集され、憲法改正の論議が本格化するとみられる。１０月には衆院東京１０区と福岡６区の補欠選挙を控える。政権選択選挙となる次期衆院選へ向けた態勢づくりも急務だ。
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